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第 1 章 序論 

 

1987 年に WCED (World Commission on Environment and Development)が「我々の共

通の未来(Our Common Future)」で，持続可能な発展(sustainable development)を「将

来の世代のニーズを満たす能力を損なうことなく，今日の世代のニーズを満たすような

開発(WCED, 1987, p.46)」と定義して以降，サステナビリティの概念が広く認知され

てきた(Bennett et al., 2013)。さらに，Elkington (1997)によって「トリプル・ボトム・

ライン(Triple Bottom Line, TBL)」が言及されて以降，環境汚染，人権，貧困などの環

境および社会問題に対する企業の社会的責任(Corporate Social Responsibility, 以下

CSR)が求められ，企業経営の新しいパラダイムとして CSR 経営が行われてきた。 

様々なステイクホルダーの環境および社会問題への関心が高まるにつれて，2010 年

11 月に CSR 経営に関する国際規格である ISO26000 が発行され，CSR 経営に大きな

関心を集めており，経済的活動だけではなく環境的・社会的活動も同時に展開している

企業が増加してきた。今日の企業は，CSR 経営を単に慈善的活動ではなく，競争優位

を占める戦略的観点から認識しはじめている。そこで，企業は CSR 活動を効果的かつ

効率的に実行するために，経済的利益に加え，環境的・社会的利益にも貢献できる CSR

戦略を策定し，CSR 経営に従業員の積極的な参加を促進する様々なコントロール・シ

ステムを活用しながら，企業の持続可能な発展を図っている。それでは，CSR 経営を

成功させるために，企業はどのようなコントロール・システムを活用しているのであろ

うか。 

長い間，企業は戦略を効率的に遂行するために「マネジメント・コントロール・シス

テム(以下, MCS)1」を活用しており，管理会計分野では MCS に関する研究が多く行わ

れてきた。MCS に関する先行研究では，組織目的に従業員の行動を促進させるために，

企業は企業環境に応じて複数のコントロール・システムを適切に組み合わせて活用する

必要があると指摘されている(Ouchi, 1979)。企業は企業目標を達成するために，業績

評価，予算管理，インセンティブなどの複数のコントロール・システムを活用しており，

それらのコントロール・システムの効果的かつ効率的な活用が組織パフォーマンスを向

上させると多くの研究から示されてきた(Bedford, 2015; Bedford and Malmi, 2015; 

Henri, 2006; Kruis et al., 2016; Malmi and Brown, 2008; Merchant and Van der 

Stede, 2007; Simons, 1995; Widener, 2007)。企業戦略を効率的に遂行させるために，

                                              
1 本論文では，MCS を個別のコントロール手段ではなく，複数のコントロール手段が含まれているパッケ

ージとして説明する。 
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企業では会計情報システムだけでなく，計画，コントロール・システム，組織デザイン

などを同時に考慮し，それらの組み合わせが組織パフォーマンスを可能とするのである。

そこで，それぞれのコントロール・システムは分離するのではなく，パッケージとして

機能するため，企業戦略の実行において，それらをどのように統合するのかが重要な課

題として認識され，はじめてパッケージとして MCS の活用を言及した(Otley, 1980)。 

複数のコントロール・システムで構成される MCS を分析対象とする研究では，MCS

を構成する個々のコントロール・システムは独立して機能するのではなく，他のコント

ロール・システムと相互補完的に機能しているため，MCS をパッケージとして捉え，

それぞれのコントロール・システムの間のバランスが，組織ケイパビリティ

(organizational capabilities)や組織パフォーマンスに影響を与えると主張されている

(Henri, 2006; Malmi and Brown, 2008; Merchant and Van der Stede, 2007; Mundy, 

2010; Simons, 1995; Widener, 2007)。そこで，マネジャーは個々のコントロール・シ

ステムの役割だけでなく，関連し合うコントロール・システム間の関係を理解しないと，

企業に有害な副作用を招く恐れがある(Merchant and Van der Stede, 2007)。 

同様に，企業の CSR 活動を効果的かつ効率的に実行するためには，CSR 活動に従業

員を参加させることが必要となるため，企業の CSR 経営にも MCS の活用は役立つで

あろう。実際に，CSR 戦略の遂行において，企業は特定の管理システムだけでなく，

予算管理システム，リスク管理システム，業績評価システム，報酬管理システムなどの

様々なコントロール・システムを同時に活用していることが，事例研究を通じて示され

ている(Arjaliès and Mundy, 2013; Crutzen et al., 2013; Mersereau and Mottis, 2011)。

従来では CSR 戦略を効率的に実行するために，MCS がどのようにデザインされている

のか，また企業は MCS をどのように活用しているのかなどを明確にした研究はほとん

ど行われてこなかったが，最近，海外ジャーナル2では，CSR 経営に MCS の活用可能

性を議論しようとする研究が増えつつある(Berry et al., 2009; Ditillo and Lisi, 2014; 

Gond et al., 2011; 2012; Lueg and Radlach, 2016)。 

コンティンジェンシー理論に基づいた MCS 研究では，コンティンジェンシー要因が

組織の MCS デザインに影響を与え，さらに，コンティンジェンシー要因と MCS の相

                                              
2 会計分野では，Accounting, Auditing and Accountability Journal (AAAJ)，Accounting, Organizations 

and Society (AOS)，Critical Perspectives on Accounting (CPA)のジャーナルにサステナビリティ研究が

多く掲載されているが，特に管理会計ジャーナルである Management Accounting Research (MAR)の

2013 年の特集号，Journal of Management Accounting Research (JMAR)の 2016 年特集号では，企業が

サステナビリティ活動を行うために，どのような MCS が活用されているのかを分析した研究が掲載され

ている。 
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互作用や，MCS を構成するコントロール・システム間の相互関係などが組織パフォー

マンスに影響を与えると論じた(Otley, 1980)。効果的かつ効率的な MCS をデザインす

るためには，MCS に影響を与える要因，MCS を構成する個々のコントロール・システ

ム間の関係，MCS が組織パフォーマンスを促進するメカニズムなどを理解することが

必要となる。同様に，CSR 経営を成功させる MCS をデザインするためには，CSR 経

営における MCS の活用に影響を及ぼす要因，CSR 経営における MCS を構成するぞれ

ぞれのコントロール・システムの役割および関係，CSR 経営における MCS の活用が組

織ケイパビリティや組織パフォーマンスを向上させるメカニズムなどを明らかにする

ことが重要である(Ditillo and Lisi, 2014; 長野, 2015)。 

したがって，本論文では，CSR 経営に従業員の行動を合致させるために，マネジャ

ーが活用する全てのシステムを「サステナビリティ・マネジメント・コントロール・シ

ステム(以下, SMCS)3」と名付け，Simons (1995)のコントロール・レバー(Levers of 

Control, 以下 LOC)を分析視角として，日本企業の CSR 経営における SMCS の活用が

組織ケイパビリティおよび組織パフォーマンスを促進するメカニズムを明らかにすることを目的

とする。そのため，本論文では，上記の研究目的に基づき，以下の研究課題を検証していく。

まず，「研究課題①：日本企業では，CSR 経営を効果的かつ効率的に実行するために，

SMCS を構成する個々のコントロール・システムをどのように活用しているのか」を

分析する。企業の CSR 経営における SMCS 活用の実態を明らかにすることで，CSR

経営に従業員を参加させるためにどのようなコントロール・システムが必要であるのか

が確認でき，企業環境に適合する SMCS デザインを可能とする。 

次に，SMCS に関する先行研究では，産業，企業規模，組織文化，環境不確実性，

ステイクホルダーの影響，経営者のコミットメントなどの影響要因が，CSR 経営およ

び SMCS 活用に影響を与えることが示されている(Henri and Journeault, 2010; 

Journeault, 2016; Pondeville et al., 2013; Wijethilake et al., 2016)。しかしながら，

企業の CSR 経営が環境・社会問題に関する法律・規制・規範などの制度的要因の影響

を受けているにもかかわらず，それらの制度的要因が SMCS 活用にどのように影響を

与えるのかはまだ明らかにされていない。SMCS 活用に影響を及ぼす制度的要因を把

握することは，企業の効率的な SMCS デザインだけではなく，規制機関による CSR 関

                                              
3 本論文では，MCS と同様に，SMCS を CSR 経営の実行に活用される，個別のコントロール手段ではな

く，複数のコントロール手段が含まれているパッケージとして捉える。特に，先行研究では，本論文の研

究対象であるパッケージとして SMCS を SCS (sustainability control systems)とも呼ばれるが(Gond et 

al., 2011; 2012)，本論文では SMCS に統一して使用する。 
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連制度および政策の形成にも貢献できると考えられる。SMCS 活用に影響を与える全

ての要因を同時に分析することは困難であるため，本論文では，多様な要因を 3 つのプ

レッシャーの中に包含している，DiMaggio and Powell (1983)による制度的同型化の概

念を使用して，「研究課題②：どのような制度的要因が SMCS 活用に影響を与えるのか」

を検証する。 

また，MCS に関する多くの先行研究では，MCS の適切な活用が，組織学習，イノベ

ーションなどを通して組織パフォーマンスを促進することが示されている。特にリソー

スベースドビュー(Resource-Based View)に基づく先行研究では，組織学習およびイノ

ベーションのような組織ケイパビリティが，企業の成長可能性の向上，生産効率性の増

大を促進し，組織パフォーマンスの向上に貢献できると主張したように(Barney, 1991; 

Shefer and Frenkel, 2005)，本論文では，「研究課題③：SMCS 活用が組織パフォーマ

ンスにどのように影響を与えるのか」を検証する際に，SMCS 活用の組織パフォーマ

ンスへの直接な影響を検証する同時に，リソースベースドビューを援用して，組織ケイ

パビリティを通した SMCS 活用の組織ケイパビリティへの間接的な影響も検証する。 

 本論文の構成は，以下の通りである。第 2 章では会計システムによる Anthony (1965)

のマネジメント・コントロールの概念，マネジメント・コントロールの概念を会計シス

テムだけでなく，組織構造や組織文化などまでに拡張した Ouchi (1979)，Otley (1980)，

Flamholtz (1983)などの MCS 研究，MCS の分析フレームワークを提示した Simons 

(1995)，Merchant and Van der Stede (2007)，Malmi and Brown (2008)などの研究を

レビューし，パッケージとして MCS の概念を確認する。その後，MCS 概念および MCS

分析フレームワークを CSR 経営に拡張した SMCS に関する研究を，「SMCS の影響要

因」，「SMCS の活用」，「公式的な SMCS と非公式的な SMCS の関係」，「既存の MCS

と SMCS との統合」の 4 つに分類して検討し，SMCS に関する研究の現状と課題を明

らかにする。 

 第 3 章では，第 2 章で明らかにした SMCS 研究の課題に基づいた，本論文の研究目

的と研究課題を分析するために，分析フレームワークとして Simons (1995)の LOC フ

レームワークを提示し，本論文で行う分析方法として，日本企業を対象としたインタビ

ュー調査と質問票調査について説明する。 

 次に，第 4 章では「研究課題①日本企業では，CSR 経営を効果的かつ効率的に実行

するために，SMCS を構成する個々のコントロール・システムをどのように活用して

いるのか」を分析するために，日本企業を対象としたインタビュー調査を実施する。
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2015年 11月から 12月にインタビュー調査の許可が得られた日本企業 7社の中，SMCS

を構成するそれぞれのコントロール・システムの役割やそれらの関係が明確に確認でき

た 2 社を選定して，各社における SMCS の活用実態を議論する。 

 第 5 章では，第 4 章のインタビュー調査の結果を参考にし，「研究課題②：どのよう

な制度的要因が SMCS 活用に影響を与えるのか」と，「研究課題③：SMCS 活用が組織

パフォーマンスにどのように影響を与えるのか」を検証するために，日本企業 1,325 社

を対象にした質問票調査を実施する。先行研究および第 4 章で分析された結果を参考に

質問票調査を作成し，質問票調査から得られたデータは，測定変数間の因果関係および

相関関係を同時に検証できる構造方程式モデルを用いて分析を行う。 

 最後の第 6 章で，本論文における結論として，研究課題①から③を分析した結果を要

約し，本論文が示唆することを述べる。その後，本論文の貢献と課題を述べ，今後の研

究の方向性を提示する。 
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図 1.1 本論文の構成 

 

第 1 章 序論 

企業の CSR 経営における SMCS の活用実態と，SMCS の活用形態が組織ケイパビリティおよ

び組織パフォーマンスを促進するメカニズムを明らかにするための本論文の研究目的と研究課題を

提示する。 

第2章 マネジメント・コントロール・システム研究の展開 

MCS 研究のレビューを通じて，MCS 概念と MCS 分析フレームワークを検討し，さらに，

MCS を CSR 経営に拡張した SMCS 研究のレビューにより，SMCS 研究の現状および課題

を導出する。 

第 6 章 結論 

各章で述べた内容をまとめながら，本論文から明らかとなったことについて考察し，本論

文の課題と今後の研究の方向性を提示する。 

第 4 章 CSR 経営における MCS：日本

企業の事例研究 

日本企業を対象にしたインタビュー調査を

実施して，日本企業の CSR 経営における

SMCS の活用実態を検証する。 

 

 

第 3 章 分析フレームワークと研究方法 

研究目的と研究課題を分析するために，分析フレームワークとして Simons (1995)の LOC

フレームワークを提示し，本論文で行う分析方法を説明する。 

第 5 章 CSR 経営におけるMCSの活

用が組織パフォーマンスを促進するメ

カニズム：質問票調査に基づく実証研究 

1,325 社の日本企業を対象にした質問票

調査を実施して，SMCS の活用に影響を

与える制度的環境要因と，SMCS の活用

が組織パフォーマンスを促進するメカ

ニズムを検証する。 
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第 2 章 マネジメント・コントロール・システム研究の展開4 

 

企業の CSR 経営における SMCS を議論するために，第 2 章では，個々のコントロー

ル・システムではなく，複数のコントロール・システムが相互に関係し合いながら作用

するパッケージとしての MCS に焦点を当て，これまでの MCS の概念および研究がど

のように展開されてきたのかをレビューする。その後，MCS の概念および役割を CSR

経営に拡張した， SMCS に関する研究をそれぞれ「SMCS の影響要因」，「SMCS の活

用」，「公式的な SMCS と非公式的な SMCS の関係」，「MCS と SMCS の統合」という

テーマに分類してレビューを行い，SMCS 研究の現状を把握し，そこから SMCS 研究

の課題を導き出す。 

 

 

2.1 マネジメント・コントロール・システム研究のレビュー 

 本論文では，企業の CSR 経営のために活用される「SMCS」を研究対象にし，SMCS

活用に影響を与える要因，SMCS が組織パフォーマンスを促進するメカニズムを分析

する。そのため，SMCS の概念および SMCS に関する研究をレビューする前に，管理

会計の分野における MCS について検討する。 

 

2.1.1 マネジメント・コントロールの概念 

 本論文における研究対象を明確にするために，まず，MCS に関する先行研究のレビ

ューを通じてMCSの概念および定義を確認し，その後，その概念および定義を用いて，

本論文における SMCS の定義を付ける。 

MCS に関する多くの先行研究においては，多様な MCS の概念および定義がなされ

ている。そのうち，最初にマネジメント・コントロールを独立の研究対象として議論し

たのが Anthony (1965)である(Merchant and Otley, 2007; 福嶋, 2012)。Anthony 

(1965)は planning and control systems: a framework for analysis で，計画(planning)

とコントロール(control)が別々に議論されていた当時の状況に問題意識を持ち，これら

の 2 つを同時に実現できるようなフレームワークを提示した。そこで，計画とコントロ

ールの活用程度によって，コントロールよりも計画の活用を強調する「戦略的計画」，

計画よりもコントロールの活用を強調する「オペレーション・コントロール」，計画と

                                              
4 本章の記述の一部は，金(2014)を加筆修正したものである。 
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コントロールを同じ比率で活用する「マネジメント・コントロール」という 3 つのプロ

セスで構成されるフレームワークを提示した。以下は，Anthony (1965)が提示したフレ

ームワークを構成する各々のプロセスである5。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

（出所）Anthony (1965, p.22)        

図 2.1 組織における計画とコントロールのプロセス 

 

図 2.1 に示されるように，まず，戦略的計画のプロセスでは，提供される情報を活用

してトップマネジメントが組織戦略および組織方針を策定する（計画＞コントロール）。

マネジメント・コントロールのプロセスでは，トップマネジメントが策定した組織戦略

を達成するために，マネジャー(中間管理者)が詳細な計画を策定する同時に，オペレー

ション・コントロールに対する規則を作成する(計画＝コントロール)。オペレーショ

ン・コントロールのプロセスでは，トップマネジメントが策定した組織戦略および組織

方針と，マネジャーが策定した詳細な計画や規則などを同時に実行させるように，主に

組織の下部に属する社員の課業をコントロールする(計画＜コントロール)。上記のフレ

ームワークは，現実に行われる活動に着目して階層的な分類を行っている点に特徴があ

るが(福嶋, 2012)，マネジメント・コントロールのプロセスを，戦略計画のプロセスと

オペレーショナル・コントロールのプロセスから分離したことが指摘されており

(Langfield-Smith, 1997)，マネジメント・コントロールが会計ベースの公式的なコント

ロールに限定され，その定義が狭いという指摘もある (Machin and Lowe, 1983; 

                                              
5 Anthony (1965)のフレームワークでは，計画を「組織の目標，これらの目的の変更，これらの目的達成

のために用いられる資源，およびこれらの資源・使用・処分に際して準拠すべき方針について，意思決定

を行うプロセス(p.16)」として，またマネジメント・コントロールを，「マネジャーが組織目標を達成する

ために，効果的かつ効率的に資源を取得して使用することを確実にするためのプロセス(p.17)」として定義

した。最後に，オペレーション・コントロールは「特定の課業が，効果的かつ効率的に実行されることを

確実的にするプロセス(p.18)」として定義した。 

戦略的計画 

マネジメント・コントロール 

オペレーション・コントロール 

情 

報 

処 

理 



 

9 

 

Merchant and Otley, 2007; Otley, 1994)。 

 

2.1.2 マネジメント・コントロール・システム研究への拡張 

Anthony (1965)のフレームワークは，マネジメント・コントロールの研究に明確な定

義を与える一方で，会計によるコントロールが伝統的なマネジメント・コントロール概

念として定着するという副作用をもたらした(福嶋, 2012; Otley, 1994)。しかしながら，

それ以降の管理会計研究では，実際の企業事例を検討する中で，公式的なコントロー

ル・システムだけでなく，非公式的なコントロール・システムにも注目し，それらの相

互作用を議論する MCS 研究を行いはじめた。Ouchi (1979)は，組織のコントロール・

システムのデザインにおいて，市場価格をベースに業績を評価する市場メカニズム，階

層化された組織におけるルールおよび指示を多様にモニタリングする官僚制メカニズ

ム，最後に，社会化プロセスを経て，組織の価値観および規範を共有するクラン(clan)

メカニズムといった 3 つの組織コントロールのメカニズムが存在していることを指摘

した。市場メカニズムでは，目標と実績を比較して組織構成員の業績を評価する「結果

コントロール」が，官僚制メカニズムでは，組織構成員に組織ルールや規程を遵守させ

る「行動コントロール」が，クランメカニズムでは，組織内で共有される価値観および

伝統などの「クラン・コントロール」が使用されると主張した(pp.834-838)。 

 特に，Ouchi (1979)の研究は，結果コントロールと行動コントロールのような公式的

なコントロール・メカニズムに加えて，クラン・コントロールのような非公式的なコン

トロール・メカニズムをも，組織内で同時に操作可能なメカニズムとして認識すること

に大きな特徴がある。実際に 3 つのコントロール・メカニズムは互いに関係するため，

企業環境に応じて公式的なコントロール・システムと非公式的なコントロール・システ

ムを適切に組み合わせてデザインすることが，組織目的に効率的な組織構成員の行動を

促進させると指摘した(p.846)。 

同様に，Otley (1980)も，会計情報システム(accounting information systems)に加え

て，経営情報システム(management information systems)，組織デザイン，他のコン

トロール・システムがパッケージとして機能しているため，それらの相互関係を考慮し

て，一体的に評価すべきであることを主張した(pp.421-422)。以下の図 2.2 のように，

Otley (1980)が提唱した組織のコントロール・パッケージは，それぞれのコントロー

ル・システムの性質や特徴については深く議論していない。しかしながら，コンティン

ジェンシー理論に基づき，コンティンジェンシー変数が組織のコントロール・パッケー

ジのデザインに影響を与え，さらに，それらの相互作用が組織の有効性に影響を与える
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と議論した。そこで，外部環境の変化に柔軟に適応するために，会計コントロール・シ

ステムのみならず，複数のコントロール・システムによる管理が必要であることを示唆

したことに大きな意義があると考えられる。 

 

 

コンティンジェンシー変数 

組織から影響を受けない変数 組織目標 

 

 

組織のコントロール・パッケージ 

会計情報システム 

経営情報システム 

組織デザイン 

他のコントロール・システム（人事，昇進・褒賞等） 

 

 

媒介変数 

                               他の要因 

                                                                

組織の有効性(Organizational effectiveness) 

                  （出所）Otley (1980, p.421) 

図 2.2 組織コントロール・システムのフレームワーク 

 

 このような主張を背景に，Flamholtz (1983)は，「組織構成員が組織目標に合致した

行動をするように，組織構成員の行動に影響を及ぼすシステム(p.154)」を，組織コン

トロールとして定義し，組織コントロールもコントロール・システムの 1 つであると主

張した。Flamholtz (1983)は，組織構造や組織文化が，会計システムのようなコア・コ

ントロール・システムに影響を与えていることにより，コア・コントロール・システム

に組織構造および組織文化を含める，パッケージとして以下の図 2.3 ような「組織コン

トロール・システム」を提示した。 
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    組織環境 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                    （出所）Flamholtz (1983, p.155) 

図 2.3 Flamholtz (1983)の組織コントロール・システム 

 

以上の Ouchi (1979)，Otley (1980)，Flamholtz (1983)は，会計によるコントロール

は組織の MCS を構成する 1 つの要素で，非会計的なコントロール・システムと合わせ

て使用されており，それらのコントロール・システムは相互に関連しながらパッケージ

として機能していることを指摘した。外部環境に柔軟に適応し，組織目標に合致した従

業員の行動を促進するためには，会計コントロール・システムに加えて，組織文化，組

織構造などのような非公式的なコントロール・システムが必要となり，それらの相互関

係を考慮した MCS デザインが重要であることを示唆したのである。これらの MCS 研

究を背景に，1990 年代に入ると，マネジメント・コントロールの概念をより拡張して，

MCS を分析するためのフレームワークが提示されてきた。本論文では，MCS 研究でよ

く引用される Simons (1995)，Merchant and Van der Stede (2007)，Malmi and Brown 

(2008)の分析フレームワークについて検討する6。 

 

                                              
6 Simons (1995)の引用数は，3,114 件であった(Google Scholar で 2017/01/19 に検索)。他に，Merchnat 

and Van der Stede (2007)は 1,389 件，Malmi and Brown (2008)は 787 件であった。 

組織文化 

組織構造 

コア・ 

コントロー

ル・ 

システム 
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2.1.3 マネジメント・コントロール・システムの分析フレームワーク 

 会計システムを中心にした Anthony (1965)のマネジメント・コントロールをはじめ，

それ以降，コントロールの範囲を会計システムだけでなく，組織構造や組織文化のよう

な非会計システムを同時に考慮した研究が行われてきたことを確認した。これらの研究

を背景に，本格的に MCS を構成する個々のコントロール・システム間の相互作用を考

慮した MCS の分析フレームワークが提示された。パッケージとしての MCS を分析す

るために，MCS 研究では，Simons (1995)，Van der Stede (2007)，Malmi and Brown 

(2008)のフレームワークが最も引用されている。 

まず，Simons（1995）は，MCS を「マネジャーが組織活動の様式を維持または変

更するために利用する情報ベースの公式的な手続(p.5)」と定義し，「信条システム

(beliefs system)」，「境界システム(boundary system)」，「診断的コントロール・システ

ム(diagnostic control)」，「インタラクティブ・コントロール・システム(interactive 

control system)」で構成される LOC フレームワークを提示した。 

「信条システム」は，企業理念，ビジョンなどを通じて，組織構成員に組織の価値観，

目的，方向性を与え，新たな機会探索・開拓を可能にするシステムである(p.178)。こ

れに対して，「境界システム」は，企業経営に関するルール，禁止事項，行動規範，行

動指針のように，明確に認識された事業リスクに基づいて，組織構成員に許容される活

動範囲を明示または制限するシステムである(p.178)。これらの信条システムと境界シ

ステムは，実行する企業戦略および企業経営を定義し，その範囲を設定するために活用

されるシステムとして説明されている。 

「診断的コントロール・システム」は，特定の目標達成に向けて動機付け，達成状況

をモニタリングし，事前に設定された目標からの差を修正するために使用されるシステ

ムで，利益計画，予算システム，目標システムなどが使用されている(p.179)。これに

対して，「インタラクティブ・コントロール・システム」は，会議，社内教育および研

修などのコミュニケーションを通じて，組織の注意力の焦点を戦略的な不確実性に合わ

せ，新規の企画と戦略の発生を促進するために利用されるシステムである(p.180)。こ

れらの診断的コントロール・システムとインタラクティブ・コントロール・システムは，

定義された企業戦略および企業経営を効果的かつ効率的に実行するために活用される

システムである。 

Simons (1995)は，4 つのコントロール・システムは，パッケージとしてそれぞれの

コントロール・システムが互いに影響し合いながら作用するため，それぞれのコントロ
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ール・システムを上手く利用することで戦略が達成できると主張した。LOC フレーム

ワークの中で，信条システムとインタラクティブ・コントロール・システムの 2 つは，

組織目標に向けて従業員の自発的行動を導く「正のシステム(positive system)」として，

残りの境界システムと診断的コントロール・システムは，組織目標に反する行動をしな

いように従業員の行動を制限する「負のシステム(negative system)」として説明されて

いる(pp.7-8)。正のシステムは，情報の共有と学習を鼓舞するプラスの情報環境を作り

出すことによって，従業員に対する内在的動機付けを生み出し，一方で負のシステムは

公式的に報酬の提供と機会探索のドメインを設定することによって，外在的な動機付け

を生み出す(p.159)。このように，複数のコントロール・システムを相反する効果を意

図して活用することで「テンション(tension)」が認識されるが，このテンションは事業

戦略の効果的なコントロールを可能にし，組織ケイパビリティおよび組織パフォーマン

スを向上させるため，相互に関係する 4 つのコントロール・システムを上手く操作して

適切な強度に維持する必要があるとされるのである(p.8)。 

次に，Merchant and Van der Stede (2007)は，MCS を「組織の戦略や計画が確実に

実行されるように，マネジャーが実行するすべてを含むもの(p.8)」と定義し，コントロ

ールの目的に基づいて，「結果コントロール(result controls)」，「行動コントロール

(action controls)」，「人事コントロール(personnel controls)」，「文化コントロール

(cultural controls)」という４つのコントロール・システムを提示した。 

「結果コントロール」は，結果の向上を可能にさせるために，目標を設定し，業績を

モニタリングし，それに基づいて評価するコントロール・システムとして(p.26)，Simons 

(1995)の診断的コントロール・システムに相当する。「行動コントロール」は，組織に

有益な結果が出るように，組織構成員の行動を動かせることを目的とする，最も直接的

なコントロール・システムである(p.76)。そして，「人事コントロール」は，トレーニン

グや業務設計(job design)などを通じて，組織構成員にやる気を向上させ，業務を達成

するための能力を身につけさせるコントロール・システムであり(p. 83)，最後の「文化

コントロール」は，組織に共有された価値観や規範により組織構成員間の連帯感を与え

るコントロール・システムとして(p.85)，Simons (1995)の信条システムに相当するも

のとして考えられる。 

Merchant and Van der Stede (2007)は，組織構成員に組織の利益になるような行動

を促進または強制するために，ある結果を受けて反応することよりも，事前に行動を起

こす仕組みをとっていることが大きな特徴である。また，これらのコントロール・シス
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テムが有効に機能する状況はそれぞれ異なり，活用方法を誤れば組織にとって有害な副

作用を招く恐れがあるため，それぞれのコントロール・システムの選択は，組織の状況

に合わせて行う必要があると主張した(Merchant and Van der Stede, 2007; 福嶋, 

2012)。特に，Merchant and Van der Stede (2007)は，4 つのコントロール・システム

の中で，結果コントロールを最も重要なコントロール・システムとして捉え，この結果

コントロール・システムは他のコントロール・システムによって補完されると説明して

いる。Simons (1995)と同様に，コントロール・システム間の相互作用を強調している

が，公式的な情報システムに焦点を合わせた Simons (1995)と比べ，文化によるコント

ロールといった非公式なコントロール・システムを含め，MCS をより広い範囲へ拡張

している。 

最後に，過去のマネジメント・コントロール研究を分析し，コントロール手段の体系

的な分類を行なった Malmi and Brown (2008)は，MCS を「部下が組織の目標や戦略

と合致した行動や意思決定を確実に行なうようにするために，マネジャーが使用するす

べての装置やシステムを含むもの(p.290)」と定義している。そこで，コントロール・

システムを，「文化コントロール(cultural controls)」，「計画(planning)」，「サイバネテ

ィック・コントロール(cybernetic controls)」 ，「報酬・給与(reward and compensation)」，

「管理的コントロール(administrative controls)」の 5 つに大きく分類した。 

Malmi and Brown(2008)において，「文化コントロール」は，他のコントロール・シ

ステムの基盤を提供する手段として，組織構成員により形跡される価値，信念，規範な

どを含んでいる。次に，「計画」は組織構成員の行動を組織目標と一致させるために，

目標やパフォーマンス評価の基準などを設定するシステムである。「サイバネティッ

ク・コントロール」は，目標と実際のパフォーマンスとの差を説明するために用いられ

るシステムとして，予算，財務的測定システム，非財務的測定システム，さらに財務的

測定システムと非財務的測定システムを合わせたハイブリッド測定システムの 4 つの

領域が含まれている。そして，「報酬・給与」は，組織目標を達成するために，組織構

成員と組織にモチベーションを与えることを目的とするシステムとして，心理的報酬と

金銭的報酬から構成されている。最後に，「管理的コントロール」は，組織の構造を形

成する要素として位置付けられ，ガバナンス構造，組織構造，政策・手順などが含まれ

ている。 

MCS を構成するコントロール・システム間の関係を分析対象とする Simons (1995)

および Merchant and Van der Stede (2007)のフレームワークとは異なり，Malmi and 



 

15 

 

Brown(2008)のフレームワークは，MCS を構成するそれぞれのコントロール・システ

ムの形成に着目したものであるため，広い範囲の MCS を捉えている点が特徴として挙

げられる。実際に Malmi and Brown (2008)のフレームワークを引用している多くの研

究では，コントロール・システム間の関係よりも，MCS を構成するコントロール・シ

ステムの分類に注目している傾向がある。しかしながら，Malmi and Brown (2008)の

フレームワークには多くのコントロール・システムが含まれているため，より大規模な

調査が求められるようになることや，簡潔を欠いた結論を導く恐れがあるといった問題

が懸念される(福嶋, 2012)。 

 

文化コントロール 

クラン バリュー シンボル 

計画 サイバネティック・コントロール 

報酬・給与 

長期計画 短期計画 予算 
財務的 

測定システム 

非財務的 

測定システム 

ハイブリッド 

測定システム 

管理的コントロール 

ガバナンス構造 組織構造 政策・手順 

                          （出所）Malmi and Brown (2008, p.291) 

図 2.4 MCS パッケージのフレームワーク 

 

 上記の研究以外にも，MCS を対象にした研究は多く存在するが，ここでは Anthony 

(1965)の定義およびフレームワークによる初期のマネジメント・コントロール概念を説

明し，マネジメント・コントロール概念を，組織構造や組織文化などの非会計コントロ

ール・システムに拡張した，Ouchi (1979)，Otley (1980)，Flamholtz (1983)の研究を

レビューした。さらに，MCS をパッケージとして捉え，MCS を構成するコントロール・

システム間の関係に注目した研究および，MCS を構成するそれぞれのコントロール・

システムの形成に注目した研究のように，MCS の研究が展開されてきたことを検討し

た。特に，Simons (1995)，Merchant and Van der Stede (2007)，Malmi and Brown 

(2008)のように，パッケージとして MCS を捉えている先行研究に基づき，次節では，

MCS を CSR 経営に拡張した SMCS に関する先行研究のレビューを行う。 



 

16 

 

2.2 サステナビリティ・マネジメント・コントロール・システム研究の

レビュー 

 

今日の多様なステイクホルダーは企業に社会的責任を求めており，マーケットで競争

優位を占めるために CSR 経営および活動を行っている企業も増加してきた。この背景

により，MCS に関する先行研究では，CSR 研究への MCS の拡張を指摘しており，「CSR

経営における MCS」を分析対象とした研究も多く行われている。第 1 節で検討した

MCS に関する先行研究を参考に，以下の第 2 節では，SMCS の研究がどのように展開

されてきたのかをレビューする。特に SMCS に関する研究を，「SMCS の影響要因」，

「SMCS の活用」，「公式的な SMCS と非公式的な SMCS の関係」，「MCS と SMCS の

統合」の 4 つに分類してレビューを行い，SMCS に関する研究の現状を検討する。 

 

2.2.1 サステナビリティ・マネジメント・コントロール・システムの概念 

SMCS は CSR 経営の遂行を目的に活用されるシステムであるため，SMCS を議論す

るためには，まず，CSR の概念について確認する必要がある。様々なステイクホルダ

ーからの要求，企業イメージの向上，新しい企業価値の創造などを要因として，企業は

CSR 活動を行っているが，そこで CSR というのは何を指しているのか，それに関する

様々な定義が存在している。 

1950 年代から議論されてきた CSR の定義は多く存在しているが(Carroll, 1999)，

1987 年に WCED により持続可能な発展の概念が紹介されて以来，今日，サステナビ

リティ概念とともに，実務および研究で幅広く用いられてきた。CSR の概念は，持続

可能な発展 (Sustainable Development) ，サステナビリティ・マネジメント

(Sustainablility Management)，サステナビリティなどのような用語と混用されている

ため，CSR の概念を統一した概念として理解することは困難であるという指摘もある

が，それらの概念には，企業の経済的・環境的・社会的側面を同時に考慮しているとい

う共通性が見られる(Aguinis and Glavas, 2012; European Commission, 2001)。した

がって，多くの実務および研究においてはそれらの概念が明確に区別されていない現状

があるため，本論文では European Commission (2001)の定義に基づいて，CSR を持

続可能な発展やサステナビリティなどと区別せずに，「企業の(経済的)事業活動に，環

境・社会的側面を自主的に取り入れること」と定義を付ける(European Commission, 

2001, p.7)。そこで，経済的側面と環境・社会的側面を同時に追求する企業活動を「CSR
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経営」と定義する。 

一方，第 1 節での MCS に関する先行研究のレビューを通じて，マネジャーは企業目

標を達成するために，様々なシステムを用いて企業の事業活動に従業員の参加を促進す

ることが必要であることを確認した。同様に，企業の CSR 経営においても，CSR 経営

および活動に従業員を参加させるための多様なシステムが必要となるため，CSR 経営

におけるコントロール・システムを論じる際に，MCS の概念および定義は役立つであ

ろう。MCS 研究においては Anthony (1965)をはじめ，MCS に関する多様な定義がな

されているが，それらの MCS 定義には，「企業目標に従業員の行動を合致させるため

に，マネジャーが活用する全てのシステム」という共通性をもっている。したがって，

上記の CSR 定義と MCS 定義に基づき，本論文では SMCS を「CSR 経営に従業員の行

動を合致させるために，マネジャーが活用する全てのシステム」として定義する。以下

では，この SMCS 定義に基づき，SMCS に関する先行研究をレビューする。 

 

2.2.2 サステナビリティ・マネジメント・コントロール・システム研究の分類 

 SMCS 研究には，第 1 節で検討した Simons (1995)，Malmi and Brown (2008)のフ

レームワークがよく援用され，分析が行われている。また，Henri and Journeault 

(2010)が環境経営における MCS を研究対象にしたエコ・コントロール(Eco-control)の

概念を提示して以降，Henri and Journeault (2010)研究の影響を受け実証研究も増加

してきている。以下では，研究テーマに焦点を当てて， SMCS を分析対象とした研究

を，「SMCS の影響要因」，「SMCS の活用」，「公式的な SMCS と非公式的な SMCS の

関係」，「MCS と SMCS の統合」の 4 つに分類してレビューを行う。 

 

（１）SMCS の影響要因 

 ステイクホルダーの要求，企業イメージの向上，組織パフォーマンスの増大，コスト

およびリスクの削減など様々な要因により，企業は CSR 戦略を策定し，それを効果的

かつ効率的に遂行するためには，企業環境を考慮した SMCS をデザインする必要があ

る。適切な SMCS のデザインが効果的な CSR 経営の実践を可能とするため，SMCS

に影響を与える要因を把握することは重要である。以下では，SMCS の影響要因を分

析した研究をレビューする。 

 まず，Parisi (2013)は，ヨーロッパ大企業 405 社のデータを用いて，サステナビリテ

ィを企業活動に統合する際に，サステナビリティ・パフォーマンス評価システムに影響

を与える要因を分析した。その結果，①サステナビリティへのトップマネジメントの関
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心が，②企業の戦略・構造・計画システムのような「構造的編成(structural alignment)」

と，③企業の戦略に対する中間マネジャーの理解を指す「社会的編成(social alignment)」

7に影響を与え，さらに，それらの構造的編成および社会的編成がサステナビリティ・

パフォーマンス評価システムに影響を及ぼすことを分析した。そこで，サステナビリテ

ィへのトップマネジメントの関心がサステナビリティ・パフォーマンス評価システムに

直接的に影響を及ぼすことを明らかにした。 

 次に，Epstein et al. (2015)は，Nike，P&G，The Home Depot，Nissan North America

のインタビュー調査に基づいて，多様な階層のマネジャーがどのように財務的・環境

的・社会的パフォーマンスをトレード・オフし，どのようにそれらの要素を同時に管理

しているのかを調査した。そこで，①同種企業間の価格競争，②資源不足，③消費者の

サステナビリティ消費などの要因が，「財務的利益」と「環境的・社会的利益」間の対

立を生じさせ，その対立が多様な階層のマネジャーにテンション(tension)を与えること

を明らかにしている。したがって，多様な階層のマネジャーは，「財務的利益」と「環

境的・社会的利益」との対立に対応するために，①環境・社会的パフォーマンスに対す

る経済的価値を認識し，②革新的な技術およびイノベーションを用いている。さらに，

③マネジャーは，組織価値に基づいて長期的な意思決定を行っていることも示された。

Epstein et al. (2015)により，事例企業におけるマネジャーにテンションを生じさせる

同種企業間の価格競争，資源不足，消費者のサステナビリティ消費などの要因は，SMCS

の阻害要因として見られたが，一方，企業にとってそれらの要因は克服の対象にもなる

ため，SMCS の促進要因になる可能性も示唆されている。 

Gond et al. (2011)は，企業のサステナビリティを促進するために，企業活動のため

のMCSとCSR活動のためのSMCSを統合することを主張した。そこで，MCSとSMCS

の統合を促進する要因として，①サステナビリティに対する従業員の理解，②サステナ

ビリティを主導するチャンピオンのリーダーシップ，③IT およびソフトウェアの開発

などを挙げた。一方，MCS と SMCS の統合を阻害する要因としては，①両システムの

同時測定の困難，②サステナビリティへの不十分な投資，③重要業績評価指標(Key 

Performance Indicators, KPI)の不在などを挙げている。 

Pondeville et al. (2013)は，Simons(1995)の MCS 定義を援用して，ベルギーの製造

                                              
7 Malmi and Brown (2008)に基づくと，企業の戦略・構造・計画システムのような構造的編成は，「計画」

および「管理的コントロール」で説明でき，企業の戦略に対する中間マネジャーの理解を指す社会的編成

は，「文化コントロール」で説明できる。 
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企業におけるEMCS (Environmental Management Control Systems)8にの導入に影響

を与えるコンテクスト要因と戦略的要因を分析した。その結果，環境不確実性をより強

く認知する企業は，積極的な環境戦略，環境情報システム，EMCS を展開する可能性

がより低いことを示した。さらに，公式的な EMCS 以外の非公式的な EMCS の導入要

因も調査した結果，組織内のステイクホルダーは，公式的な EMCS だけでなく，非公

式的な EMCS の導入にも影響を及ぼすことを確認した。 

 以上のように，SMCS の影響要因を分析した先行研究により，SMCS を促進するた

めには，サステナビリティを主導するトップマネジメントやチャンピオンのリーダーシ

ップが重要であり，さらに，サステナビリティへの従業員の理解，サステナビリティを

促進する企業文化，革新的な技術・イノベーション，ステイクホルダーの影響力なども

必要である。それに対して，サステナビリティ要素に対する評価指標の不在，測定の複

雑さ，サステナビリティへの不十分な投資などが SMCS を阻害する要因として確認さ

れた。したがって，サステナビリティ戦略を実行するためには，SMCS の阻害要因を

減らしながら促進要因を活かすことが，さらに，SMCS の構成要因間の影響も考慮し

ながらサステナビリティ戦略と SMCS の統合を図ることが望ましいであろう。 

 

（２）SMCS の活用 

「CSR 経営の実行における EMCS および SMCS の活用実態」を分析した研究には，

Henri and Journeault (2010)，Journeault (2016)，Mersereau and Mottis (2011)，

Arjaliès and Mundy (2013)，Crutzen et al. (2013)が挙げられる。 

まず，Simons (1995)の MCS 定義に基づき，Henri and Journeault (2010)はエコ・

コントロールを「環境活動の様式を維持または変更するために活用する経済的・環境的

情報の手続およびシステム」として定義し，環境業績評価，環境予算，環境インセンテ

ィブのコントロール手段を統合したパッケージとしてエコ・コントロールを紹介した。

そこで，カナダ製造企業の質問票調査を用いて，エコ・コントロールの環境・経済的パ

フォーマンスへの影響を調査し，企業の環境への関心がより高い場合や企業の規模がよ

り大きい場合などの状況において，エコ・コントロールが経済的パフォーマンスに直接

的に影響を及ぼすのではなく，環境的パフォーマンスを通して経済的パフォーマンスに

間接的に影響を及ぼすことを示した。 

                                              
8 本論文では，EMCS を「環境経営に従業員の行動を合致させるために，マネジャーが活用する全てのシ

ステム」として定義し，Henri and Journeault (2010)，Journeault (2016)でのエコ・コントロールと同じ

概念で使用する。 



 

20 

 

Simons (1995)は，MCS を情報ベースの公式的なシステムとして，信条システム，境

界システム，診断的コントロール・システム，インタラクティブ・コントロール・シス

テムの 4 つのコントロール・システムを提示し，それらは一緒に活用されて相互に補完

するパッケージとして機能していると主張したが，Henri and Journeault (2010)にお

けるエコ・コントロールは，環境業績評価，環境予算，環境インセンティブの 3 つのコ

ントロール手段で構成され，Simons (1995)の 4 つのコントロール・システムの中で，

診断的コントロール・システムおよびインタラクティブ・コントロール・システムだけ

に焦点を当てていることが限界として指摘できる。 

これに対して，Journeult (2016)は，Maimi and Brown (2016)の MCS フレームワー

クを分析視角として，パッケージとしてエコ・コントロールが，環境ケイパビリティと

組織パフォーマンスに与える影響を分析した。その結果，エコ・コントロールを構成す

る 5 つの個々のコントロール・システムを同時に活用することが，企業の環境経営に対

するケイパビリティに正の影響を与え，さらにそれが企業の環境パフォーマンス，財務

パフォーマンスの向上に間接的に影響を与えることを検証した。 

次に，Mersereau and Mottis (2011)は，Simons (1995)の LOC フレームワークに基

づき，フランス保険会社である Crédit Agricole Assurances のケース・スタディを行い，

事例企業が環境的コストを削減し，社会的利益および株主利益を同時に増加させるため

に，どのような MCS が使用されているのかを探究した。そこでは，2008 年に新しく

就任されたトップマネジメントにより，サステナビリティ活動の計画およびサステナビ

リティ報告書の発行が行われ，「信条システム」および組織構成員間のコミュニケーシ

ョンによる「インタラクティブ・コントロール・システム」が従業員の CSR 活動への

参加を促進させた。また，CSR 委員会の構成や CSR 政策の確立などは，CSR 活動に

対する従業員の行動を制限および促進するため，このような「境界システム」も CSR

戦略の実行に有効であると主張した。さらに，事例企業の CSR 戦略には，環境，人的

資源，商品・サービス，企業と従業員との連帯といった 4 つの要素から構成されている

が，それらの要素が測定される際に，「診断的コントロール・システム」が使用されて

いることも確認した。 

また，Arjaliès and Mundy (2013)も，Simons (1995)の LOC フレームワークに基づ

いて，フランス企業 40 社(CAC40 のメンバー)を対象としたイサーベイ調査を行い，事

例企業が CSR 戦略を管理するために，どのような MCS が用いられているのかを分析

した。その結果，調査企業のうち，18 社の企業が従業員の CSR 戦略への関心および支
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援を集めるために，イントラネットのような公式的なツールを用いて，CSR 価値およ

び目的のような「信条システム」を共有した。また，22 社の企業は，行動指針および

外部のガイドラインのような「境界システム」を通じて，CSR 活動に影響を及ぼすリ

スクを回避していることが確認された。さらに，32 社の企業は「診断的コントロール・

システム」を用いて，CSR 活動に関連するコストをモニタリングおよび管理し，34 社

の企業では，CSR 戦略の実行における生じるコンフリクトを処理するために，CSR 担

当部署を組織し，その部署を通じた「インタラクティブ・コントロール・システム」が

上級管理者の下級管理者への支援を可能とすると分析した。 

上記の研究とは異なり，Malmi and Brown (2008)のフレームワークを援用して，

SMCS の活用実態を分析した研究も行った。SMCS に関する研究にはケース・スタデ

ィによる定性的研究が多く，サーベイデータによる定量的研究の不在に問題意識を持っ

た Crutzen et al. (2013)は，サステナビリティ評判の良いヨーロッパ企業 17 社のデー

タを用いて，Malmi Brown (2008)が提示した「計画」，「サイバネティック・コントロ

ール」，「報酬・給与」，「管理的コントロール」，「文化コントロール」の 5 つのコントロ

ール手段の使用実態を分析した。その結果，サステナビリティ戦略の実行において，財

務的パフォーマンスおよび非財務的パフォーマンスを評価する「サイバネティック・コ

ントロール」と，サステナビリティ活動のための組織構造，ガバナンス構造，サステナ

ビリティ政策などのような「管理的コントロール」は，すべての企業で用いられている

反面，サステナビリティ目標の達成におけるインセンティブ制度，すなわち「報酬・給

与」によるコントロール手段を使用している企業はわずか 4 社しかないことが分析され

た。 

 同様に，Malmi and Brown (2008)のフレームワークに基づき，過去の SMCS に関す

る研究を網羅的にレビューした Lueg and Radlach (2016)は，SMCS に関する研究の現

状を分析するために，1998 年から 2013 年まで発行された SMCS に関する 81 本の文

献をレビューし，それぞれの文献を Malmi Brown (2008)が提示したフレームワークに

基づいて分類している。その結果，Crutzen et al. (2013)の結果と同じように，サステ

ナビリティ・パフォーマンスを評価するコントロール手段である「サイバネティック・

コントロール」に関連する研究が最も多いことが示された一方，そのパフォーマンス評

価に関連するインセンティブを付与することを目的とした「報酬・給与」に関する研究

はあまり行われていないことを確認した。また，SMCS に関する研究のレビューを通

じて，「計画」，「サイバネティック・コントロール」，「報酬・給与」，「管理的コントロ
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ール」，「文化コントロール」のそれぞれのコントロール手段は，1 つだけではなく，複

数のコントロール手段が互いに影響を与え合っていると主張したが，Lueg and 

Radlach (2016)においても，いかにそれぞれのコントロール手段が互いに影響を与え合

っているのかは説明されていない。さらに，81 本の文献の時系列分析により，1990 年

代には経済的側面と環境的側面に焦点を当てた研究が多かったが，2000 年代に入って

は経済・環境・社会的側面のすべてを考慮した「サステナビリティ」に焦点を当てた研

究が増加したことも示され，将来の研究に向けて，経済・環境・社会的側面を同時に考

慮した SMCS 研究がより必要であると主張した。 

 

（３）公式的な SMCS と非公式的な SMCS の関係 

企業が CSR 戦略を効果的に遂行するために，「公式的コントロール・システムと非公

式的コントロール・システムの補完的活用」を議論した研究には，Norris and O’Dwyer 

(2004)，Durden (2008)，Riccaboni and Leone (2010)，細田他(2013)，黒瀬(2015)が挙

げられる。イギリスの多国籍企業を対象に事例研究を実施した Norris and O’Dwyer 

(2004)と，ニュージーランドの企業を対象に事例研究を実施した Durden (2008)は，

各々の事例企業の公式的コントロール・システムが CSR の 3 つの側面のうち，財務業

績の達成のみを優先していることと，共通の価値観や信念のような非公式的コントロー

ル・システムが機能していないことを指摘した。これに対して，Riccaboni and Leone 

(2010)は P&G (Procter and Gamble)社のイタリア支社の事例研究を通じて，事例企業

では公式的コントロール・システムと非公式的コントロール・システムが相互に機能し

ており，それが CSR 戦略の成功的な遂行を可能にすると主張した。 

同様に，日本企業 12 社とのインタビュー調査を通じて日本企業の CSR 経営におけ

る MCS の活用実態を検討した細田他(2013)も，CSR の促進のために公式的コントロー

ル・システムと非公式的コントロール・システムがそれぞれ役割を果たしていることを

示し，特に 2 つのシステムが相互に機能することにより，CSR と財務業績の向上の両

立を図るアプローチを示唆した。さらに，日本企業のグループ子会社の事例を用いた黒

瀬(2015)も，公式的コントロール・システムと非公式的コントロール・システムの補完

的関係が CSR 活動を促進させると主張した。 

Malmi and Brown (2008)の分析フレームワークを援用した，Crutzen et al. (2013)

は，企業によってそれぞれのコントロール手段の組み合わせが異なることを見つけ，そ

こで，調査企業を「公式的な SMCS が強い企業」，「非公式的な SMCS が強い企業」，「両
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方とも弱い企業」，「両方とも強い企業」の４つのパターンで分類し，「公式的な SMCS

が強い企業」，「非公式的な SMCS が強い企業」のパターンが多いことを確認した。し

かし，「両方とも強い企業」が最も望ましいパターンであると説明したものの，調査企

業の中においては，そのパターンの企業は 1 社も存在しなかった。したがって，Crutzen 

et al. (2013)は，サステナビリティ戦略を効率的に実行するために，公式的な SMCS だ

けでなく，「文化コントロール」のような非公式的な SMCS とともに，両方の SMCS

を相互補完的に適用する必要があると主張した。 

 

（４）MCS と SMCS の統合 

CSR 戦略を効果的に遂行するために，CSR イシューの理解，CSR 関連部署の組織，

意思決定プロセスの変更などが必要となるが，特に CSR 戦略と SMCS の統合が最も重

要であろう。その際に，SMCS の構成要素をどのようなフレームワークで，どのよう

にデザインするのかが重要な課題と考えられる。以下では，Simons (1995)の LOC フ

レームワークに基づいた，既存の MCS と新たな SMCS9のコンフィギュレーション

(configuration)に関する研究を検討する。 

サステナビリティが CSR 報告書やサステナビリティ報告書などの外部報告には多く

取り入れてきたが，内部意思決定のプロセスや MCS の中にはあまり導入されてこなか

った。この背景により，Gond et al. (2011; 2012)は，組織戦略にサステナビリティを統

合する際に MCS と SMCS の関係を理論化するために「コンフィギュレーション・ア

プローチ」を採用している。両研究とも，Simons (1995)の LOC フレームワークに基

づいて，MCS と SMCS の診断的な使用とインタラクティブな使用を区別し，MCS と

SMCS の統合の形態を分析しているが，Gond et al. (2011)ではイギリス企業 3 社の事

例を中心に，一方 Gond et al. (2012)ではコンフィギュレーションに対する理論を中心

に研究が行われた。そこで，以下の表 2.1 のように，「コントロール・システムの統合

程度」と「MCS と SMCS の使用」を組み合わせながら，コンフィギュレーション形態

を 8 つに表した。 

  まず，「A 型のコンフィギュレーション」は，経済的イシューのための MCS とサス

テナビリティ・イシューのための SMCS が並列(分離)の関係であり，戦略を計画するた

                                              
9 Gond et al.(2011; 2012)における SMCS は，会計コントロール・システムに基づいた，サステナビリテ

ィ計画，サステナビリティ予算，サステナビリティ・パフォーマンス評価システム，SBSC(sustainability 

balanced scorecard)，サステナビリティ評価および報酬などのような公式的コントロール・システムを指

している。 
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めに，どちらも使用されていない状態を表している。これに対して，「E 型のコンフィ

ギュレーション」は，MCS と SMCS が統合されているが，戦略の計画において，どち

らも使用されていない状態である。そして，「B 型のコンフィギュレーション」は，戦

略的に MCS を使用しているが，サステナビリティ・イシューへの関心がほとんどない

ため，SMCS を使用していない状態である。この状態では，SMCS がステイクホルダ

ーおよび法規などの外部圧力によって導かれる。これに対して，「F 型のコンフィギュ

レーション」は，戦略を実行するために，MCS はインタラクティブに使用され，SMCS

は診断的なツールとして使用される。この状態では，SMCS が既存の MCS から派生し

て存在する一方で，主要な戦略はサステナビリティに関連づけられていない。 

  

表 2.1 マネジメント・コントロールを通じたサステナビリティ戦略の統合 

コントロール 

・システムの 

統合程度 

システムの使用 

コンフィギュレーション 

MCS SMCS 

弱い 診断的 診断的 A 型：未使用の分離状態の戦略 

弱い インタラクティブ 診断的 
B 型：サステナビリティ戦略を導くコンプ

ライアンス 

弱い 診断的 インタラクティブ C 型：サステナビリティによる戦略の出現 

弱い インタラクティブ インタラクティブ D 型：分離されたサステナビリティ戦略 

強い 診断的 診断的 E 型：未使用の統合状態の戦略 

強い インタラクティブ 診断的 F 型：周辺のサステナビリティを統合 

強い 診断的 インタラクティブ G 型：組織戦略を導くサステナビリティ 

強い インタラクティブ インタラクティブ H 型：統合されたサステナビリティ戦略 

(出所) Gond et al.(2011, p.3); Gond et al.(2012, p.211) 

 

続いて，「C 型のコンフィギュレーション」は，MCS と SMCS が統合されていない

が，サステナビリティ戦略を実行するために，トップマネジメントにより SMCS が戦

略的に使用されている状態である。これに対して，「G 型のコンフィギュレーション」

は，MCS はインタラクティブに使用されていないが，SMCS のインタラクティブな使

用により，戦略計画のプロセスが行われる状態である。さらに，「D 型のコンフィギュ

レーション」は，MCS と SMCS の並列関係が，サステナビリティ戦略と組織戦略を矛
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盾の関係とする状態を表す。これに対して，「H 型のコンフィギュレーション」は，MCS

と SMCS の両方のインタラクティブな使用による統合は，組織戦略とサステナビリテ

ィ戦略との完全な統合を導く。したがって，この「H 型のコンフィギュレーション」が

最も理想的なタイプの形態として言及されている。 

 上記のフレームワークに基づき，Gond et al. (2011)は，イギリス企業 3 社を対象と

し，事例企業における MCS と SMCS の統合がどのようなコンフィギュレーションの

形態で行われているのかを分析した。その結果，企業内外の様々な要因により，MCS

と SMCS の統合形態，すなわちコンフィギュレーションの形態が企業ごとに異なるこ

とを示した。その中には，SBSC やサステナビリティ計画システムを用いて，最も理想

的な「H 型のコンフィギュレーション」への進んでいる企業も見られ，MCS と SMCS

のコンフィギュレーションだけでなく，コンフィギュレーションの変化(例えば，D 型

から H 型への変化)プロセスについても分析した。 

 従来は，個別のシステムや環境管理会計の発展に注力し，伝統的な MCS と SMCS

の統合についてはほとんど研究されてこなかったが，Gond et al. (2011; 2012)は，軽視

されてきた MCS と SMCS の関係，そして，戦略の発展におけるこれらの相互の影響

を理論化したことに意義があると考えられる。しかし，前述したように，Simons (1995)

においては，4 つのコントロール・システムが一緒に使用されて相互に力を発揮するも

のであると言及したが，Gond et al. (2011; 2012)は，その中で「診断的コントロール・

システム」と「インタラクティブ・コントロール・システム」だけに焦点を当てている

ことが限界として考えられる。 

 

 

2.3 サステナビリティ・マネジメント・コントロール・システム研究の課題 

 

本章では，SMCS を「CSR 経営に従業員の行動を合致させるために，マネジャーが

活用する全てのシステム」として定義し，SMCS を対象とした研究を，「SMCS の影響

要因」，「SMCSの活用」，「公式的なSMCSと非公式的なSMCSの関係」，「MCSとSMCS

の統合」に分類してレビューを行った。以下では，SMCS に関する先行研究のレビュ

ーから示唆される課題について述べる。 

まず，SMCS の影響要因を分析した研究では，トップマネジメントのコミットメン

ト，企業の CSR およびサステナビリティ戦略に対する従業員の理解，ステイクホルダ

ーの影響，組織文化，イノベーションなどの要因が，効果的な SMCS の活用を促進す
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ると分析されてきた。一方，企業の CSR およびサステナビリティに関する活動を評価

できるシステムの不在，CSR およびサステナビリティに関する活動への不十分な投資

などの要因が，SMCS の活用を阻害する要因として認識されてきた。要するに，企業

の SMCS に影響を与える要因には，トップマネジメント，従業員，組織文化，イノベ

ーションなど，企業内部で認識される要因が多く見られる。 

しかし，CSR 関連の企業経営および企業活動は，企業内部の要因だけでなく，CSR

関連の法律，規制，国際規格，世論などの企業外部の制度的要因と環境的要因の影響も

受けている(Contrafatto and Burns, 2013)。つまり，企業に対する社会の期待や規範な

どの要因も，企業の CSR 経営および活動に影響を与える。このように，企業は外部の

制度的な影響やプレッシャーに多く影響を受けているにもかかわらず，それらの制度的

環境要因が企業の SMCS の導入および活用にどのように影響を及ぼすのかについては

まだ知られていない。適切な SMCS のデザインが効果的な CSR 経営の実践を可能とす

るため，制度的環境要因と SMCS 活用の関係を理解する必要がある。そこで，今後の

SMCS に関する研究の課題として，「制度的環境要因が SMCS のデザインと活用に与え

る影響を分析した研究」が必要となる。 

次に，近年，MCS の研究を CSR 分野に拡張した研究が多く行われている。MCS 概

念および分析フレームワークを援用して，EMCS やエコ・コントロールの概念を使っ

て，環境経営における MCS の役割などを分析した研究が増加している。EMCS やエ

コ・コントロールに影響を与える要因(Pondeville et al., 2013)，それらのコントロー

ル・システムが組織パフォーマンスに与える影響などの研究が多く行われている(Henri 

and Journeault, 2010; Journeault, 2016)。また，環境経営および環境マネジメントの

側面に加えて，CSR やサステナビリティに対する企業経営および企業活動に焦点を当

てて，経済的・環境的・社会的側面を同時に考慮した SMCS の役割および活用を分析

する研究も行われている(Arjaliès and Mundy, 2013; Durden, 2008; Norris and O’ 

Dwyer, 2004; Riccaboni and Leone, 2010)。企業環境に適合する SMCS デザインをデ

ザインし，それを効率的に活用するためには，SMCS の影響要因に加えて，SMCS が

企業に与える影響，SMCS が企業パフォーマンスを促進するメカニズムを明らかにす

る必要があるにもかかわらず，SMCS を研究対象にした先行研究では，主に事例研究

を用いて SMCS の影響要因，SMCS の活用を分析した研究が多く見られる。これを背

景として，SMCS 研究分野では，事例研究の限界を克服できる実証研究を用いて，

「SMCS の活用が組織ケイパビリティおよび組織パフォーマンスに与える影響を検証
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する研究」も必要であろう。 

一方，SMCS のそれぞれのコントロール・システムは，CSR 戦略の達成を支援して

いる。Simons (1995)は，4 つのコントロール・システムは，パッケージとしてそれぞ

れのコントロール・システムが互いに影響し合いながら作用するため，それぞれのコン

トロール・システムを上手く利用することで戦略が達成できると主張した。SMCS を

構成しているそれぞれのコントロール・システムは，独立的ではなく，異なる複数のコ

ントロール・システムが同時に使用されていることも分析されたが，その際，それらの

コントロール・システムがどのように関係しているのか，どのように影響を与え合って

いるのかを分析した研究はまだ行われていない。また，Crutzen et al. (2013)は，SMCS

の活用において，公式的な SMCS と非公式的な SMCS との相互補完的な関係が重要で

あることを主張し，多くの研究からも，CSR 戦略を効率的に実行するためには「文化

コントロール」のような非公式的な SMCS の支援が必要であることが示されている。

そこで，SMCS の構成要素間の関係を分析した研究の不在が，SMCS 研究における研

究課題として挙げられ，SMCS を構成する個々のコントロール・システムの役割およ

び活用だけでなく，「SMCS を構成するコントロール・システム間の関係に注目した研

究」が求められている。 

以上より，SMCS 研究の現状の検討から，「制度的環境要因が企業の SMCS 活用およ

びデザインに与える影響を分析した研究」，「SMCS の活用が組織ケイパビリティおよ

び組織パフォーマンスに与える影響を検証する研究」，「SMCS を構成するコントロー

ル・システム間の関係に注目した研究」が必要であることが示唆される。上記の SMCS

研究における課題に対して，本論文では，SMCS を構成する個々のコントロール・シ

ステムは相互に関係し合っていることを前提にし，「研究課題①：日本企業では，CSR

経営を効果的かつ効率的に実行するために，SMCS を構成する個々のコントロール・

システムをどのように活用しているのか」，「研究課題②：どのような制度的要因が

SMCS の活用に影響を与えるのか」，「研究課題③：SMCS の活用が組織パフォーマン

スにどのように影響を与えるのか」を分析する。次の第 3 章では，本論文における研究

課題を検証するための分析フレームワークを提示し，本論文に適合した研究方法につい

て述べる。 
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第 3 章 本論文における分析フレームワークと研究方法 

 

 第 3 章では，多様な MCS の分析フレームワークの中，Simons (1995)の LOC フレー

ムワークを本論文の分析フレームワークとして提示する。その後，本論文の研究課題を

検証するために，本論文における研究方法の概要を説明する。なお，詳細な調査手続に

ついては，第 4 章および第 5 章で紹介する。 

 

 

3.1 本論文における分析フレームワーク 

 

本論文では，日本企業の CSR 経営における SMCS 活用が組織ケイパビリティおよび組

織パフォーマンスを促進するメカニズムを明らかにすることを目的とし，以下の研究課題を分

析する。 

 

研究課題①：日本企業では，CSR 経営を効果的かつ効率的に実行するために，SMCS

を構成する個々のコントロール・システムをどのように活用しているのか。 

研究課題②：どのような制度的要因が SMCS 活用に影響を与えるのか。 

研究課題③：SMCS 活用が組織パフォーマンスにどのように影響を与えるのか。 

 

上記の研究課題では，パッケージとしての SMCS を研究対象とし，SMCS を構成す

る個々のコントロール・システムの役割および活用に加えて，複数のコントロール・シ

ステム間の関係を同時に考慮する必要がある。前述したように，Simons (1995)，

Merchant and Van der Stede (2007)，Malmi and Brown (2008)により，MCS に関し

て様々な理論フレームワークが提示されているが，その中で，本論文では Simons 

(1995)の LOC フレームワークを分析視角として用いる。まず，以下では，Simons (1995)

の LOC フレームワークを分析視角として援用した理由を述べる。 

第 2 章で説明したように，Merchant and Van der Stede (2007)は結果を受けて反応

するよりも，事前に行動を起こす仕組みをとっているため，4 つのコントロール・シス

テムの中で，結果コントロールを最も重要なコントロールとして捉え，この結果コント

ロールが他のコントロール・システムによって補完されると説明している。しかしなが

ら，CSR 経営の実行において，どのようなコントロール・システムが活用されている
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かわからない状況では，結果コントロールを最も強調する Merchant and Van der 

Stede (2007)のフレームワークよりも，全てのコントロール・システム間の関係が分析

できるSimons (1995)のLOCフレームワークを援用するのが望ましいであろう。また，

MCS を構成するコントロール・システム間の関係を分析対象とする Simons (1995)お

よび Merchant and Van der Stede (2007)のフレームワークとは異なり，Malmi and 

Brown (2008)のフレームワークは広い範囲で MCS を捉えているが，MCS を構成する

それぞれのコントロール・システム間の関係よりも，コントロール・システムの形成に

着目したため，コントロール・システムが相互に関係し合っていることを前提している

本論文では，Simons (1995)の LOC フレームワークを分析フレームワークとして援用

する。図 3.1 で示されたように，Simons (1995)10の LOC フレームワークは，それぞれ

のコントロール・システムの役割に加えて，MCS を構成するコントロール・システム

間の相互関係も同時に強調しているため，異なる役割を遂行するそれぞれのコントロー

ル・システム間の相互関係まで分析できるフレームワークとして適合する。 

 

 

（出所）Simons (1995, p.159)     

図 3.1 Simons (1995)の Levers of Control 

                                              
10 Simons (1995)の LOC フレームワークを構成する，個々の信条システム，境界システム，診断的コント

ロール・システム，インタラクティブ・コントロール・システムについての説明は，本論文の第 2 章を参

照されたい。 
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また，LOC フレームワークは，MCS に関するフレームワークの中で最も引用されて

おり，CSR 経営に MCS を活用した，EMCS および SMCS 研究においても，他のフレ

ームワークに比して多く引用されている(Arjaliès and Mundy, 2013; Gond et al., 2011; 

2012; Henri and Journeault, 2010; Journeault, 2016; Mersereau and Mottis, 2011; 

Songini and Pistoni, 2012; Wijethilake et al., 2016)。特に，Simons (1995)は，組織学

習とイノベーションを組織ケイパビリティとして定義し，企業を変化させる重要な動員

として組織ケイパビリティを強調した。それ以降，多くの実証研究では，Simons (1995)

の主張した組織ケイパビリティの範囲を拡張して，MCS 活用，組織ケイパビリティ，

組織パフォーマンスの関係で，組織ケイパビリティの媒介役割を分析した(Henri, 2006; 

Journeault, 2016; Widener, 2007)。すなわち，MCS を上手く活用することは組織ケイ

パビリティを強化し，さらに組織パフォーマンスを向上させるのである。 

以上より，企業の CSR 経営における SMCS活用が組織ケイパビリティおよび組織パフォ

ーマンスを促進するメカニズムを明らかにすることを目的とする本論文では，分析フレームワー

クとして Simons (1995)の LOC フレームワークを用いる。 

 

 

3.2 本論文における研究方法 

 

 研究目的と研究課題を解決するためには，研究目的と研究課題に適合した研究方法を

採用する必要がある。本論文では，上記の研究目的と研究課題に対して，多様な研究方

法の中で「インタビュー調査」と「質問票調査」を実施する。以下では，本論文におけ

る研究方法について説明し，その後，質問票調査により得られたデータの分析方法につ

いて説明する。 

まず，日本企業の CSR 経営において，どのような SMCS が活用されているかはわか

らない状況である。この状況では質問項目の作成ができず，質問項目を作成して質問票

調査を実施しても適切な回答を得られない。そのため，最初に CSR 企業における SMCS

活用を把握する際には，インタビュー調査が最もふさわしい方法である。また，MCS

に関する先行研究では，中小企業は非公式的な手段を通じて行動パターンがよく変更す

るため，パッケージとして MCS を分析する際には大企業の方がより適合であると指摘

されており(Mundy, 2010; Simons, 1995)，企業が属する産業，企業規模などにより，

企業における SMCS の活用形態は様々である。東洋経済新報社による CSR 企業ランキ
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ングには CSR 経営に優れた多様な産業の企業が多数掲載されているため，本論文では

東洋経済新報社の CSR 企業ランキングに掲載されている企業を対象にインタビュー調

査を行った。2015 年 11 月に CSR 経営を積極的に実行している 1 社の日本企業に対し

てパイロット調査を実施した後，「2015 年 CSR 企業ランキング」の上位 100 社から無

作為に 20 社を抽出し，最終に調査協力を得られた 6 社の日本企業にインタビュー調査

を追加的に実施した。 

しかしながら，インタビュー調査だけでは，本論文の研究目的である「企業の SMCS

活用がどのようなメカニズムで組織パフォーマンスを促進するのか」を分析するのは困

難である。したがって，本論文では，インタビュー調査から得られた知見をもとに質問

票を作成して，「どのような制度的要因が SMCS の活用に影響を与えるのか」の研究課

題②と，「SMCS の活用が組織パフォーマンスにどのように影響を与えるのか」の研究

課題③を分析するための質問票調査を実施した。質問票調査は現象や事象などを定量的

に把握する際に有効な研究方法であるため，質問項目をうまく作成できれば，本論文の

目的である SMCS の活用が組織パフォーマンスを促進するメカニズムを明らかにする

ことが可能である。質問票の各項目は先行研究を参考に作成し，さらにインタビュー調

査で明らかにされた結果を質問票に反映した。こうして作成された質問票は，3 人の大

学教員と 5 人の実務者により，各変数に関する質問項目の検討を受けた後，東洋経済新

報社の『2016 年版 CSR 企業総覧』に掲載されている日本企業 1,325 社に送付した。 

以上より，どのような研究方法が研究課題に適合するかを検討した。まだ明らかにさ

れていない日本企業のCSR経営におけるSMCSの活用に影響を及ぼす制度的環境要因，

SMCS の活用が企業に与える影響などを分析するためには，インタビュー調査と質問

票調査による複数の研究方法を実施することは有効である。 

本論文の研究方法に加えて，以下では回収されたデータの分析方法について説明する。

構造方程式モデル(Structural Equation Modeling, SEM)は各変数間の因果関係および

相関関係を同時に分析できる手法であるため，本論文では，制度的プレッシャー，SMCS

活用，組織ケイパビリティ，組織パフォーマンスの関係を同時に分析する際に，構造方

程式モデルを採用した。また，本論文では質問票調査の仮説検証に加えて，分析モデル

におけるコンテクスト変数(contextual variables)の影響を確認するために，多母集団構

造方程式モデル(Multi-group Structural Equation, MSEM11)を用いて追加分析を行っ

                                              
11 多母集団構造方程式モデルは，性別，学歴，産業といった集団を規定する変数によって，作成した構造

方程式モデル(分析モデル)の結果が変わる可能性がある場合に実施する方法である。具体的には，2 つの集

団が異なる母集団であることを仮定して，集団間に結果の差がないのかを分析する(豊田, 2014)。 
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た。産業，企業規模，組織文化，環境不確実性，ステイクホルダーの影響力，経営者ス

タイルといったコンテクスト変数を基準でグループ分けを行い，これらのコンテクスト

変数が，制度的プレッシャー，SMCS 活用，組織ケイパビリティ，組織パフォーマン

スの関係に与える影響を分析した。 

最後に，本論文では既存の先行研究と同様に質問票を用いて財務パフォーマンスと

CSR パフォーマンスを 7 点尺度で測定したが，CSR パフォーマンスに関するほとんど

の質問項目の最小値は 2 点または 3 点であった。本論文の質問票調査で用いた構造方程

式モデルは測定データの正規性を前提にしているため，正規性が確保できなかった

CSR パフォーマンスに関するデータは使えない。また，組織パフォーマンスを質問票

調査で測定する場合，組織パフォーマンスに関する回答は回答者の主観により変わる恐

れがある。そのため，本論文では東洋経済新報社が提供した財務データと CSR データ

を用いて財務パフォーマンスと CSR パフォーマンスを測定した。 
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第 4 章 CSR 経営におけるマネジメント・コントロール・システム： 

日本企業の事例研究12 

 

第 2 章で確認したように，近年，MCS に関する研究においては，複数のコントロー

ル・システムが構成するパッケージとして MCS を CSR 経営に拡張して，CSR 経営に

おける MCS の役割および活用形態に関する研究が行われてきている。これに対して，

日本企業を研究対象とした先行研究では，従業員を CSR 経営に参加させるために，ど

のようなコントロール・システムが活用されているのかを分析した研究は少なく，さら

に，CSR 経営において，パッケージとして MCS がどのように活用されているのかにつ

いてはほとんど知られていない(長野, 2015)。したがって，第 4 章では，本論文の研究

課題①である，「日本企業では，CSR 経営を効果的かつ効率的に実行するために，SMCS

を構成する個々のコントロール・システムをどのように活用しているのか」を解明する。

企業における MCS の形成や特徴，個々のコントロール・システムの役割，コントロー

ル・システム間の関係に関する豊富な知見を提示するためには，研究対象の企業を近く

で観察し，詳細な記述を可能にする事例研究が最も適切であるため(佐久間他, 2013)，

第 4 章では日本企業を対象にしたインタビュー調査を実施して，事例企業の CSR 経営

における SMCS の活用実態を検証する。なお，ここで得られた知見は，第 5 章で実施

する質問票調査における質問票の設計にも反映されることになる。 

 

 

4.1 事例企業の選定とデータ収集 

 

4.1.1 事例企業の選定 

日本企業の事例研究に基づき，CSR 経営における SMCS の活用を分析するために，

まず，ここでは，事例企業の選定とデータ収集について説明する。 

毎年，東洋経済新報社は日本企業を対象とした「CSR 調査」を実施して，『CSR 企業

総覧』を発行し，翌年 3 月には CSR 企業ランキング上位 700 社13を発表している。そ

のため，東洋経済新報社による CSR 企業ランキングには，経済的・環境的・社会的活

動を同時に行う，CSR 経営に優れた日本企業が多く存在している。また，MCS に関す

                                              
12 本章の記述の一部は，金(2016)を加筆修正したものである。 
13 東洋経済新報社による CSR 企業ランキングは，人材活用 100 点，環境 100 点，企業統治および社会性

100 点と，財務評価 300 点による合計 600 点で評価が行われている。 
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る先行研究では，中小企業は非公式的なコントロール手段をよく活用し，マネジメント

の形態もよく変更されるため，パッケージとして MCS を分析する際には，大企業の方

がより適合であることが指摘されている(Mundy, 2010; Simons, 1995)。東洋経済新報

社によるCSR企業ランキングにはCSR経営を実行している大企業が多く掲載されてい

るため，第 4 章では，CSR 企業ランキングに挙げられている企業を調査対象にし，CSR

経営における SMCS の活用実態を分析する。しかしながら，複数の事例を用いるとし

ても，全ての事例が妥当とは考えられないため，本章では，以下のプロセスを通じて 2

社の事例を選定した。 

まず，2015 年 11 月に CSR 経営を積極的に実行している 1 社の日本企業に対してパ

イロット調査を実施した。その後，2015 年 3 月に東洋経済新報社が発表した「2015 年

CSR 企業ランキング」の上位 100 社から，細田他(2013)と同様にランダム変数を発せ

させて無作為に 20 社を抽出した。この 20 社の CSR 担当者に E-mail を送って，イン

タビュー調査を依頼した結果，2015 年 12 月 4 日～18 日に 6 社の日本企業から調査協

力が得られた。その中で，各社の CSR 経営における SMCS の活用について十分な聞き

取りができ，さらに SMCS を構成する個々のコントロール・システム間の多様な相互

関係が確認できた 2 社の事例(B 社と D 社)を分析する。 

 

表 4.1 インタビュー調査の概要 

対象企業 調査日(時間) 対象者 

A 社 2015 年 11 月 17 日(1 時間半) CSR 室 室長 H 氏 

B 社 2015 年 12 月 4 日(2 時間) CSR 企画部 課長 A 氏 

C 社 2015 年 12 月 11 日(1 時間) CSR 部 部長 K 氏 

D 社 2015 年 12 月 14 日(1 時間半) 
CSR 推進室 室長 N 氏 

CSR 推進室 社員 A 氏 

E 社 2015 年 12 月 15 日(2 時間) 
CSR 室 室長 M 氏 

CSR 室 社員 S 氏 

F 社 2015 年 12 月 16 日(1 時間) 
CSR 推進室 室長 I 氏 

CSR 巣寝室 社員 S 氏 

G 社 2015 年 12 月 18 日(1 時間) CSR 推進室 室長 T 氏 

 

4.1.2 データ収集 

インタビュー調査は，事前に質問項目を示し，インタビュー実施中に柔軟に追加質問

のできる「半構造化形式」を採用し，質問項目は先行研究を踏まえ，各社における CSR
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経営の経緯，CSR 活動，CSR 推進体制，CSR マネジメントなどに関する内容の回答を

得た14。インタビュー調査の対象者は，CSR 経営を全社に展開することを目的としてい

る CSR 部署のマネジャーで，それぞれのインタビュー時間は，約 1 時間半から 2 時間

程度であった。 

各社の CSR マネジャーとのインタビュー・データは，インタビューの内容を音声デ

ータとして録音し，内容を書き残している。また，CSR 活動と報酬システムとの連携

および CSR 業績と人事考課の関係などのように，インタビュー調査で確認できなかっ

た事項については，CSR部署のマネジャーとのE-mailを通じて追加データを収集した。

その他，本調査では各社のホームページおよび CSR 報告書，各社の CSR マネジャーか

ら得られた社内 CSR 資料を参考に，各社の CSR 価値15，多様な CSR 活動，CSR 関連

の行動指針，CSR 研修および教育制度などの追加データを入手した。 

 

 

4.2 CSR 経営におけるマネジメント・コントロール・システムの活用 

 

前述したように，非公式的な MCS はよく変更される傾向が見られるため，本論文で

は，公式的なコントロール手段に焦点を当てた，Simons (1995)の LOC フレームワー

クを分析視角とし，CSR 経営においてコントロール・システムの多様な活用を検証す

る。本章では，インタビュー調査を実施した 7 社の中，SMCS を構成する個々のコン

トロール・システムの多様な活用形態が確認できた B 社と D 社の事例を分析する。 

 

4.2.1 B 社の事例 

B 社は，アジア，欧州，北米に生産・営業拠点を持つグローバル製造企業であり，環

境・社会分野の課題解決に貢献できる多様な製品・技術・サービスを提供している。環

境・社会分野の課題を事業機会と認識し，CSR 活動を積極的に実行するために，B 社

は CSR 経営のための様々なコントロール・システムを活用している。 

まず，Simons (1995)の LOC フレームワークのうち，信条システムは組織の中核な

                                              
14 インタビュー調査の目的および質問項目を理解してもらうために，事前に各社の CSR 担当者に送った

質問票は，巻末付録 A にある。 
15 本論文では，CSR 価値を「企業が CSR 活動に取り組むことにより創出される潜在的な便益」と定義す

る。例えば，CSR 活動の実践による企業評判の向上，資本調達コストの低減，収益の増加などの経済的便

益や，環境および貧困問題の解決，地域社会の発展といった環境・社会的便益などを CSR 価値として挙げ

られる。 
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価値を組織内に伝達して，組織構成員に組織ぐるみの機会探索を奨励し，正しい方向性

を与えるシステムである。同様に，B 社では，従業員に企業の CSR 価値を根付かせる

ことを目的に，企業理念に基づいた CSR 基本方針が明示されている。B 社の CSR 担当

部署では，CSR 基本方針に明示されている CSR 価値を社内に展開するために，階層別

CSR 教育，各部門および各事業所に対する CSR 研修会などを実施している。特に，外

部の CSR 専門家を招いて実施する CSR 講演会は，社外の CSR イシューやトレンドを

社内に展開し，新たな CSR 活動の計画を促進している。 

 

「うちの場合は，経営幹部の方々に，年 2 回，CSR 講演会をやっています。その時

は，うち以外の大学の先生やコンサルタントの先生を呼んできて，いわゆる社会のトレ

ンドとか，そういう情勢をしゃべってもらっています。それを社内に展開するのは各部

門長ですね。」(B 社の CSR 企画部課長) 

 

企業価値や目的を明示する信条システムだけを強調すると，焦点の定まらない機会探

索行動を鼓舞し，組織の経営資源を浪費してしまう恐れがあるため，組織構成員に許容

される活動範囲を明示する境界システムを同時に活用する必要がある(Simons, 1995)。

B 社では，経営理念および CSR 基本方針といった信条システムに基づいて，CSR 活動

に関する様々な行動規範，行動指針が定められている。特に CSR 活動の中でリスク管

理を重要な課題として認識しているため，財務報告，公正取引，環境保全，安全衛生な

どの回避すべきリスク項目に対して，毎年，全事業所を対象に内部監査を実施している。

また，コンプライアンスを強化する目的に，毎月，全従業員を対象にコンプライアンス

教育も実施している。CSR マネジャーの発言により，B 社では，従業員を CSR 活動に

参与させるための信条システムと，CSR 活動に反する従業員の行動を防ぐための境界

システムが共同して機能していることを確認した。 

 

 「CSR 経営は 2 つに分けられていますね。まず，事業を通じた CSR のことで，社会

からの期待やニーズに応える製品・サービスを提供することで事業成長しましょうと，

これが攻めの CSR ですね。一方で，守りの CSR がありますけども，リスク管理とガバ

ナンス体制を着実にやっています。あと，コンプライアンスの徹底，法令遵守もありま

すね。」(B 社の CSR 企画部課長) 
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CSR 目標を達成するためには，重要な CSR 活動と事業部門の活動を連携し，CSR

戦略の重要業績指標の決定と測定を可能にする診断的コントロール・システムの活用が

有効である(Arjaliès and Mundy, 2013)。同様に，B 社では各事業部門が中期計画から

CSR 関連の重点課題を計画し，その実績を公式的な CSR 経営会議で報告している。B

社では CSR 価値が反映されている中期計画をベースに，CSR 関連の重点課題を計画し

ているため，信条システムと診断的コントロール・システムは相互に関係し合っている。

また，回避すべきリスクが明示された境界システムに沿って，リスク管理の状況を全社

的に監査しているため，境界システムも診断的コントロール・システムに影響を与えて

いる。特に，CSR 活動の実績を従業員の業績評価システムに連携することは，従業員

を CSR 活動に積極的に参与させ，さらに新たな CSR 価値や CSR 活動の探索も促進し

ている。 

 

「中期計画を作っているんですよ，3 カ年計画。それは各部門が作って，毎年ローリ

ングしていますね。見直しているんですけども，基本的に中期計画の項目と(CSR 関連)

重点課題の項目はほぼ一緒ですね。ですから，各部門は中期計画から，中期計画の内容

を CSR 報告書に書いています。……中略……CSR 関連の重点課題には指標があります

ね。売上や利益とか，生産性とか，安全対策と改善とか。そういう指標については，業

績評価システムで年末にチェックするということで，基本的には全部(業績評価に)織り

込まれていますね。」(B 社の CSR 企画部課長) 

 

最後に，インタラクティブ・コントロール・システムは，情報の共有と学習を鼓舞す

る環境を作り出すことによって，組織構成員に新たな戦略の創発を促進するシステムで

ある(Simons, 1995)。B 社は様々なコミュニケーション活動を通じて，従業員に新たな

CSR 価値の探索機会を与えている。従業員の CSR 経営やコンプライアンスについての

理解や意識の現状を調査し，そこで新たな課題や改善を探索している。また，CSR 報

告書を作成する際に，各事業部長が集まって各事業部門の CSR 活動および情報開示の

範囲などを議論するため，CSR 活動に対する事業部門間の協業が可能である。CSR 教

育および研修会，CSR 講演会などの信条システムの活用も，従業員に CSR 活動の議論

を促進するだけでなく，新たな CSR 価値を発見できる機会を与えている。 
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4.2.2 D 社の事例 

D 社は，海外における新規拠点の設立や企業買収によって複数の子会社を有しており，

事業活動拠点をアジア，欧州，北米に持ってグローバルな事業展開を加速している製造

業である。事業のグローバル展開および顧客からの強い要請により，D 社は本格的に

CSR 活動を推進してきているが，企業買収を積極的に行っているため，主に買収した

企業の CSR 経営の促進を目的とするコントロール・システムが活用されている。 

まず D 社では，社是，経営理念に基づいた CSR ビジョンを提示し，全社的に CSR

の考え方を共有している。これは，企業が CSR 経営を行う際に，組織構成員に企業の

CSR 価値や CSR 目的などを伝達して，新たな機会探索に動機付ける必要があるからで

ある。特に，D 社は企業買収による事業規模の拡大を続けているため，新たにグループ

に加わった企業に D 社の CSR 管理体制を広げ，CSR 意識の向上と CSR 管理領域の拡

大を図っている。また，全従業員を対象に CSR 報告書を配布することや，CSR 活動に

関する様々な教育および研修などを通じて，社員一人ひとりに企業の CSR 経営に関す

る理解を強化している。 

 

「それぞれの現場で実際に CSR 活動をいかに実践してもらうかということが一番大

きな課題でしょうね。……中略……特に企業買収を非常に積極的に行っていますので，

多くの事業所がグループ内に関わるという形になっていることですね。そうすると，新

しくグループメンバーになったところに対して当社の CSR 考え方とか，やり方とかを

広げていく必要がありますね。」(D 社の CSR 推進室長) 

 

一方，D社では従業員にCSR活動に反する行動をしないように，信条システムのCSR

ビジョンに合わせて，CSR に関する様々な行動指針を提示している。業界の特性上，

多くの規制・法律から影響を受けており，さらに顧客からの強い要請もあったため，自

発的な行動指針に加えて，強制的な業界特定の行動規範も導入している。D 社のマネジ

ャーが言及したように，従業員に回避すべきリスクを認識させることを目的に実施して

いる CSR マネジメントの外部監査は，事業所および子会社に金銭的な負担をかけるが，

信条システムとともに本社の CSR 価値や方針などを従業員に伝達し，CSR 経営に関す

るより強い意識付けを促進している。 
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「CSR はやっぱり商売として売上や利益を生んでいかないとやらないと思いますよ。

……中略……(しかし)CSR マネジメントの(外部)監査は結構お金かかりますね。お金は

基本的に事業所負担，子会社負担ですから，なかなか良い顔をしないこともありまして，

ですから今はセルフチェックと監査を両方しながら広げて行こうということをやって

います。」(D 社の CSR 推進室長) 

 

診断的コントロール・システムは，組織の成果を監視し，事前に設定されたパフォー

マンス基準からの乖離を修正するために活用するシステムである(Simons, 1995)。同様

に，D 社ではグローバル CSR 管理体制の構築とその運用を推進するために，国際的な

基準に則った CSR マネジメントを事業所単位で活用している。計画の策定からマネジ

メント・レビューに至る一連のプロセスを PDCA サイクル(plan-do-check-act cycle)で

管理することにより，CSR マネジメントの全社への展開と，継続的な改善を図ってお

り，各事業所には CSR 担当者を置いて，地域特性を踏まえたリスク管理体制を構築し

ている。 

 

「各事業所に CSR マネジメントを入れるということは，CSR に関して，4 月に計画

を立てて，やるべきことをやって，(年度末の)3 月が終わってレビューするという体制

を，仕組みを作るということで，これは当社の子会社から始まって徐々に浸透していま

す。」(D 社の CSR 推進室長) 

 

前述したように，リスク管理の状況および CSR 活動をモニタリングするために，各

事業所で自主的な内部監査を実施するとともに，第三者機関による外部監査も同時に実

施している。D 社では，業界特性上，潜在的リスクが多く存在しているため，境界シス

テムに加え診断的コントロール・システムを同時に活用して，従業員の行動を制限して

いる。また，D 社の信条システムである中期ビジョンには，海外子会社および関連会社

へのリスク管理体制の拡張が重要課題として挙げられているように，信条システムが診

断的コントロール・システムに強く影響を与えている。 

次に，急速に変化する企業環境においては，一人ひとりの従業員が相互に情報を提供

することが必要であるため，企業は診断的コントロール・システムだけでなく，新たな

戦略や課題が探索可能なインタラクティブ・コントロール・システムを同時に活用して

いる(Simons, 1995)。D社はCSR委員会でCSR活動方針や年度計画の意思決定を行い，
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その決定事項は本社のCSR部署と各事業所のCSR担当者との連携を通じて実行されて

いる。本社は毎月，全世界の各事業所から CSR 活動報告書を回収しており，毎年，全

従業員を対象にするアンケート調査を実施している。この活動を通じて，本社の CSR

部署は各事業所の CSR 課題を把握し全社的に共有している。さらに，各事業所で発見

した CSR 関連課題は新たな戦略の創発を促進させるのである。 

 

「今は各事業所に関しては，当室がカバーをしていまして，毎月，皆でシェアすべき

活動があれば，それを全部取りまとめて，各事業所に返すこともやっています。これは

まさにコミュニケーションで，……中略……それぞれの事業所がどのようなことをやっ

ているかを情報発信していますね。」(D 社の CSR 推進室長) 

 

表 4.2 事例企業の CSR 経営における SMCS の活用 

MCS 企業 活用目的 具体的手段 

信条 

システム 

B 社 CSR 経営の目的，価

値，方向性を明示し

て，従業員の行動を

CSR 経営に導く。 

・企業理念に基づいた CSR 経営基本方針 

・CSR 教育，研修会を実施 

・経営幹部を対象にする CSR 講演会を開催 

D 社 

・社是，経営理念に基づいた CSR ビジョン 

・CSR 養育・研修会を実施 

・全従業員に CSR 報告書を配布 

境界 

システム 

B 社 従業員の行動に境界

を設定して，CSR 経

営に見られるリスク

を回避する。 

・CSR に関する行動規範，行動指針などを明示 

・コンプライアンス教育の強化 

・リスク管理システムを運用 

D 社 

・CSR に関する行動指針を明示 

・業界特定の行動規範を導入 

・リスク管理システムを運用 

診断的 

コントロール・ 

システム 

B 社 
CSR 活動ごとに目

標を設定し，その達

成状況をモニタリン

グすることで，当初

に計画した CSR 活

動を達成する。 

・事業活動をベースに，各部門で CSR 活動を計画 

・従業員の業績評価システムに CSR 活動を連携 

・CSR 活動の実績を社内報告し，CSR 報告書に記載 

・リスク管理の内部監査 

D 社 

・事業所単位で CSR マネジメントを実施 

・毎月，各事業所は CSR 活動報告書を提出 

・CSR 活動に対して，内部監査および第三者機関に 

外部監査を同時に実施 

インタラクティブ・ 

コントロール・ 

システム 

B 社 社内および社外ステ

イクホルダーとのコ

ミュニケーションを

通じて，新たな CSR

活動を探索する。 

・CSR 報告書の発行において，各事業部門間の対話 

・従業員を対象に CSR 意識調査を実施 

・CSR 報告書に CSR 専門家の意見を反映 

D 社 

・本社 CSR 担当者と各事業所 CSR 担当者との連携に 

よるコミュニケーションを強化 

・従業員を対象に CSR 活動アンケートを実施 

・CSR 活動報告書に挙げられている事例を共有 

（出所）Simons (1995)の LOC フレームワークを参考に筆者作成。 
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本節では，日本企業 2 社の事例を用いて，事例企業の CSR 経営に MCS の活用形態

を検討した。各社の CSR 経営における MCS の活用をまとめたものが表 4.2 である。

表 4.2 により，各社の CSR 経営の実行において MCS の活用実態は異なっていること

が確認できる。両社において，CSR 価値を社内に展開することを目的にする信条シス

テムと，CSR 活動に反する従業員の行動を防ぐことを目的にする境界システムの活用

は類似している。しかしながら，各々の事例企業で重視している CSR 活動が異なるた

め，B 社は従業員の業績評価システムに CSR 関連指標を連携することを目的に，D 社

は買収企業のリスク管理を強化することを目的に診断的コントロール・システムが活用

されている。また，各社の CSR 経営における SMCS の活用においては，Simons (1995)

が主張したように，コントロール・システムの間の相互関係が見られたため，この結果

を踏まえて，次節では MCS を構成するコントロール・システム間の相互関係を検討し

ていく。 

 

 

4.3 コントロール・システム間の相互関係 

 

前節では，事例企業の CSR 経営における MCS の活用形態を記述した。CSR 経営に

おける MCS の活用は，広い CSR 活動の中で，各社がどのような活動に重点をおくの

かにより，その活用形態が異なっているが，各社の事例とも MCS を構成するコントロ

ール・システムが相互に影響を与え合っていることが示された。これをもとに，本節で

は事例企業の CSR 経営における SMCS の相互関係について考察する。 

まず，両社の事例とも，信条システムは他の 3 つのシステムに強い影響を与えている

ことが示された。信条システムと境界システムの関係について，両社は CSR 経営の方

向性を示す信条システムをもとに，境界システムを設定したため，信条システムは境界

システムと相互に関係していた。特に，事例企業では事業活動を通じて CSR 価値を実

現する「攻めの CSR」と，CSR 価値に反する従業員の行動を制限する「守りの CSR」

がバランスよく実行され，Simons (1995)が主張したように，相反する関係のある信条

システムと境界システムが互いに関係し合っている。CSR 価値の形成段階においては，

従業員を CSR 活動に導くために，CSR 価値を明示または制限する信条システムと境界

システムの同時活用が重要であることを示唆する。 

また，信条システムと診断的コントロール・システムの関係において，B 社は CSR
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価値に基づいて各事業部門で CSR 活動を計画しており，D 社は CSR ビジョンを CSR

マネジメントに反映していたため，両社の信条システムは診断的コントロール・システ

ムに影響を与えた。普段，企業で CSR 活動は幅広い範囲で設定されているため，CSR

価値や目標を示す信条システムは，CSR 経営の方向性を提示するに役立つと考えられ

る。さらに，信条システムとインタラクティブ・コントロール・システムの関係におい

て，Simons (1995)はこれらのコントロール・システムを，独創的な機会を追求し機会

の枠を広げ，組織構成員を組織目標に奨励する正のシステムとして説明している。前述

したように，両社ともCSR教育および研修会などの信条システムを通じて，社内にCSR

価値に対する議論を促進するだけでなく，新たな CSR 価値の探索をも可能にするため，

信条システムとインタラクティブ・コントロール・システムは相互補完的な関係である

ことが確認された。 

次に，回避すべきリスクに対する従業員の行動を制限する境界システムは，診断的コ

ントロール・システムとインタラクティブ・コントロール・システムにも影響を与えた。

境界システムと診断的コントロール・システムは，限りのある経営資源を効率的に使用

するために，機会追求の活動を制限し，具体的な目標を明示する負のシステムとして説

明されている(Simons, 1995)。B 社の場合，様々な行動指針，ガイドラインが財務報告，

公正取引，環境保全などを対象にするリスク管理の基準として設定されており，同様に

D 社においても，行動指針および業界特定の行動規範が，CSR 活動に対する監査基準

として活用されているように，境界システムは診断的コントロール・システムに強く影

響を与えた。 

一方，境界システムとインタラクティブ・コントロール・システムの関係において，

CSR に反する従業員の行動を制限するために境界システムを活用するが，同時に従業

員を新しい CSR 問題に柔軟に対応させるためにインタラクティブ・コントロール・シ

ステムの活用も必要である。両社とも CSR に関する行動規範，行動指針など通じて，

従業員にコンプライアンスやリスク管理などを強化しつつ，CSR 教育・研修会や CSR

活動に関するアンケート調査などを通じて，新たな CSR 価値の探索を促進していたよ

うに，事例企業では境界システムとインタラクティブ・コントロール・システムを同時

に活用していることが示された。 

最後に，診断的コントロール・システムとインタラクティブ・コントロール・システ

ムの相互関係は D 社で見られた。D 社では，CSR 価値を全社に展開するために，各事

業所に CSR 担当者を任命し，CSR マネジメントを CSR 担当者に一任している。組織
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構造を変更することで，本社と各事業所との柔軟なコミュニケーションが可能となり，

新たな CSR 課題を全社的に共有するようになった。CSR マネジメントという診断的コ

ントロール・システムを活用するために行った組織構造の変更が，インタラクティブ・

コントロール・システムの活用を促進したのである。また，本社と各事業所とのコミュ

ニケーションにより認識された新たな課題は，本社で取りまとめて全社的に伝達し，各

事業所の CSR マネジメントに反映されたように，インタラクティブ・コントロール・

システムが各事業所の診断的コントロール・システムにも影響を与えた。このように，

D 社では，診断的コントロール・システムとインタラクティブ・コントロール・システ

ムは相互に影響を与え合いながら機能していることが見られた。 

 

 

4.4 小括：事例研究での発見事項と考察 

 

本章では，日本企業を対象にしたインタビュー調査を実施して，事例企業の CSR 経

営における SMCS の活用実態を検証した。まず，事例企業が SMCS を活用するように

なった経緯について，環境・社会分野の課題解決に貢献できる多様な製品・技術・サー

ビスを提供している B 社は，環境・社会分野の課題を事業機会と認識し，CSR 活動を

積極的に実行するために，複数のコントロール・システムを活用しはじめた。これに対

して，グローバルな事業展開を加速している D 社は，買収した企業に CSR 経営を展開

するために，多様なコントロール・システムを活用してきている。 

先行研究では CSR 経営における MCS の役割および活用については研究が蓄積され

てきたが，コントロール・システム間の関係については議論されてこなかった。これに

対して，第 4 章の事例研究では，Simons (1995)の LOC を分析フレームワークとして，

企業の CSR 経営における SMCS の利用実態を，コントロール・システム間の相互関係

を分析した。B 社では CSR 活動を促進するために，事業活動と CSR 活動を連携し，業

績評価に CSR 活動の実績を反映していることが，D 社では企業買収が頻繁に行われ，

買収した企業と同じ水準の CSR 経営方針を展開するために，リスク管理を強調してい

ることが主な特徴であった。しかしながら，両社とも，CSR 価値を社内に展開するこ

とを目的にする信条システムと，CSR 活動に反する従業員の行動を防ぐことを目的に

する境界システムは，他のコントロール・システムにも影響を与えることが示された。

2 社の比較事例により，各社の CSR 経営の実行において SMCS の利用実態は異なった
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が，それぞれのコントロール・システムが互いに影響を与え合いながら活用されている

ことを確認した。 

事例企業では従業員を CSR 活動に導くために，相反関係のある信条システムと境界

システムは同時に活用しており，これらのシステムが他のシステムに強く影響を与えて

いることが示された。CSR 価値の形成段階では，信条システムと境界システムを同時

に活用しており，それらのシステムが SMCS デザインに強く影響を与えているのであ

る。次に，信条システムとインタラクティブ・コントロール・システムは相互に関係し

て，CSR 活動に向けて従業員の自発的行動を導いており，一方，境界システムと診断

的コントロール・システムは共同して機能して，CSR 活動に反する行動をしないよう

に従業員の行動を制限していることを確認した。最後に，D 社の事例では，診断的コン

トロール・システムとインタラクティブ・コントロール・システムは相互依存的な関係

であることが見られた。 

本章の結果より，事例企業では CSR 経営における SMCS の活用形態がそれぞれ異な

ったが，CSR 経営の実行においても，Simons (1995)が主張したように，SMCS を構成

する個々のコントロール・システムが相互に関係し合いながら作用していることが明ら

かになった。事例企業では企業の状況に合わせて個々のコントロール・システムを選択

しており，それらのコントロール・システムを同時に活用しているのである。そこで，

誤ったコントロール・システムの選択は，企業に有害な副作用を招くため(Merchant 

and Van der Stede, 2007)，CSR 経営を実行する際に，企業は個々のコントロール・シ

ステムの役割だけでなく，関連し合うコントロール・システム間の関係を理解し，その

相互関係を考慮して MCS をデザインすることが何より重要であると考えられる。本章

の結果は，CSR 経営を実行している企業全体においても見られるであろうか。次章で

は，事例研究から得られた知見をもとに，複数のコントロール・システムで構成される

SMCS をパッケージとして捉え，それらのコントロール・システムを同時に活用する

ことが組織パフォーマンスを向上させるメカニズムを検証する。 
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第 5 章 CSR 経営におけるマネジメント・コントロール・システムの活用が

組織パフォーマンスを促進するメカニズム：質問票調査に基づく実証分析 

 

 第 4 章では，CSR 経営に優れた日本企業を分析対象にして，実際の企業でどのよう

な SMCS が活用されているのかを，Simons (1995)の LOC フレームワークに援用して

分析を行った。日本企業 2 社の事例研究により，各社の CSR 経営における SMCS の活

用形態は異なるが，個々のコントロール・システムが相互に関係して機能することを検

証した。また，CSR 価値の形成段階では，従業員を CSR 活動に導くために，相反関係

のある信条システムと境界システムが同時に活用され，これらのコントロール・システ

ムが MCS デザインに強く影響を与えていることを示した。 

しかしながら，インタビュー調査は対象企業固有の事情を含めているため，インタビ

ュー調査の結果は断片的であるといえる。また，第 4 章のインタビュー調査では，どの

ような要因が SMCS 活用に影響を与えているのか，SMCS 活用が企業パフォーマンス

に影響を及ぼすのかを確認することはできなかった。したがって，インタビュー調査の

結果を参考にし，第 5 章では，SMCS の活用が組織パフォーマンスを促進するのかを

検証するとともに，企業の SMCS 活用に影響を及ぼす制度的要因を同時に分析するこ

とにする。 

まず，SMCS 活用に影響を与える要因について，第 2 章で確認したとうに，先行研

究では，環境不確実性，ステイクホルダーの影響力，産業，企業規模，法律，規制など

の様々な要因が企業の SMCS 活用に影響を与えることが示されている。次に，SMCS

活用と組織パフォーマンスの関係について，EMCS およびエコ・コントロールを研究

対象とした先行研究では，EMCS およびエコ・コントロールが組織ケイパビリティを

通じて，組織パフォーマンスに影響を及ぼすことが検証されている (Henri and 

Journeault, 2010; Journeault, 2016）。特に，企業の SMCS 活用に影響を与える要因

は様々であるが，全ての要因を同時に分析することはできないため，SMCS 活用に影

響を与える要因を分析する際には，ほとんどの要因が分析できる理論を援用する必要が

ある。DiMaggio and Powell (1983)による制度論は，SMCS 活用に影響を与える多様

な要因を 3 つのプレッシャーの中に包含しているため，SMCS 活用を規定する要因を

分析する際に，DiMaggio and Powell (1983)によるフレームワークは有用であると考え

られる。以下の第 5 章の実証研究においては，DiMaggio and Powell (1983)による制度

論に基づき，どのような制度的プレッシャーが企業の SMCS 活用に影響を与えるのか
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を分析し，Barney (1991)により提唱されたリソースベースドビューを分析視角として，

企業の SMCS 活用が組織学習およびイノベーションのような組織ケイパビリティを通

じて，組織パフォーマンスを促進するのかを検証する。 

 

 

5.1 仮説設定と分析モデル 

 

本章では，企業の SMCS 活用に影響を与える制度的プレッシャーと，その SMCS 活

用が組織ケイパビリティおよび組織パフォーマンスを促進するメカニズムを実証的に

分析するため，まず，第 1 節では，分析で用いられる重要変数間の関係を検討しながら

仮説設定および分析モデルの構築を行う。 

 

5.1.1 主要変数の概念 

（１）パッケージとしての SMCS  

前述したように，本論文では，SMCS を「企業の CSR 経営に従業員を参加させるた

めに活用される公式的なシステム」と定義し，パッケージとして SMCS を議論する。

信条システム，境界システム，診断的コントロール・システム，インタラクティブ・コ

ントロール・システムといった 4 つのコントロール・システムを上手く利用することで，

効果的かつ効率的に企業戦略が達成できると主張した Simons (1995)の LOC フレーム

ワークに基づき，本論文では，上記の 4 つのコントロール・システムで構成されるパッ

ケージとして SMCS を分析対象にする。 

Simons (1995)の LOC フレームワークに基づき，本論文では，「SMCS における信条

システム」を，CSR ビジョン，CSR 理念，CSR 方針などのように，組織構成員に CSR

経営に関する価値を根付かせることを目的に活用されるシステムで，これに対して，

「SMCS における境界システム」を，CSR 経営に関するルール，禁止事項，行動規範，

行動指針のように，CSR 経営に反する組織構成員の行動を防ぐために活用されるシス

テムとして定義する。また，「SMCS における診断的コントロール・システム」を，CSR

経営に関する KPI の設定，実績の測定および報告などのように，CSR 経営の重要な目

標を達成させるために活用されるシステムで(Arjaliès and Mundy, 2013)，最後の

「SMCS におけるインタラクティブ・コントロール・システム」は，CSR 経営に関す

る会議，社内教育および研修会などのコミュニケーションを通じて，新たな CSR 戦略
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および活動を探索することを目的に活用されるシステムであると定義する。 

特に，SMCS に関する先行研究および第 4 章の事例研究では，企業が CSR 戦略およ

び CSR 経営を成功させるために，上記の 4 つのコントロール・システムを同時に活用

していることが示されている(Arjaliès and Mundy, 2013; Journeault, 2016)。事業戦略

を実行するために活用される MCS と同様に，企業の CSR 戦略および CSR 経営を実行

するために活用される SMCS も，SMCS を構成するそれぞれのコントロール・システ

ムが個別に作用するのではなくて，複数のコントロール・システムが互いに関係し合い

ながら作用するのである。したがって，本論文では，Simons (1995)の LOC フレーム

ワークに基づき，信条システム，境界システム，診断的コントロール・システム，イン

タラクティブ・コントロール・システムといった 4 つのコントロール・システムに構成

される，1 つのパッケージとして SMCS を分析対象にし，SMCS に影響与える制度的

プレッシャー，SMCS が組織ケイパビリティおよび組織パフォーマンスに与える影響

を検証する。 

 

（２）制度的プレッシャー  

 第 2 章でレビューしたように，SMCS に関する先行研究では，SMCS の導入および

活用の影響要因として，環境不確実性，ステイクホルダーのプレッシャー，環境および

CSR に対するトップマネジメントのコミットメント，企業規模，産業などが分析され

ている。しかしながら，企業の CSR 経営および活動が，規制，規範，文化などのよう

な制度的要因に影響を受けているにもかかわらず，CSR 経営および活動のために用い

られる SMCS と制度的要因の関係を分析した研究はほとんどない。第 4 章で示された

ように，企業を取り巻く企業環境が，企業の CSR 経営における SMCS の活用形態およ

び SMCS デザインに影響を与えるため，効果的かつ効率的な SMCS をデザインして

CSR 経営および活動を成功させるためには，企業の SMCS 活用に影響を与える制度的

要因を明らかにする必要がある。したがって，第 5 章では，制度的要因と組織の関係を

同型化の概念を用いて議論した，DiMaggio and Powell (1983)の研究を援用して，「ど

のような制度的プレッシャーが企業の SMCS 活用に影響を与えるのか」という研究課

題②を明らかにする。 

制度派組織論は，Selznick から出発して，1970 年代に Meyer，Rowan，DiMaggio，

Powell などにより研究が行われてきた。技術，規模のような技術的環境と組織の関係

を考慮したコンティンジェンシー理論に対して，1970 年代後半に登場する新制度派組
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織論は，社会に広く認知されている価値や規範といった制度的環境が組織構造に影響を

与えると主張した(Meyer and Rowan, 1977)。新制度派組織論では，なぜ組織が同じ形

態をとるのかに関する研究を行いはじめたが，制度的環境によって組織構造が類似して

くるのを，「制度的同型化(institutional isomorphism)」と指摘した(Meyer and Rowan, 

1977)。それは，組織を取り巻く制度的環境に対して，組織は合理的な理由ではなくて

も，社会に受け入れられることの正当性を獲得するために類似な組織構造および組織実

務を構築し実行するからである(Hoffman, 1999)。 

DiMaggio and Powell (1983)は，組織の文化・社会的適合を強調する，制度的同型化

を「ある個体群の中の 1 単位を同じ環境条件に直面している他の単位に類似させざる強

制的プロセス(p.149)」と定義し，制度的同型化を，強制的同型化(coercive isomorphism)，

模倣的同型化(mimetic isomorphism)，規範的同型化(normative isomorphism)の 3 つ

に分類して説明している。 

第 1 に，強制的同型化は，「社会の文化的期待」や，「依存関係にある他組織」によっ

て行使される公式および非公式的なプレッシャーにより生じる同型化である

(DiMaggio and Powell, 1983, p.150)。例えば，政府の政策や法的規制などの強制的プ

レッシャーの影響を受け，組織は類似な組織構造，組織戦略，組織システムを構築する

ようになる。また，親会社が子会社に親会社の政策や制度などを強制する場合も，親会

社と子会社は類似な形態をとるようになる。 

第 2 に，模倣的同型化は，組織が不確実性を回避するために，他組織のモデルを模倣

することにより生じる同型化である(DiMaggio and Powell, 1983, p.151)。特に，組織

が有している技術が低下したり，組織目標が曖昧であったり，環境の不確実性を高く認

知している組織は，他組織との競争で優位を占めるために (Abrahamson and 

Rosenkopf, 1993; Malmi, 1999)，あるいは組織の正当性を確保するために(DiMaggio 

and Powell, 1983; Meyer and Rowan, 1977)，成功した他組織のシステムや実務などを

模倣するようになる(Carpenter and Feroz, 2001)。 

 第 3 に，規範的同型化は，主に専門職化(professionalization)から生じる同型化であ

る(DiMaggio and Powell, 1983, p152)。ここでいう専門職化とは，ある職業に従事する

人々が，自分たちの仕事の条件や方法を規定して，専門家の育成を統制し(to control the 

production of producers)，自分たちの職業的自律性を正当化するための基盤を確立し

ようとする集団的取り組みである。組織が教育機関，組織外部の専門家などを通じて，

専門家集団が共有している知識，規範などを習得するように，組織を超えた専門家のネ
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ットワークから規範を獲得しようとすることから規範的同型化が生じる(東, 2014)。組

織が組織活動の正当性を得るために，組織外部の社会規範，価値観などを組織内部に展

開し，組織構成員に認識させるように(Phan and Baird, 2015)，組織に要求される社会

的義務より，規範的同型化が生じる(Hoffman, 1999)。他に，顧客，専門家グループ，

メディア，コミュニティーなどのような組織外部のステイクホルダーも，規範的同型化

の重要な要因の 1 つである(Phan and Baird, 2015)。 

 

（３）組織ケイパビリティ 

EMCS に関する先行研究では，エコ・コントロールの概念を用いて，企業の環境経

営の側面だけを分析対象にした研究は多く見られる(Henri and Journeault, 2010; 

Journeault, 2016)。そこでは，エコ・コントロールと組織パフォーマンスの関係にお

いて，エコ・コントロールの財務パフォーマンスへの直接的な影響が検証されていない

が，エコ・コントロールが組織ケイパビリティや環境パフォーマンスを通じて，間接的

に財務パフォーマンスに影響を与えることが検証された。しかしながら，企業の環境活

動だけでなく，環境活動と社会活動を同時に実行させるために活用する SMCS が，組

織学習やイノベーションなどのような組織ケイパビリティと，それが組織パフォーマン

スをどのように促進するのかについてはまだ明らかにされていない。 

この点について，Simons (1995)は，診断的コントロール・システムの活用を通じて，

既存の戦略を達成させる同時に，インタラクティブ・コントロール・システムの活用を

通じて，新たな戦略の探索をも可能にすると主張し，Henri (2006)は，診断的コントロ

ール・システムとインタラクティブ・コントロール・システムの活用が，組織ケイパビ

リティおよび組織パフォーマンスに影響を与えることを検証した。CSR 経営および活

動においても，SMCS の活用は，従来まで蓄積されてきた経営資源の活用と，新たな

課題の探索を促進させるため(Arjaliès and Mundy, 2013; Journeault, 2016)，組織学習

およびイノベーションのような組織ケイパビリティに影響を与えると考えられる。 

したがって，リソースベースドビューを分析視角とした MCS に関する先行研究にお

いては，効果的かつ効率的な MCS の活用が組織学習およびイノベーションのような組

織ケイパビリティを強化し，さらに，その組織ケイパビリティが環境パフォーマンスお

よび財務パフォーマンスを促進することが示されたように(Bisbe and Otley, 2004; 

Henri, 2006; Journeault, 2016; Simons, 1995; Widener, 2007)，本論文では，リソース

ベースドビューを援用して「SMCS の活用がどのようなメカニズムで組織パフォーマ
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ンスを促進するのか」という研究課題③を明らかにする。 

急変する経営環境の中で，企業が長期的に成長し発展するためには，企業環境を考慮

した持続的な変化が必要であるが，それを可能にする 1 つの要因が組織ケイパビリティ

である。Prahalad and Hamel (1990)は，マネジメントに関する人々に大きな影響を与

えた「コア・コンピタンス(core competence)」という概念を提唱し，組織ケイパビリ

ティとしてコア・コンピタンスが企業を各々の独特のものとして定義し，価値創造の源

泉になる」と主張した。また，Diericks and Cool (1989)は，組織ケイパビリティを，

企業が経営資源を開発して競争他社よりも高いパフォーマンスを占めるようにするメ

カニズムであると定義した。このように，組織ケイパビリティは多様な定義がなされて

きたが，共通的に経営資源を企業が組み合わせたり，活用したりすることを可能にする

企業属性を含めている(Barney, 1991)。 

組織ケイパビリティの理論的基盤はリソースベースドビューである(Barney, 1991; 

Collis and Montgomery, 1998)。リソースベースドビューでは，企業を経営資源の集合

体とみなし，企業は自社の持つ経営資源を構築・活用することによって競争優位を確立

することができると主張する(Barney, 1991; Wernerfelt, 1984)。経営資源が持続的な競

争優位を生み出すのは，経済価値，希少性，模倣困難性という特徴を持っているからで

ある(Barney, 1991)。このように，リソースベースドビューが主張している点は，高い

経済価値を生み出す組織ケイパビリティを経営資源として捉えることである。 

まず，リソースベースドビューに関する研究では，様々な方法で組織ケイパビリティ

を分類しているが，管理会計研究では，競争優位を創出するという観点から組織ケイパ

ビリティを，組織学習，イノベーション，市場志向性，企業家精神などに分類して，組

織ケイパビリティを構成する一部または全ての要因を用いて分析を行っている(Bisbe 

and Otley, 2004; Henri, 2006; Simons, 1995; Widener, 2007)。Simons (1995)は企業を

変化させる重要な動員として組織ケイパビリティを強調し，マネジャーの PMS 

(performance measurement system)の使用により組織ケイパビリティが変わると主張

した。そこで，Simons (1995)は，組織学習およびイノベーションを組織ケイパビリテ

ィとして定義した。それ以降，多くの実証研究では，Simons (1995)の主張した組織ケ

イパビリティの範囲を拡張して，組織学習，イノベーション，市場志向性，企業家精神

を組織ケイパビリティとして捉えている(Bisbe and Otley, 2004; Henri, 2006; Widener, 

2007)。 

 リソースベースドビューのケイパビリティ概念を援用して，企業の環境経営において
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は，エコ学習(Epstein and Roy, 1997; Nidumolu et al., 2009)，環境イノベーション

(Porter and Van der Linde, 1995)，ステイクホルダーとの関係(Dechant et al., 1994; 

Nidumolu et al., 2009)，環境ビジョン(Berry and Rodinelli, 1998)などが，組織ケイパ

ビリティとして定義されている(Journeault, 2016)。同様に，環境経営における組織ケ

イパビリティも競争優位に貢献できる経済価値，希少性，模倣困難性という特徴を持っ

ている。リソースベースドビューでは，MCS と組織パフォーマンスの関係において，

組織ケイパビリティが媒介役割をすることが多くの研究から検証されている(Henri, 

2006; Journeault, 2016; Teece et al., 1997; Widener, 2007)。 

 

5.1.2 仮説設定 

（１）制度的プレッシャーと SMCS 

 企業が事業を効果的かつ効率的に実行するために，企業は企業理念および企業文化な

どの内部要因だけでなく，同時に法律，規制，規範，文化などの様々な企業外部の制度

的環境をも考慮している。そのため，それらの制度的要因は，企業の戦略策定および戦

略実行のプロセスにも影響を与える(Oliver, 1991)。特に，法律，規範，社会的期待な

どの制度的要因は，企業の CSR 経営および活動の実行に強く影響を与えるため，CSR

経営を実行する企業は，強制的，模倣的，規範的プレッシャーのような制度的プレッシ

ャーを認識している(Contrafatto and Burns, 2013; Phan and Baird, 2015)。 

まず，企業の環境経営および CSR 経営において，企業に対する法的環境，規制，国

際基準，世論などのプレッシャーにより，強制的同型化が生み出される。環境問題およ

び社会問題に関する法律や規制の違反による行政処分や罰則などは，企業の戦略および

経営活動に影響を与える重要な要因として認識されている(Hoffman, 1999)。また，CSR

関連の法律，規制，国際規格などは，企業だけでなく，企業の経営者およびマネジャー

にも影響を与える(Phan and Baird, 2015)。例えば，環境に関する法律や規制に対応す

るために環境マネジメントを導入する場合や，人権問題や労働問題に関する規制による

企業のコンプライアンスの強化などのように，主に政府および規制機関による強制的プ

レッシャーが，企業の環境経営および CSR 経営に関するシステムに影響を及ぼすので

ある(Rivera, 2004; Henriques and Sadorsky, 1996)。そこで，CSR に関する法律，規

制，政策，国際規格のような強制的プレッシャーを強く認識している企業ほど，CSR

経営を効果的に実行するために，より積極的に SMCS を活用するであろう。 

次に，企業が環境経緯および CSR 経営を実行する際に，企業は他企業の環境および

CSR 関連の技術や知識などの習得という模倣的プレッシャーを受け，企業内部のシス
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テムおよび組織パフォーマンスに影響を与える。Zhu and Geng (2013)は，企業の環境

経営において，模倣的プレッシャーがエネルギー使用および廃棄物排出の低減を可能に

すると主張した。さらに，Schaltegger and Burritt (2010)は，競争他社の優れたシス

テムを参考しながら自社のシステムを構築する傾向により，企業のサステナビリティ活

動を評価するシステムの導入・開発プロセスにおいて，模倣的プレッシャーは重要な要

因であると主張した。第 4 章で調査した事例企業においても，同じ産業に属している企

業が，他企業の CSR 経営や活動を認識しながらベストプラクティスを学習することも，

模倣的プレッシャーに相当する。したがって，CSR 経営の実行において，競争優位お

よび正当性を確保するために，CSR 関連の他企業のベストプラクティスや，他企業の

先進技術および知識などに対する模倣的プレッシャーを強く認識している企業ほど，よ

り積極的に SMCS を活用すると考えられる。 

最後に，企業の環境および CSR 経営において，外部専門家による CSR 関連の経験お

よび知識の教育，企業外部ネットワークにおける CSR 関連活動の共有，社会規範，価

値観などの社内展開などのプレッシャーにより，規範的同型化が生じる。例えば，企業

の自律的な環境活動および CSR 活動を正当化するために，企業は自社の状況に合わせ

て CSR 経営および活動を適切に実行しようとし，外部の専門家によるアドバイスや，

社外セミナーで最新の CSR 関連イシューを社内に展開しようとする(Phan and Boird, 

2015)。そこで，それらの専門家グループによる規範的プレッシャーは，企業の CSR 活

動および SMCS に影響を与えるであろう。また，専門家グループ以外に，顧客，メデ

ィア，コミュニティーなどの企業外部のステイクホルダーによるプレッシャーも規範的

同型化の要因として示されている(Phan and Boird, 2015)。例えば，顧客によるプレッ

シャーは企業の環境パフォーマンスを向上させ(Zhang et al., 2008)，環境イシューに対

する市民の関心が，企業の環境管理システムの導入に影響を与える(Schaefer, 2007)。

Boiral and Henri (2012)は，顧客，サプライヤー，従業員，メディア，地域社会などの

規範的プレッシャーが，企業の環境活動，企業戦略に環境イシューの統合，環境評価指

標のような環境管理システムに強く影響を与えることを検証した。 

以上により，それぞれの強制的，模倣的，規範的プレッシャーのような制度的プレッ

シャーを強く認識している企業ほど，CSR 関連法律，規制，社会的期待に対応して競

争優位および正当性を確保しようとするため，CSR 経営を効果的かつ効率的に実行で

きる SMCS をより積極的に活用すると考えられる。上述から次のような仮設が設定で

きる。 
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仮説 1．制度的プレッシャーを強く認識している企業ほど，SMCS をより積極的に活用

する。 

 仮説 1-1 強制的プレッシャーを強く認識している企業ほど，SMCS をより積極的に

活用する。 

 仮説 1-2 模倣的プレッシャーを強く認識している企業ほど，SMCS をより積極的に

活用する。 

 仮説 1-3 規範的プレッシャーを強く認識している企業ほど，SMCS をより積極的に 

活用する。 

 

（２）SMCS と組織パフォーマンス 

信条システム，境界システム，診断的コントロール・システム，インタラクティブ・

コントロール・システムで構成される SMCS は，経済的・環境的・社会的側面を同時

に考慮しているため，効果的かつ効率的な SMCS の活用は，企業の財務・環境・社会

パフォーマンスに影響を与える。パッケージとしての MCS が組織パフォーマンスに影

響を与えることが，MCS に関する多くの研究で検証されているように(Baines and 

Langfield-Smith, 2003; Henri, 2006; Ittener et al., 2003; Luft and Shield, 2003; 

Widener, 2007)，先行研究の MCS 概念を援用して，その概念を環境経営に拡張した研

究では，EMCS およびエコ・コントロールを研究対象とし，企業の EMCS およびエコ・

コントロール活用が，企業の環境パフォーマンスおよび財務パフォーマンスに影響を与

えることを分析した(Henri and Journeault, 2010; Journeault, 2016; Judge and 

Douglas, 1998; Klassen and Whybark, 1999; Lisi, 2015; Wisner et al., 2006）。 

 まず，これらの先行研究では，EMCS およびエコ・コントロールの活用が，企業の

環境パフォーマンスに直接的な影響を与えることを示した。例えば，Judge and 

Douglas (1998)および Wisner et al. (2006)は，戦略的計画プロセス(strategic planning 

process)に環境マネジメントを統合することにより，企業の環境パフォーマンスが向上

されることを検証した。また，Lisi (2015)は，企業の環境経営を効率的に実行させるた

めに使用される，環境パフォーマンス指標(Environmental Performance Measures)の

使用が企業の環境パフォーマンスを向上させることを示した。 

一方，EMCS およびエコ・コントロールの活用が，企業の環境パフォーマンスの向

上を通じて，同時に財務パフォーマンスの向上にも影響を与えることも先行研究により

分析されてきた。最初に企業が環境問題に対応し，環境経営を実行する際には，投資コ



 

54 

 

ストが発生するが，持続的な環境パフォーマンスの向上は，長期的に財務パフォーマン

スの向上を可能にするのである(Russo and Fouts, 1997)。また，環境経営の実行は，企

業評判にも影響を与え競争優位および価値創造の源泉となるため，環境パフォーマンス

の向上は財務パフォーマンスにも影響を与える(Porter and van der Linde, 1995)。 

これについて，Henri and Journeault (2010)は，エコ・コントロールの概念を用い

て，エコ・コントロールが企業の環境パフォーマンスおよび財務パフォーマンスに与え

る影響を分析し，エコ・コントロールが財務パフォーマンスに直接に影響を与えないが，

環境パフォーマンスを通じてエコ・コントロールが間接的に財務パフォーマンスに影響

を与えることを検証した。Malmi and Brown (2008)の分析フレームワークに基づいた

Journeault (2016)も，パッケージとしてのエコ・コントロールが，環境パフォーマン

スを通じて財務パフォーマンスに間接的に影響を与えることを示した。これらの実証研

究の結果により，企業の環境経営を実行するための SMCS は，企業の環境パフォーマ

ンスを向上させ，さらに，企業の財務パフォーマンスの向上に貢献できると考えられる。 

 次に，CSR を研究対象にした先行研究においては，企業の CSR 活動が企業の社会パ

フォーマンスにどのように影響を与えるについて分析した研究は見られるが，MCS お

よび SMCS に焦点を当て，それが企業の社会パフォーマンスにどのような影響を与え

るのかを分析した研究はまだ少ない現状である(Lisi, 2016; Wijethilake et al., 2016)。

しかしながら，企業は事業戦略を成功させるパフォーマンス指標を選択し，測定し，管

理する必要があると Kaplan and Norton (2001a; 2001b)が主張したように，企業が社

会的期待に対応するために CSR 経営を実行する場合，企業は企業の財務・環境・社会

パフォーマンスを向上させるように SMCS を活用するであろう。 

これについて，Lisi (2016)は，社会パフォーマンス指標 (Social Performance 

Indicators)の使用が，企業の社会パフォーマンスに正の影響を与えることを検証した。

意思決定における社会パフォーマンス指標の使用は，主要活動に社会的活動の統合を可

能にするため，社会パフォーマンス指標の使用のような SMCS の活用は，企業の社会

的パフォーマンスの向上に貢献できるのである。また，Margolis and walsh (2003)お

よび Orlitzky et al. (2003)は，企業の社会パフォーマンスと財務パフォーマンスの関係

を分析して，両方の関係，すなわち，企業の社会パフォーマンスが財務パフォーマンス

に正の影響を与えることを示した。したがって，これらの実証研究の結果により，企業

の社会的活動を管理するための SMCS は，企業の社会パフォーマンスを向上させ，さ

らに，企業の財務パフォーマンスの向上に貢献できると考えられる。 
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上記の実証研究では，EMCS およびエコ・コントロールが企業の環境パフォーマン

スを通じて財務パフォーマンスに間接的に影響を与えることや，社会パフォーマンス指

標の使用が企業の社会パフォーマンスを通じて財務パフォーマンスに間接的に影響を

与えることが示されているが，それらのコントロール・システムが企業の財務パフォー

マンスに直接的に影響を与えることについては有意な結果ではなかった。これに対して，

Simons (1995)の LOC フレームワークに基づき，SMCS が企業の財務パフォーマンス

に与える影響を分析した Wijethilake et al. (2016)は，企業の CSR 経営に反する組織構

成員の行動を強制する，境界システムと診断的コントロール・システムによる SMCS

の活用(controlling use)は，企業の財務パフォーマンスの向上に影響を与えなかったが，

企業の CSR 経営に組織構成員の自発的な参加を促す，信条システムとインタラクティ

ブ・コントロール・システムによる SMCS の活用(enabiling use)は，企業の財務パフ

ォーマンスの向上に直接的に影響を与えることを示した。Wijethilake et al. (2016)は，

SMCS を構成する一部のコントロール・システムだけが，企業の財務パフォーマンス

の向上に影響を与えることを検証したが，MCS および SMCS の研究では，MCS およ

び SMCS を構成する複数のコントロール・システムが互いに関係し合いながら作用し，

それが組織パフォーマンスに影響を与えると主張したように(Arjaliès and Mundy, 

2013; Henri, 2006; Journeault, 2016; Malmi and Brown, 2008; Merchant and Van 

der Stede, 2007; Mundy, 2010; Simons, 1995; Widener, 2007)，本論文では，SMCS を

構成する 4 つのコントロール・システム，すなわち，信条システム，境界システム，診

断的コントロール・システム，インタラクティブ・コントロール・システムを同時に活

用することが，企業の財務パフォーマンスの向上に影響を与えるのかを検証する。 

サーベイ調査における異なる質問項目，異なるデータなどにより，統一された SMCS

の活用と組織パフォーマンスの関係は見られていないが，本論文では，「CSR」を企業

の事業活動に，環境・社会的側面を自主的に取り入れることと定義し (European 

Commission, 2001, p.7)，「CSR 経営」を経済的側面と環境・社会的側面を同時に追求

する企業活動として定義を付けているため，SMCS の活用がそれぞれの財務パフォー

マンス，環境・社会的側面を対象にする CSR パフォーマンス16にどのような影響を与

えるのかを検証するとともに，CSR パフォーマンスを媒介とする，財務パフォーマン

スへの SMCS 活用の間接的な効果をも同時に検証する。以上により，次のような仮説

を設定する。 

                                              
16 本論文における「CSR パフォーマンス」は，CSR を構成する財務・環境・社会パフォーマンスの中で，

財務パフォーマンス以外の環境および社会パフォーマンスをいう。 
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仮説 2．SMCS の活用は，組織パフォーマンスを向上させる。 

 仮説 2-1 SMCS の活用は，企業の CSR パフォーマンスを向上させる。 

 仮説 2-2 SMCS の活用は，企業の財務パフォーマンスを向上させる。 

 仮説 2-3 SMCS の活用は，企業の CSR パフォーマンスを通じて，間接的に 

企業の財務パフォーマンスを向上させる。 

 

（３）SMCS と組織ケイパビリティ 

 リソースベースドビューでは，MCS が組織パフォーマンスに影響に与えるに当たっ

て，その効果は組織ケイパビリティを通じて間接的に影響を与えると主張されている

(Henri, 2006; Journeault, 2016; Teece et al., 1997; Widener, 2007）。組織ケイパビリ

ティは，組織の経営資源に焦点を当て，競争優位の源泉として説明されており，MCS

は組織ケイパビリティの先行要因として作用するため，企業の重要なツールの 1 つであ

る(Henri, 2006)。組織内に限られている経営資源を効率的に活用することが，組織ケイ

パビリティの強化を可能にするため，経営資源を効率的に活用するツールとして，複数

のコントロール・システムで構成される MCS の活用が有用であろう。MCS に関する

先行研究においても，異なる役割を果たす複数のコントロール・システムで構成される

MCS の活用が，組織学習およびイノベーションのような組織ケイパビリティに影響を

与えることが示されている(Bedford, 2015; Henri, 2006; Journeault, 2016; Simons, 

1995; Widener, 2007)。 

同様に，SMCS に関する先行研究は，企業の CSR に関する目標，価値観，信条など

の社内展開を可能にする「信条システム」，企業の CSR 経営および活動に反する従業員

の行動を制限する「境界システム」，CSR 経営および活動を成功させるために，それぞ

れの CSR 関連活動の目標を設定し，その目標と実績を評価する「診断的コントロール・

システム」，CSR 経営に対するコミュニケーションを通じて，新たな CSR 戦略および

活動を探索することを目的とする「インタラクティブ・コントロール・システム」のよ

うに，パッケージとして SMCS を活用することが，CSR 経営における組織学習および

イノベーションのような組織ケイパビリティの強化を可能にする(Arjaliès and Mundy, 

2013; Journeault, 2016)。 

まず，SMCS における信条システムおよび境界システムは，企業の CSR 経営に関す

る目標や価値を社内に伝達し，CSR 経営に対する組織構成員の行動を促進または制限

する役割をする。新たな戦略や活動を実行する際に，組織は従来まで蓄積されてきた経
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営資源を維持または変更する必要があるように，企業が CSR 経営を実行する際に，信

条システムおよび境界システムに基づき，既存の経営資源を活用するか，新たな経営資

源を探索するかを規定するため，効果的かつ効率的な信条システムおよび境界システム

の活用は，CSR 経営に関する企業の組織学習およびイノベーションのような組織ケイ

パビリティの強化を促進する。自社の本業と関連した CSR 経営への組織構成員の行動

を合致させることは，価値創造の源泉となる CSR 活動の探索を可能にするからである。

(Arjaliès and Mundy, 2013; Bansal, 2003; Jollands et al., 2015; Journeault, 2016)。 

次に，診断的コントロール・システムは，企業の CSR 経営に関する目標を明確にし，

設定された CSR 目標と実際の成果をモニタリングすることで，組織パフォーマンスの

向上に組織構成員を参加させるシステムである。この診断的コントロール・システムに

より，組織構成員は組織パフォーマンスを向上させるために，企業が有している経営資

源を効率的に活用し，CSR に関する価値創造を図る新しい価値を探索するようになる

(Arjaliès and Mundy, 2013; Wijethilake et al., 2016)。そのため，診断的コントロール・

システムの活用は，企業の CSR 経営の実行において，組織の経営資源をどのように活

用するかに関する組織学習を促進し，新しい経営資源の探索するイノベーションを可能

とする。 

これに対して，インタラクティブ・コントロール・システムは，CSR 経営に対して

新たな機会やリスクを認知し，対応するために活用されるシステムとして，基本的に

CSR 経営に関する新たな課題に対して，企業内部の組織構成員間，または企業外部の

ステイクホルダーとのコミュニケーションを可能にするため，その活動により，CSR

経営に対するアイデアをもたらす。例えば，企業は CSR 関連の会議やセミナーなどに

よるコミュニケーションを通じて，企業が将来に直面する可能性のある CSR 関連の問

題に対応するために，企業がこれまで企業内に蓄積されてきた組織学習を全社的に共有

し，また，CSR 関連の課題を機会として認識する場合，既存のやり方とは異なる方法

やイノベーションなどを通じて，新たな CSR 経営および活動の実践を可能にする

(Journeault, 2016)。 

以上により，企業の CSR 経営において，それぞれの信条システム，境界システム，

診断的コントロール・システム，インタラクティブ・コントロール・システムが，組織

学習およびイノベーションを促進することを議論したが，先行研究で指摘したように，

異なる役割を果たす 4 つのコントロール・システムをパッケージとして同時に活用する

ことは，組織学習およびイノベーションのような組織ケイパビリティを強化させるであ
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ろう。そのため，次のような仮説を設定する。 

 

仮説 3．SMCS の活用は，CSR 経営における組織ケイパビリティを強化させる。 

 仮説 3-1 SMCS の活用は，CSR 経営における組織学習を強化させる 

 仮説 3-2 SMCS の活用は，CSR 経営におけるイノベーションを強化させる。 

 

（４）CSR 経営における組織ケイパビリティと組織パフォーマンス 

 組織学習およびイノベーションのような組織ケイパビリティは，競争他社よりも柔軟

にマーケットに対応させ，または他社が容易に模倣できない価値を創造することで，組

織パフォーマンスの向上を可能にする。Shefer and Frenkel (2005)の研究では，組織ケ

イパビリティが成長可能性の向上，市場占有率および生産効率性の増大を促進し，組織

パフォーマンスに貢献すると主張した。また，組織ケイパビリティが国内外の市場競争

力の強化，新事業機会および市場占有の獲得を通じて，組織パフォーマンスに正の影響

を与えることも示されている(Kanter, 1999)。Bisbe and Otley (2004)，Widener (2007)

などの先行研究においても，組織ケイパビリティが組織パフォーマンスに有意な正の影

響を与えることが分析されている。 

 同様に，組織学習やイノベーションなどの組織ケイパビリティは，企業の CSR 経営

および活動を実行する際にも重要な役割を果たしている(Aragon-Correa and Sharma, 

2003; Hart, 1995; Journeault, 2016)。企業環境が急変する今日，特に企業の CSR 関連

イシューへの適切な対応は，企業評判の向上，市場占有の拡大，資本コストの減少など

の新たな機会をもたらすため，企業の CSR 経営および活動においても組織ケイパビリ

ティの開発および強化は重要な要因として考えられる。 

 まず，企業は CSR 戦略を策定し，その活動を実践する際に，現在まで蓄積されたも

のに加え，CSR 関連の新しい法律や技術などを同時に学習する。このように，組織学

習は，情報や知識の獲得であり，認識の変化を起こさせる活動であるため(伊丹・加護

野, 2007)，CSR 戦略の成功および組織パフォーマンスの向上を可能とする。また，企

業内での組織学習は，CSR に関する価値観，活動，信念などの共有を可能とするため，

CSR 経営および活動に対して組織構成員の参加と，新たな CSR 関連課題の認識および

柔軟な対応を促進させ，将来の財務・CSR パフォーマンスのような組織パフォーマン

スを向上させる。従来まで多くの企業では，売上高の増加，コスト低減などのような財

務パフォーマンスを向上するために，新しい知識・技術などを学習してきたが，CSR
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経営は財務的側面だけでなく，環境・社会的側面も同時に追求するため，CSR 経営に

おける組織学習は，それぞれの財務・環境・社会パフォーマンスに影響を与えるであろ

う。 

 CSR に関する先行研究では，CSR 関連の組織ケイパビリティと組織パフォーマンス

の関係について，組織ケイパビリティが CSR 関連の新しいアイデア，技術，プロセス，

製品などの創造を可能とし，それが組織パフォーマンスの向上に影響を与えることが指

摘されてきた(Hart, 1995; Poter and Van der Linde, 1995)。財務的活動に加えて，環

境・社会的活動を同時に考慮する CSR 企業では，それらの活動をより効果的かつ効率

的に管理するために，環境・社会的活動に関する情報を円滑に処理できる新しいシステ

ムや技術などを導入または開発し，そこで，環境・社会的活動に関する新しい情報が，

新しい技術，プロセス，製品，組織構造などを促進させる(Adams and Zutshi, 2004)。 

また，環境にやさしい製品の開発や，CSR 経営のための新しい意思決定の開発のよう

に，CSR 経営におけるイノベーションは新しい価値創造を可能とし，マーケットにお

ける競争優位の占有をも可能とするため，それらが財務パフォーマンスおよび CSR パ

フォーマンスの向上を促進させるであろう。したがって，CSR 経営における組織学習

およびイノベーションのような組織ケイパビリティは，それぞれの企業の財務・CSR

パフォーマンスを向上させるという，次のような仮説を設定する。 

 

仮説 4．CSR に関する組織ケイパビリティは，組織パフォーマンスを向上させる。 

 仮説 4-1 CSR に関する組織学習は，CSR パフォーマンスを向上させる。 

 仮説 4-2 CSR に関する組織学習は，財務パフォーマンスを向上させる。 

 仮説 4-3 CSR に関するイノベーションは，CSR パフォーマンスを向上させる。 

 仮説 4-4 CSR に関するイノベーションは，財務パフォーマンスを向上させる。 

 

（５）SMCS と組織パフォーマンスの関係における組織ケイパビリティの役割 

 MCS に関する先行研究では，MCS と組織パフォーマンスの関係において，組織学習，

イノベーション，市場志向性，企業家精神などの組織ケイパビリティの媒介効果が検証

されてきた(Bisbe and Otley, 2004; Henri, 2006; Widener, 2007)。MCS の活用が直接

に組織パフォーマンスに影響を与えるのか，あるいは，MCS の活用が組織学習，イノ

ベーションなどの組織ケイパビリティを通じて，間接的に組織パフォーマンスに影響を

与えるのかを分析するためである。MCS の活用と組織パフォーマンスの関係を明らか
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にすることが，効果的かつ効率的な MCS のデザインに影響を及ぼすからである。 

例えば，Bisbe and Otley (2004)は，MCS の中，インタラクティブ・コントロール・

システムの使用，製品イノベーション，組織パフォーマンス間の関係を実証分析した結

果，インタラクティブ・コントロール・システムの使用と組織パフォーマンスの間で，

製品イノベーションの媒介効果が検証されなかったが，製品イノベーションと組織パフ

ォーマンスの間で，インタラクティブ・コントロール・システムのモデレート効果を明

らかにした。また，Henri (2006)は，MCS の中，診断的コントロール・システムとイ

ンタラクティブ・コントロール・システムの使用，組織学習，イノベーション，市場志

向性，企業家精神などの組織ケイパビリティ，組織パフォーマンス間の関係を検証し，

その結果，診断的コントロール・システムの使用は，それぞれの組織学習，イノベーシ

ョン，市場志向性，企業家精神などの組織ケイパビリティに負の影響を与えており，イ

ンタラクティブ・コントロール・システムの使用は，それぞれの組織学習，イノベーシ

ョン，市場志向性，企業家精神などの組織ケイパビリティに正の影響を与えていること

を検証した。しかしながら，それぞれの組織学習，イノベーション，市場志向性，企業

家精神などの組織ケイパビリティと組織パフォーマンスの関係は有意な結果が出なか

ったため，診断的コントロール・システムおよびインタラクティブ・コントロール・シ

ステムと，組織パフォーマンスの間で，組織ケイパビリティの媒介効果は確認されなか

った。これに対して，Widener (2007)の研究では，MCS の中，信条システムおよび診

断的コントロール・システムと，組織パフォーマンスの間で，組織学習の媒介効果を検

証した。 

 上記の MCS に関する研究では，MCS と組織パフォーマンスの関係で，組織ケイパ

ビリティの媒介効果について，それぞれ異なる結果が示されている。SMCS を研究対

象にした先行研究では，SMCS と組織パフォーマンスの間で，組織ケイパビリティの

媒介効果を分析した研究はまだ行われていないが，近年の Journeault (2016)の研究で

は，パッケージとしてのエコ・コントロール，企業の環境パフォーマンスおよび財務パ

フォーマンスの間で，エコラーニング (Eco-learning)，環境イノベーション

(environmental innovation)の媒介効果を明らかにした。MCS に関する先行研究と同

様に，効果的かつ効率的な SMCS をデザインし，CSR 経営を成功させるためには，

SMCS の活用と組織パフォーマンスの関係に加えて，それらの関係の中で，組織ケイ

パビリティの媒介効果を検証する必要がある。 

 リソースベースドビューを援用した多くの研究では，組織学習，イノベーション，市
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場志向性，企業家精神などの組織ケイパビリティが組織パフォーマンスに正の影響を与

えることが示されており(Hult and Ketchen, 2001; Naman and Slevin, 1993; Narver 

nad Slater, 1990; Spanos and Lioukas, 2001)，MCS に関する先行研究においても，

MCS と組織パフォーマンスの直接的な関係に加えて，それらの間で，組織ケイパビリ

ティの媒介効果が検証されたように，本論文では，Simons (1995)の LOC フレームに

基づいたパッケージとしての SMCS が財務・CSR パフォーマンスに与える直接的な影

響に加えて，それらの関係の中で，組織学習およびイノベーションの媒介効果を分析す

るために，次のような仮説を設定する。 

 

仮説 5．SMCS の活用は CSR 経営における組織ケイパビリティを強化し，間接的に組

織パフォーマンスを向上させる。 

 仮説 5-1 SMCS の活用は CSR 経営における組織学習を強化し，間接的に CSR 

パフォーマンスを向上させる。 

 仮説 5-2 SMCS の活用は CSR 経営における組織学習を強化し，間接的に財務 

パフォーマンスを向上させる。 

 仮説 5-3 SMCS の活用は CSR 経営におけるイノベーションを強化し，間接的に 

CSR パフォーマンスを向上させる。 

 仮説 5-4 SMCS の活用は CSR 経営におけるイノベーションを強化し，間接的に 

財務パフォーマンスを向上させる。 

 

5.1.3 分析モデル 

本論文の研究目的は，日本企業のCSR経営における SMCSの活用実態および，SMCS

の活用形態が組織ケイパビリティおよび組織パフォーマンスを促進するメカニズムを

明らかにすることである。そこで，第 5 章では，「研究課題②：どのような制度的要因

が SMCS の活用に影響を与えるのか」および，「研究課題③：SMCS の活用が組織パフ

ォーマンスにどのように影響を与えるのか」を検証するために，仮説 1～5 を設定した。

企業の CSR 経営における SMCS の活用に影響を与える制度的要因と，その影響を受け

た SMCS の活用と組織パフォーマンスの関係，さらに，SMCS の活用と組織パフォー

マンスの間での組織ケイパビリティの媒介効果を検証するために，以下の分析モデルを

提示する。 
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【注】実線は変数間の直接的な関係，点線は変数間の間接的な関係を表す。 

図 5.1 質問票調査における分析モデル 

 

 

5.2 変数の定義と測定 

 

5.2.1 制度的プレッシャー 

 本論文では，制度的プレッシャーを「組織構造に影響を与える，社会に広く認知され

ている価値や規範といった制度的要因」と定義し(東, 2014; Meyer and Rowan, 1977)，

CSR 経営における SMCS に影響を与える制度的プレッシャーの測定については，

DiMaggio and Powell (1983)が提示した，強制的プレッシャー，模倣的プレッシャー，

規範的プレッシャーの概念を用いる17。これらの制度的プレッシャーに関する質問項は，

DiMaggio and Powell (1983)を援用した，Boiral and Henri (2012)，Zhu and Geng 

(2013)，Wendy et al. (2014)，Phan and Baird (2015)の研究を参考にして作成した。 

 制度的プレッシャーに関する質問項目は 12 項目で構成し，その中，強制的プレッシ

ャーに関する質問項目は 3 項目，模倣的プレッシャーに関する質問項目は 2 項目，規範

的プレッシャーに関する質問項目は 7 項目を含めている。それぞれの質問項目は，リッ

カート(Likert scale)7 点尺度で評価し，尺度が高いほど該当項目の程度が高くなるよう

に測定した。 

「貴社の CSR マネジメントへの取り組みにおいて，以下の要因はどの程度影響を与

                                              
17 強制的プレッシャー，模倣的プレッシャー，規範的プレッシャーの定義は，第 5 章の重要変数の概念を

参照されたい。 
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えていますか？」という質問に対して，まず，強制的プレッシャーは，①CSR 関連の

法律および規制，②ISO26000 のような CSR 関連の国際規格，③環境省等の規制当局

による CSR 活動のモニタリング，といった項目を用いて測定した。次に，模倣的プレ

ッシャーは，①競合他社の CSR 戦略および CSR 活動，②競合他社のベストプラクティ

ス，といった項目を用いて測定した。最後に，規範的プレッシャーは，①社外セミナー

で学習した CSR 関連イシュー，②専門家によるアドバイス，③CSR 活動に対する経営

者の関心，④企業理念における CSR の強調，⑤CSR ランキングの動向，⑥NGO，環

境団体等の外部組織からの CSR 活動の要請，⑦顧客および取引先からの CSR 活動の要

請，といった項目を用いて測定した。 

 

表 5.1 制度的プレッシャーの測定項目 

変数 測定項目 

制度的 

プレッシャー 

強制的 

プレッシャー 

①CSR 関連の法律および規制 

②CSR 関連の国際規格(ISO14001，ISO26000 等) 

③規制当局(環境省等)による CSR 活動のモニタリング 

模倣的 

プレッシャー 

①競合他社の CSR 戦略および CSR 活動 

②競合他社のベストプラクティス 

規範的 

プレッシャー 

①社外セミナーで学習した CSR 関連イシュー 

②専門家によるアドバイス 

③CSR 活動に対する経営者の関心 

④企業理念における CSR の強調 

⑤CSR ランキングの動向 

⑥外部組織(NGO，環境団体等)からの CSR 活動の要請 

⑦顧客および取引先からの CSR 活動の要請 

 

5.2.2 SMCS 

 本研究では，SMCS を「企業の CSR 経営に従業員の行動を合致させるために活用さ

れる全てのシステム」と定義し，Simons (1995)の LOC フレームワークに基づき，信

条システム，境界システム，診断的コントロール・システム，インタラクティブ・コン

トロール・システムの 4 つに分けて測定する。第 4 章で実施したインタビュー調査の結

果を踏まえ，Henri (2006)，Widener (2007)，Arjaliès and Mundy (2013)を参考にし，

それぞれの質問項目を作成した。 

 SMCS に関する質問項目は全部 21 項目で構成され，その中，信条システムに関する
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質問項目は 5 項目，境界システムに関する質問項目は 4 項目，診断的コントロール・シ

ステムに関する質問項目は 6 項目，インタラクティブ・コントロール・システムに関す

る質問項目は 6 項目で構成される。それぞれの質問項目は，リッカート 7 点尺度で評価

し，尺度が高いほど該当項目の程度が高くなるように測定した。 

まず，信条システムは，「貴社の CSR に対する価値観(例えば，CSR 基本理念等)に関

して，以下の項目はどの程度当てはまりますか？」という質問に対して，①当社の企業

理念では，CSR に関する価値観を従業員に伝えている，②経営者は，CSR に関する価

値観を従業員に伝えている，③当社では社内研修および社内教育を通じて，CSR に関

する価値観を従業員に伝えている，④当社では，イントラネットのような社内情報シス

テムを通じて，CSR に関する価値観を従業員に伝えている，⑤従業員は，当社の CSR

に関する価値観を理解している，といった項目を用いて測定した。 

次に，境界システムは，「貴社の CSR に対する行動規範(例えば，CSR 行動指針，CSR

ガイドライン等)に関して，以下の項目はどの程度当てはまりますか？」という質問に

対して，①従業員に CSR 活動を促進させるために，CSR 行動規範を活用している，②

当社の CSR 行動規範は，従業員に望ましくない行動についての情報を提供している，

③当社では，従業員に回避すべき CSR 関連リスクを周知するシステムが構築されてい

る，④従業員は，当社の CSR 行動規範を理解している，といった項目を用いて測定し

た。 

診断的コントロール・システムは，「貴社の CSR 活動の評価に関して，以下の項目は

どの程度当てはまりますか？」という質問に対して，①CSR 活動を実行するために多

様な目標を設定している，②CSR 活動に関する KPI (重要業績指標)を設定している，

③CSR 活動の成果を測定し，モニタリングしている，④CSR 活動の成果を組織内外に

報告している，⑤CSR 活動の評価は，次年度の CSR 活動計画(例えば，CSR 活動の目

標および指標の設定，CSR 活動の予算)に影響を与えている，⑥業績評価および報酬シ

ステムに CSR 関連指標が含まれている，といった項目を用いて測定した。 

 最後に，インタラクティブ・コントロール・システムは，「貴社の CSR に関する課題

への対応について，以下の項目はどの程度当てはまりますか？」という質問に対して，

①CSR 課題に対応するために，定期的な会議を開催している，②CSR 課題に対応する

ために，セミナーおよび講演会を開催している，③CSR 課題に対応するために，部署

間の円滑なコミュニケーションが行われている，④CSR 課題に対応するために，外部

のステイクホルダーとの円滑なコミュニケーションが行われている，⑤CSR 課題に対
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応するために，上司と部下間の円滑なコミュニケーションが行われている，⑥CSR 活

動のベスト・プラクティスを企業内で共有している，といった項目を用いて測定した。 

 

表 5.2 SMCS の測定項目 

変数 測定項目 

SMCS 

信条 

システム 

①当社の企業理念では，CSR に関する価値観を従業員に伝えている。 

②経営者は，CSR に関する価値観を従業員に伝えている。 

③当社では社内研修および社内教育を通じて，CSR に関する価値観を従業員

に伝えている。 

④当社ではイントラネットのような社内情報システムを通じて，CSR に関す

る価値観を従業員に伝えている。 

⑤従業員は，当社のCSR に関する価値観を理解している。 

境界 

システム 

①従業員に CSR 活動を促進させるために，CSR 行動規範を活用している。 

②当社の CSR 行動規範は，従業員に望ましくない行動についての情報を 

提供している。 

③当社では，従業員に回避すべき CSR 関連リスク(例えば，不公正な取引，

環境法違反等)を周知するシステムが構築されている。 

④従業員は，当社の CSR 行動規範を理解している。 

診断的 

コントロール・ 

システム 

①CSR 活動を実行するために多様な目標を設定している。 

②CSR 活動に関する KPI（重要業績指標）を設定している。 

③CSR 活動の成果を測定し，モニタリングしている。 

④CSR 活動の成果を組織内外に報告している。 

⑤CSR 活動の評価は，次年度の CSR 活動計画(CSR 活動の目標および 

指標の設定，CSR 活動の予算)に影響を与えている。 

⑥業績評価および報酬システムに CSR 関連指標が含まれている。 

インタラクティブ・ 

コントロール・ 

システム 

①CSR 課題に対応するために，定期的な会議を開催している。 

②CSR 課題に対応するために，セミナーおよび講演会を開催している。 

③CSR 課題に対応するために，部署間の円滑なコミュニケーションが行わ 

れている。 

④CSR 課題に対応するために，外部のステイクホルダーとの円滑なコミュニ 

ケーションが行われている。 

⑤CSR 課題に対応するために，上司と部下間の円滑なコミュニケーションが 

行われている。 

⑥CSR 活動のベスト・プラクティスを企業内で共有している。 
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5.2.3 組織ケイパビリティ 

本論文では，「企業が経営資源を開発して競争他社よりも高いパフォーマンスを占め

るようにするメカニズム」を，組織ケイパビリティと定義し(Diericks and Cool, 1989)，

組織学習とイノベーションの 2 つに分けて測定する。Hurley and Hult (1998)，Henri 

(2006)，Widener (2007)の先行研究を参考にし，それぞれの質問項目を作成した。  

組織ケイパビリティに関する質問項目は全部 9 項目で構成され，その中，組織学習に

関する質問項目は 4 項目，イノベーションに関する質問項目は 5 項目で構成される。そ

れぞれの質問項目は，リッカート 7 点尺度で評価し，尺度が高いほど該当項目の程度が

高くなるように測定した。 

 

表 5.3 組織ケイパビリティの測定項目 

変数 測定項目 

組織 

ケイパビリティ 

組織学習 

①CSR 活動を社内に展開するために組織学習は重要である。 

②CSR 成果を向上させるために組織学習は重要である。 

③組織学習を中断すると，当社の CSR 活動の展開は困難である。 

④CSR 活動に関する教育および訓練への支出は，コストではなく投資 

である。 

イノベーション 

①CSR活動において，新しいアイデアを出した従業員にインセンティブ

(褒賞)を与えている。 

②当社では，CSR 活動にイノベーションを容易に受け入れる傾向がある。 

③当社では，技術的イノベーション(環境配慮型製品の開発等)を容易に 

受け入れる傾向がある。 

④CSR 成果を向上させるためにイノベーションは非常に役立つ。 

⑤CSR活動において，経営陣はイノベーションと新しいアイデアを積極的に 

追求する。 

 

「貴社の CSR 活動に対する組織能力(組織学習とイノベーション)について，以下の

項目はどの程度当てはまりますか？」という質問に対して，まず，組織学習は，①CSR

活動を社内に展開するために組織学習は重要である，②CSR 成果を向上させるために

組織学習は重要である，③組織学習を中断すると，当社の CSR 活動の展開は困難であ

る，④CSR 活動に関する教育および訓練への支出は，コストではなく投資である，と

いった項目を用いて測定した。次に，イノベーションは，①CSR 活動において，新し
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いアイデアを出した従業員にインセンティブ(褒賞)を与えている，②当社では，CSR 活

動にイノベーションを容易に受け入れる傾向がある，③当社では，技術的イノベーショ

ン(例えば，環境配慮型製品の開発)を容易に受け入れる傾向がある，④CSR 成果を向上

させるためにイノベーションは非常に役立つ，⑤CSR 活動において，経営陣はイノベ

ーションと新しいアイデアを積極的に追求する，といった項目を用いて測定した。 

 

5.2.4 組織パフォーマンス 

 組織パフォーマンスを測定する方法には，企業データを利用する客観的な測定方法と，

質問票調査を利用する主観的な測定方法がある。主観的な測定方法は，回答者の判断で

組織パフォーマンスを測定する方法で，普段，組織パフォーマンスを同業他社のパフォ

ーマンスと比較する際によく利用する(Henri, 2006; Widener, 2007)。先行研究では，

客観的な測定方法による結果と，主観的な測定方法による結果が類似していると主張さ

れているが(Dess and Robinson, 1984; Henri, 2006; Widener, 2007)，組織パフォーマ

ンスを主観的な方法で測定する場合，質問票の回答者によって調査結果が変わる恐れが

あるように，回答者によるバイアス(bias)が潜在している。そのため，本論文では，同

一基準の客観的な方法で測定された企業データを用いて，組織パフォーマンスを財務パ

フォーマンス，CSR パフォーマンスの 2 つに分類して測定する。 

 東洋経済新報社は，毎年 11 月に「CSR 企業総覧」を発行し，翌年 3 月に CSR 企業

総覧のデータに基づいた「CSR ランキング上位 700 社」の日本企業を発表している。

東洋経済新報社は CSR 企業総覧で，会社基本データ，財務・CSR 評価および格付け，

CSR 全般，ガバナンス・法令順守・内部統制，雇用・人材活用，消費者・取引先対応，

社会貢献，企業と政治の関わり，環境，以上 9 分野からなる CSR 関連データを掲載し

ており，翌年 3 月にこれらのデータに基づき，CSR ランキング上位 700 社の財務パフ

ォーマンス，人材パフォーマンス，環境パフォーマンス，社会パフォーマンスを開示し

ている。特に，日本企業の CSR 関連データを多く開示している CSR 企業総覧には，①

成長性，②収益性，③安全性，④規模といった財務評価項目18による財務パフォーマン

スと，①人材活用，②環境，③企業統治，④社会性といった CSR 評価項目による CSR

パフォーマンスの点数を提供している。 

具体的に，東洋経済新報社による財務評価は，成長性，収益性，安全性，規模の 4 つ

                                              
18 財務評価項目に使用されているデータは，2016 年 9 月 1 日時点に上場している企業を対象に，東洋経

済新報社保有している財務データをもとに，多変量解析の主成分分析手法を用いて，成長性，収益性，安

全性，規模の 4 つの分野で評価している。 
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の項目で評価を行っており，その中，①「成長性」は売上高増減率，営業利益増減率，

営業キャッシュフロー増減率，総資産増減率，利益剰余金増減率を，②「収益性」は

ROE (当期利益÷自己資本)，ROA (営業利益÷総資産)，売上高営業利益率(営業利益÷

売上高)，売上高当期利益率(当期利益÷売上高)，営業キャッシュフローを，③「安全性」

は流動比率(流動資産÷流動負債)，D/E レシオ(有利子負債÷自己資本)，固定比率(固定

資産÷自己資本)，総資産利益剰余金比率(利益剰余金÷総資産)，利益剰余金を，④「規

模」は売上高，EBITDA(税引き前利益+支払利息+減価償却費)，当期利益，総資産，有

利子負債を使って，それぞれ総合的に評価している。 

一方，東洋経済新報社による CSR 評価は，人材活用，環境，企業統治，社会性の 4

つの項目で評価を行っており，①「人材活用」は女性社員・管理職比率，外国人社員・

管理職比率，障害者雇用率などの 42 項目を，②「環境」は ISO14001 取得率，原材料

のグリーン調達，汚染の有無，CO₂排出量の削減などの 28 項目を，③「企業統治」は

CSR 方針，企業倫理方針，CSR 担当役員などの 37 項目を，④「社会性」は消費者か

らのクレーム，地域社会参加活動の実績，CSR 関連の表彰などの 29 項目を用いて，そ

れぞれ総合的に評価している。 

 

表 5.4 組織パフォーマンスの測定項目 

変数 測定項目 

組織 

パフォーマンス 

財務 

パフォーマンス 

①成長性，②収益性，③安全性の3つの項目の合計 

(それぞれの項目は100点満点で，合計は300点満点) 

CSR 

パフォーマンス 

①人材活用，②環境，③社会性の 3 つの項目の合計 

(それぞれの項目は 100 点満点で，合計は 300 点満点) 

 

そのため，本論文では，東洋経済新報社が 2016 年 11 月 30 日に発行した「2017 年

版 CSR 企業総覧」19が提供する財務評価項目データの中で，財務パフォーマンスに関

係性の低い規模に関するデータを除外して，それぞれ 100 点満点の成長性，収益性，

安定性といった 3 つの財務評価項目を使って 300 点満点の財務パフォーマンスを測定

した。また，CSR 評価項目データの中で，企業統治に関するデータは，本論文の研究

対象である SMCS の質問項目に重複した項目を多く含めているため，企業統治の評価

                                              
19 2016 年 6 月から 10 月に実施された，東洋経済新報社の第 12 回 CSR 調査は，日本企業 3,671 社に調査

票を送付して，1,408 社から回収が得られた。2016 年 11 月 30 日にその回答をとりまとめたデータを『2017

年版 CSR 企業総覧』として発行した。 
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項目を除外して，それぞれ 100 点満点の人事活用，環境，社会性といった CSR 評価項

目を使って 300 点満点の CSR パフォーマンスを測定した。 

 

 

5.3 データ収集と分析方法 

 

5.3.1 調査対象の選定 

東洋経済新報社は 2005 年以降，毎年，全上場企業および主要未上場企業を対象に

「CSR 調査」を実施し，その調査結果として日本企業の CSR データを『CSR 企業総

覧』に掲載している。CSR 企業総覧には，CSR 経営および活動を積極的に実行してい

る日本企業が多く掲載されているため，日本企業の CSR 経営における SMCS の活用を

研究対象とする本論文では，東洋経済新報社の『2016 年版 CSR 企業総覧』に掲載され

ている日本企業 1,325 社20を，本論文の質問票調査の対象企業として選定した。 

一方，Henri (2006)の研究では，売上高 2 千万ドル以上で，従業員数が 150 人以上の

製造業を調査対象とし，Abernethy et al. (2010)の研究では，従業員数が 100 人以上の

企業を調査対象にしたように，調査対象とする企業の選定基準を設けているが，本論文

では，より多くのサンプルを確保するため，対象企業の制限を設定していない。質問票

の回答者は，自社の CSR マネジメントの現状を熟知していると考えられる「CSR 推進

部門の責任者，もしくはそれに準じる方」とし，回答用紙は，各調査企業から 1 部ずつ

回収する方法を用いる。 

 

5.3.2 質問票の作成プロセス 

 本論文の質問票調査では，第 4 章で分析したインタビュー調査の結果と，MCS およ

び SMCS に関する先行研究を参考にし，質問票項目を作成した。作成した質問票の各

項目は，以下のプロセスを経て改善された。まず，3 人の大学教員により，制度的プレ

ッシャー，CSR 経営における SMCS，組織ケイパビリティなどのような主要概念が尺

度に落とし込まれているかについて検討を受けた。続いて，質問票に対する作成者と回

                                              
20『2016 年版 CSR 企業総覧』には，全上場企業および主要未上場企業 3,630 社の中，1,325 社(上場企業

1,285 社，未上場企業 40 社)CSR データが掲載されているため，2016 年 7 月 29 日～2016 年 9 月 16 日に

実施した本研究では，2016 年版 CSR 企業総覧に掲載されている全企業 1,325 社を対象に質問票を発送し

た。これに対して，組織パフォーマンスを測定するためには，東洋経済新報社が 2016 年 6 月～10 月に CSR

調査を実施し，その調査結果を 2016 年 11 月 30 日に掲載した『2017 年版 CSR 企業総覧(ESG 編)』の財

務評価項目および CSR 評価項目の点数を用いて，それぞれの財務パフォーマンス，CSR パフォーマンス

を測定した。 
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答者間の理解および解釈の誤謬を防ぐために，作成した質問票は実務者 5 人の検討を受

け，質問票の修正を行った。こうした質問票の修正プロセスを経て完成した質問票は，

巻末の付録にある。 

 

5.3.3 質問票の発送と回収 

回収率を高めるために，質問票の回収方法は郵送による返送と E-mail による返送の

2 種類を用意しており，いずれかの方法で回答するよう回答者に依頼した。こ質問票は

2016 年 7 月 4 日に発送し，当初は 7 月 29 日を締め切りとした。その結果，7 月 29 日

までに 138 社から回答が返送された。 

また，回収率のさらなる向上を図るために，8 月 19 日にハガキによって調査協力の

再依頼を行い，締め切りを 9 月 16 日に延長した。その結果，37 社から回答が追加的に

回収された。質問票に未回答のあった企業と，『2016 年版 CSR 企業総覧』に財務評価

項目，CSR 評価項目を提供していない企業を合わせた 24 社のサンプルを除外して，最

終的に分析の対象になったサンプル数は 151 になった。表 5.5 はサンプルの選択に関す

る情報である。 

 

表 5.5 サンプルの選択 

調査対象 1,325 

7 月 29 日までの回答数(1 次) 138 (10.4%) 

9 月 16 日までの回答数(2 次) 37 (2.8%) 

除外されたサンプル -24 (-1.8%) 

最終的な分析対象サンプル 151 (11.4%) 

 

5.3.4 分析方法 

 本論文の質問票調査では，日本企業における SMCS の活用，SMCS 活用への制度的

プレッシャーの影響，SMCS 活用と組織パフォーマンスの関係を分析して，CSR 経営

における SMCS の活用が組織パフォーマンスを促進させるのかを明らかにするため，

多様な統計方法を用いる。 

まず，仮説を検証する前に，分析に使用する各変数の信頼性および妥当性を検討する

必要がある。Cronbach’s α を用いて，各変数の信頼性を検討し，その後，質問項目が

各変数をよく説明しているのかを確認するために，探索的因子分析を実施して，各変数

の妥当性を検討する。信頼性および妥当性を高く得られた質問項目を使って研究仮説の
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検証を行う。 

 次に，本論文では，Amos23.0 による構造方程式モデルを用いて，各研究仮説を検証

する。構造方程式モデルは，各変数間の因果関係および相関関係を同時に分析できる手

法であるため，SMCS 活用への制度的プレッシャーと，SMCS が組織ケイパビリティ

および組織パフォーマンスに与える影響を同時に分析する本論文の質問票調査に適合

した分析ツールとして考えられる。そのため，本論文では，確認的因子分析および構造

方程式モデルを用いて，測定モデルおよび分析モデルの適合度を検討した後，研究仮説

の検証を行う。質問票調査による実証分析で使用する統計方法をまとめたのが，以下の

表 5.6 である。 

 

表 5.6 実証分析の内容と分析方法 

区分 分析内容 分析方法 

基礎分析 

各変数の平均および標準偏差 記述統計分析 

変数の信頼性 Cronbach’s α の検討 

変数の妥当性 探索的因子分析 

仮説検証のための 

事前分析 

測定モデルの検証 

分析モデルの適合度 

確認的因子分析 

構造方程式モデル 

仮説検証の方法 研究仮説の検証 構造方程式モデル 

 

 

5.4 実証分析 

 

本節では，実証分析の結果に基づき，本論文の質問票調査で設定された研究仮説の検

証を行う。まず，サンプル・データの特徴と，サンプル・データのバイアスを検討して，

サンプル・データが母集団をよく説明しているのかを確認する。次に，質問票調査で用

いる各主要変数の記述統計量を提示した後，各変数に対する質問項目の信頼性および妥

当性を検討して，信頼性および妥当性の基準を満たさない質問項目を除外する。最後に，

こうしたプロセスにより得られたデータを用いて，研究仮説を検証する。 
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5.4.1 サンプル・データの特徴 

（１）回答者の特徴 

本論文の質問票調査では，質問票の回答者を，自社の CSR マネジメントの現状を熟

知していると考えられる「CSR 推進部門の責任者，もしくはそれに準じる方」と設定

している。全体 151 のサンプルから「回答者の職位欄」に未回答のあった 19 のサンプ

ルを除いた 132 のサンプルにより，本調査の回答者は，課長級が 59 社(39.07%)，部長

級および係長級が 25 社(11.92%)，一般社員級が 18 社(11.92%)，社長・取締役級が 5 

(3.31%)の順に高くなっている。また，現在職位での平均在任期間は，132 のサンプル

の全体平均が 4.2 年で，各々社長・取締役級が 4.4 年，部長級が 4.7 年，課長級 4.2 年，

係長級が 4.0 年，一般社員級が 4.3 年となっている。回答者の情報を要約したのが，以

下の表 5.7 と表 5.8 である。 

 

表 5.7 回答者の職位 

職位 企業数 

社長，取締役など 5 社(3.31%) 

部長級(ゼネラルマネジャーなど) 25 社(16.56%) 

課長級(部長代理，次長，マネジャーなど) 59 社(39.07%) 

係長級(課長代理，主任，リーダーなど) 25 社(16.56%) 

一般社員など 18 社(11.92%) 

未回答，職位特定不明など 19 社(12.58%) 

合計 151 社(100%) 

 

表 5.8 現在の職位での平均在任期間 

職位 在任期間 

社長，取締役など 4.4 年 

部長級(ゼネラルマネジャーなど) 4.7 年 

課長級(部長代理，次長，マネジャーなど) 4.2 年 

係長級(課長代理，主任，リーダーなど) 4.0 年 

一般社員など 4.3 年 

全体平均 4.2 年 
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（２）サンプル企業の特徴 

＜CSR 担当部署の有無と CSR 担当部署の従業員数＞ 

 表 5.9 と表 5.10 は，それぞれサンプル企業における CSR 担当部署の有無と，CSR

担当部署の従業員数をまとめたものである。まず，全体 151 サンプルの中，CSR 担当

部署を設置していない企業が 22 社(14.57%)，他業務兼任の CSR 部署を設置している

企業が 57 社(37.75%)，CSR 専任の担当部署を設置している企業が 71 社(47.02%)であ

る。151 のサンプルの中，128 社の企業(84.77%)が CSR 担当部署を設置して CSR 経営

を行っており，特に，本調査のサンプルにおいては，他業務兼任の CSR 部署を設置し

ている企業よりも，CSR 専任の担当部署を設置している企業が多いことが示された。

さらに，CSR 担当部署を設置している 128 社の従業員数は，他業務兼任の CSR 部署で

の平均従業員数が 4.18 人，CSR 専任の担当部署での平均従業員数が 8.06 人で，他業

務兼任の CSR 部署に比して，CSR 専任の担当部署を設置している企業の方が CSR 担

当従業員が多いことも示されている。 

 

表 5.9 CSR 担当部署の有無 

CSR 担当部署の有無 企業数 

設置していない 22 社(14.57%) 

他業務兼任の担当部署を設置 57 社(37.75%) 

CSR 専任の担当部署を設置 71 社(47.02%) 

未回答 1 社(0.66%) 

合計 151 社(100%) 

 

表 5.10 CSR 担当部署の平均従業員数 

CSR 担当部署の区分 従業員数 

他業務兼任の担当部署を設置している企業 4.18 人 

CSR 専任の担当部署を設置している企業 8.06 人 

全体平均 6.39 人 

 

＜業種別の分布＞ 

 サンプル企業の産業別の分布を要約したのが，表 5.11 である。全体 151 のサンプル

企業の中，製造業が 89 社(58.94%)，非製造業が 62 社(41.06%)で，製造業の方が非製
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造業よりも 27 社(17.88%)多かった。非製造業には，卸売業および小売業が 23 社

(15.23%)，運輸・通信・ユーティリティが 15 社(9.93%)，サービス業が 13 社(8.61%)，

建設業と金融・保険・不動産がそれぞれ 7 社(4.64%)と 3 社(1.99%)，農業・水産業が 1

社(0.66%)の比率で，サンプル企業を占めている。 

 

表 5.11 産業別の分布 

産業 企業数 

製造業 89 社(58.94%) 

建設業 7 社(4.64%) 

卸売業・小売業 23 社(15.23%) 

金融・保険・不動産 3 社(1.99%) 

運輸・通信・ユーティリティ 15 社(9.93%) 

サービス業 13 社(8.61%) 

その他 1 社(0.66%) 

合計 151 社（100%） 

 

＜企業規模＞ 

企業規模の代理変数として，従業員数と売上高がよく使用されている。表 5.12 と表

5.13 は，全体 151 のサンプル企業の従業員数と売上高をまとめたのである。まず，サ

ンプル企業の従業員数を確認してみると，1,001～2,500 人の企業が 41 社(27.15%)，101

～500 人の企業が 28 社(18.54%)，2,501~5,000 人の企業が 26 社(17.22%)，501～1,000

人の企業が 20 社(13.25%)，0～100 人の企業と 5,001～10,000 人の企業がそれぞれ 13

社(8.61%)，10,001 人以上の企業が 10 社(6.62%)の比率で，サンプル企業を占めている。 

表 5.12 従業員数 

従業員数 企業数 

0~100 人 13 社(8.61%) 

101~500 人 28 社(18.54%) 

501~1,000 人 20 社(13.25%) 

1,001~2,500 人 41 社(27.15%) 

2,501～5,000 人 26 社(17.22%) 

5,001~10,000 人 13 社(8.61%) 

10,001 人以上 10 社(6.62%) 

合計 151 社(100%) 
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次に，サンプル企業の売上高を確認してみると，全体 151 社のサンプル企業のうち，

1,001~5,000 億円の企業が 56 社(37.09%)，101~500 億円の企業が 37 社(24.05%)，100

億円以下の企業が 18 社(11.92%)，501～1,000 億円の企業と 1 兆円以上の企業がそれぞ

れ 15 社(9.93%)，5,001 億円～1 兆円の企業が 10 社(6.62%)の比率で，サンプル企業を

占めている。2016 年サンプル企業の従業員数と売上高をみると，全体的に企業規模の

大きな企業が多いことが確認された。 

 

表 5.13 売上高 

売上高 企業数 

0~100 億円 18 社(11.92%) 

101~500 億円 37 社(24.05%) 

501~1,000 億円 15 社(9.93%) 

1,001~5,000 億円 56 社(37.09%) 

5,001 億円～1 兆円 10 社(6.62%) 

1 兆円以上 15 社(9.93%) 

合計 151 社(100%) 

 

（３）サンプル・データのバイアス検定  

サンプル・データが送付先企業を偏りなく体表しているのかを確認するために，非回

答バイアス(non-response bias または non-respondents)の検定を実施する必要がある。

本論文では，管理会計分野の先行研究でよく使用されている，産業，売上高，従業員数

といった変数を用いて非回答バイアスを検定した(Heinicke et al., 2016; Journeault, 

2016; Van der Stede et al., 2005; Widener, 2007; Wijethilake et al., 2016)。まず，母

集団である 1,325 社の郵送先企業と 151 社のサンプル企業の産業分布について独立性

の検定を行った結果，産業分布による非回答バイアスは検出されなかった。(χ²=27.505, 

df=32, p=0.694)。産業分布による非回答バイアスの結果をまとめたものである表 5.14

と図 5.2 により，郵送先企業とサンプル企業において，特に偏りがないことが確認でき

た。 
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表 5.14 産業分布による非回答バイアスの検定 

産業分類 
郵送先企業（n=1,325） サンプル企業（n=151） 

発送数 割合 回収数 割合 

水産・農林業 4 0.30% 1 0.66% 

鉱業 2 0.15% 0 0% 

建設業 66 4.98% 7 4.64% 

食料品 57 4.30% 8 5.30% 

繊維製品 25 1.89% 5 3.31% 

パルプ・紙 10 0.75% 2 1.32% 

化学 104 7.85% 14 9.27% 

医薬品 34 2.57% 2 1.32% 

石油・石炭製品 4 0.30% 0 0% 

ゴム製品 12 0.91% 2 1.32% 

ガラス・土石製品 18 1.36% 3 1.99% 

鉄鋼 15 1.13% 1 0.66% 

非鉄金属 15 1.13% 3 1.99% 

金属製品 25 1.89% 5 3.31% 

機械 78 5.89% 7 4.64% 

電気機器 115 8.68% 22 14.57% 

輪送用機器 58 4.38% 8 5.30% 

精密機器 18 1.36% 1 0.66% 

その他製品 39 2.94% 6 3.97% 

電気・ガス業 11 0.83% 2 1.32% 

陸運業 20 1.51% 1 0.66% 

海運業 6 0.45% 1 0.66% 

空運業 3 0.23% 0 0% 

倉庫・輪送関連業 15 1.13% 0 0% 

情報・通信業 99 7.47% 11 7.28% 

卸売業 135 10.19% 12 7.95% 

小売業 110 8.30% 11 7.28% 

銀行業 42 3.17% 0 0% 

証券・商品先物 14 1.06% 0 0% 

保険業 13 0.98% 1 0.66% 

その他金融業 15 1.13% 0 0% 

不動産業 33 2.49% 2 1.32% 
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サービス業 110 8.30% 13 8.61% 

合計 1,325 100% 151 100% 

      ＜適合度検定＞ χ²=27.505,  自由度=32,  p=0.694 

 

 

図 5.2 郵送先企業とサンプル企業の産業別分布図 

 

次に，母集団である 1,325 社の郵送先企業と 151 社のサンプル企業の従業員数，売

上高といった企業規模変数を使って独立性の検証を行った結果，企業規模による非回答

バイアスも検出されなかった(表 5.15)。 

 

 表 5.15 郵送先企業とサンプル企業の規模変数による非回答バイアスの検定 

 郵送先企業 

平均値

(n=1,325) 

サンプル企業 

平均値 

(n=151) 

平均値の差 
Mann-Whitney 

U test21 

従業員数(人) 8140.1 3034.0 5106.1 Z= -1.373 (p=0.170) 

売上高(百万円) 420953.7 363410.4 57543.3 Z= -1.929 (p=0.054) 

                                              
21 2 つの独立した標本における平均値の差に関する検証として，パラメトリック検定には，2 つの母平均

の差の t 検定がある。t 検定はデータが正規分布に従っていると仮定できるような状況で用いられるが，デ

ータが正規分布を仮定できない場合には，ノンパラメトリック検定であるマンーウィットニーU 検定

(Mann-Whitney U test)が用いられる。本論文の質問票調査に回答したサンプル企業の従業員数および売

上高データには正規性が見られなかったため，マンーウィットニーU 検定を用いて非回答バイアスを検証

した。 
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表 5.16 は，本調査において，有効回答の詳細を表したものである。締め切り日およ

び返送方法を基準に，サンプルにバイアスが存在しているのかを検証する。まず，本調

査では，質問票の回収を 2 回にかけて行ったため，1 次締め切り日であった 2016 年 7

月 29 日を基準に，締め切り前後の有効回答企業間の従業員数，売上高の企業規模変数

を使って独立性を検定した結果，バイアスは確認されなかった(表 5.17)。また，本調査

では，郵送だけでなく E-mail による添付ファイルでも返送が可能であったため，返送

方法ごとに従業員数，売上高の企業規模変数を使って独立性を検定した結果，バイアス

が確認されなかった(表 5.18)。 

 以上に，1,325 社の郵送先企業と 151 社のサンプル企業の産業分布，企業規模につい

て独立性を検定し，さらに，締め切り日および返送方法を基準に，151 社のサンプルに

バイアスが存在しているのかを検証した結果，151 のサンプルは研究対象をよく代表し

ているといえる。 

 

 表 5.16 有効回答数の詳細 

 2016/7/29 までの返送 2016/9/16 までの返送 合計 

郵送にて返送 86 17 103 

E-mail にて返送 33 15 48 

合計 119 32 151 

 

表 5.17 締め切り前後の有効回答企業の規模変数によるバイアスの検定 

 締め切り前に

回収した企業

平均値 

(n=119) 

締め切り後に

回収した企業

平均値 

(n=32) 

平均値の差 
Mann-Whitney 

U test 

従業員数(人) 2783.0 3967.8 -1184.8 Z= -0.769 (p=0.442) 

売上高(百万円) 355595.8 392471.1 -36875.3 Z= -0.196 (p=0.845) 

 

表 5.18 返送企業ごとの有効回答企業の規模変数によるバイアスの検定 

 郵送 

平均値 

(n=103) 

E-mail 

平均値 

(n=48) 

平均値の差 
Mann-Whitney 

U test 

従業員数(人) 2921.1 3276.4 -355.3 Z= -1.946 (p=0.052) 

売上高(百万円) 350237.3 391677.6 -41440.3 Z= -1.682 (p=0.093) 

 



 

79 

 

5.4.2 各変数の記述統計量 

（１）制度的プレッシャーの記述統計量 

 表 5.19 は，制度的プレッシャーに関する質問項目の記述統計量を表したものである。

各制度的プレッシャーの全体平均は，強制的プレッシャーが 5.28，模倣的プレッシャ

ーが 4.51，規範的プレッシャーが 4.95 で，強制的，規範的，模倣的プレッシャーの順

に高いことが示された。また，規範的③の項目「専門家によるアドバイス(5.62)」，強制

的①の項目「CSR 関連の法律および規制(5.61)」，規範的⑦の項目「顧客および取引先

からの CSR 活動の要請(5.42)」，規範的④の項目「企業理念における CSRの強調(5.30)」

の順に平均が高くなっている。各制度的プレッシャーの全体平均は，7 点尺度の中央値

である 4 点より高い値が示されており，全体的に 151 社のサンプル企業では，CSR マ

ネジメントへの取り組みに強制的プレッシャーの影響を最も強く受けていると考えら

れる。 

 

表 5.19 制度的プレッシャーの記述統計量 

変数 最小値 最大値 平均 標準偏差 

制度的 

プレッシャー 

強制的① 1.0 7.0 5.61 1.36 

強制的② 1.0 7.0 5.02 1.55 

強制的③ 1.0 7.0 5.20 1.57 

強制的(全体) 1.0 7.0 5.28 1.29 

模倣的① 1.0 7.0 4.56 1.36 

模倣的② 1.0 7.0 4.46 1.30 

模倣的(全体) 1.0 7.0 4.51 1.26 

規範的① 1.0 7.0 4.55 1.24 

規範的② 1.0 7.0 4.66 1.54 

規範的③ 1.0 7.0 5.62 1.50 

規範的④ 1.0 7.0 5.30 1.39 

規範的⑤ 1.0 7.0 4.55 1.55 

規範的⑥ 1.0 7.0 4.57 1.41 

規範的⑦ 1.0 7.0 5.42 1.44 

規範的(全体) 1.0 7.0 4.95 1.12 

【注】下線で表示されている項目は，天井効果22があると判断される項目である。 

                                              
22 天井効果(ceiling effect)とは，通常正規分布するはずの統計量が，最大値に偏ってしまう現象をいう。
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（２）SMCS の記述統計量 

表 5.20 は，SMCS に関する質問項目の記述統計量を表したものである。SMCS を構

成するそれぞれのコントロール・システムの全体平均は，信条システムが 5.44，境界

システムが 5.22，診断的コントロール・システムが 4.63，インタラクティブ・コント

ロール・システムが 4.51 で，信条システム，境界システム，診断的コントロール・シ

ステム，インタラクティブ・コントロール・システムの順に高いことが示された。また，

信条①の項目「当社の企業理念では，CSR に関する価値観を従業員に伝えている(5.81)」，

信条②の項目「経営者は，CSR に関する価値観を従業員に伝えている(5.62)」，診断的

④の項目「CSR 活動の成果を組織内外に報告している(5.55)」，境界③の項目「当社で

は，従業員に回避すべき CSR 関連リスク(例えば，不公正な取引，環境法違反等)を周

知するシステムが構築されている(5.50)」，信条③の項目「当社では社内研修および社内

教育を通じて，CSR に関する価値観を従業員に伝えている(5.40)」などの順に平均が高

くなっている。各コントロール・システムの全体平均は，7 点尺度の中央値である 4 点

より高い値が示されており，151 社のサンプル企業では，自社の CSR に関する価値観，

信念などを社内に展開するために，信条システムが最も活用されていることが確認され

た。一方で，信条⑥の項目「業績評価および報酬システムに CSR 関連指標が含まれて

いる(3.17)」は最も低い値が確認され，ほとんどの企業では，まだ企業の CSR 活動と

業績評価システムおよび報酬システムが連携されていないことを反映しているのであ

る。 

 

（３）組織ケイパビリティの記述統計量 

表 5.21 は，組織ケイパビリティに関する質問項目の記述統計量を表したものである。

組織ケイパビリティを構成する組織学習とイノベーションの全体平均は，それぞれ 5.23，

4.42 で，CSR 経営の実行においては，組織学習がイノベーションよりも高い平均値が

見られた。また，組織学習①の項目「CSR 活動を社内に展開するために組織学習は重

要である(5.60)」，組織学習②の項目「CSR 成果を向上させるために組織学習は重要で

ある(5.56)」の順に平均が高くなっているが，イノベーション①の「CSR 活動において，

新しいアイデアを出した従業員にインセンティブ(褒賞)を与えている」項目は，最も低

                                                                                                                                    
例えば，7 点尺度の質問で，ほとんどの回答が 7(最大値)の場合これに当てはまる。 天井効果は，「平均＋

標準偏差」で測定し，この値が最大値を超えると，天井効果ありと判断される。これに対して，正規分布

するはずの統計量が，最小値に偏ってしまう現象を床効果(floor effect)といい，「平均－標準偏差」で測定

する。 



 

81 

 

い平均値が確認された。151 社のサンプル企業では，CSR 経営を実行させるために組

織学習およびイノベーションをよく活用しているが，企業の CSR 活動におけるイノベ

ーションがインセンティブ・システムに連携されている企業はまだ少ないことを示唆し

た。 

 

表 5.20 SMCS の記述統計量 

変数 最小値 最大値 平均 標準偏差 

SMCS 

信条① 1.0 7.0 5.81 1.22 

信条② 1.0 7.0 5.62 1.36 

信条③ 1.0 7.0 5.40 1.50 

信条④ 1.0 7.0 5.39 1.48 

信条⑤ 1.0 7.0 4.99 1.35 

信条(全体) 1.6 7.0 5.44 1.15 

境界① 1.0 7.0 5.26 1.69 

境界② 1.0 7.0 5.01 1.91 

境界③ 1.0 7.0 5.50 1.62 

境界④ 1.0 7.0 5.11 1.45 

境界(全体) 1.0 7.0 5.22 1.45 

診断的① 1.0 7.0 5.05 1.85 

診断的② 1.0 7.0 4.38 1.98 

診断的③ 1.0 7.0 4.79 1.92 

診断的④ 1.0 7.0 5.55 1.66 

診断的⑤ 1.0 7.0 4.85 1.90 

診断的⑥ 1.0 7.0 3.17 1.79 

診断的(全体) 1.0 7.0 4.63 1.56 

インタラクティブ① 1.0 7.0 5.07 2.07 

インタラクティブ② 1.0 7.0 3.90 2.09 

インタラクティブ③ 1.0 7.0 4.62 1.57 

インタラクティブ④ 1.0 7.0 4.54 1.68 

インタラクティブ⑤ 1.0 7.0 4.62 1.53 

インタラクティブ⑥ 1.0 7.0 4.32 1.71 

インタラクティブ（全体） 1.0 7.0 4.51 1.50 

【注】下線で表示されている項目は，天井効果があると判断される項目である。 
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表 5.21 組織ケイパビリティの記述統計量 

変数 最小値 最大値 平均 標準偏差 

組織 

ケイパビリティ 

組織学習① 1.0 7.0 5.63 1.29 

組織学習② 1.0 7.0 5.58 1.27 

組織学習③ 1.0 7.0 4.64 1.28 

組織学習④ 1.0 7.0 5.22 1.38 

組織学習(全体) 1.0 7.0 5.27 1.11 

イノベーション① 1.0 7.0 3.33 1.74 

イノベーション② 1.0 7.0 4.07 1.42 

イノベーション③ 1.0 7.0 4.95 1.31 

イノベーション④ 1.0 7.0 5.06 1.16 

イノベーション⑤ 1.0 7.0 4.57 1.30 

イノベーション(全体) 1.0 7.0 4.40 1.07 

 

（４）組織パフォーマンスの記述統計量 

 表 5.22 は，2016 年 11 月に東洋経済新報社が発行した「2017 年版 CSR 企業総覧」

に掲載されている，成長性，収益性，安定性の 3 つの財務パフォーマンスと，人材活用，

環境，社会性の 3 つの CSR パフォーマンスの記述統計量を表したものである。財務パ

フォーマンスを構成する，成長性，収益性，安定性の平均は，それぞれ 74.92，82.79，

79.45 で，収益性，安定性，成長性の順に高くなっている。また，CSR パフォーマンス

を構成する，人材活用，環境，社会性の平均は，それぞれ 67.78，72.22，70.75 で，環

境，社会性，人事活用の順に高くなっている。 

 一方，本調査の組織パフォーマンス変数として使用される，財務パフォーマンス，

CSR パフォーマンスは，成長性，収益性，安定性，人材活用，環境，社会性の観測変

数により作られる潜在変数(latent variable)23ではなく，成長性，収益性，安定性の 3

つの項目による 300 点満点の財務パフォーマンスの合計と，人材活用，環境，社会性

の 3 つの項目による 300 点満点の CSR パフォーマンス合計の観測変数(observed 

variable)として測定する。本調査で使用される，財務パフォーマンス(合計)，CSR パフ

ォーマンス(合計)の平均は，それぞれ 237.17，210.75 で，151 社のサンプル企業は，

全体的に CSR パフォーマンスより財務パフォーマンスが高く評価されている。 

 

                                              
23 一般的に構造方程式モデルは，直接に測定される観測変数，観測変数により間接的に測定される潜在変

数，測定誤差(measurement error)，構造誤差(structural error)で構成される(小塩, 2015)。 
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表 5.22 組織パフォーマンスの記述統計量 

変数 最小値 最大値 平均 標準偏差 

組織 

パフォーマンス 

財務①(成長性) 50.0 100.0 74.92 7.74 

財務②(収益性) 67.4 88.2 82.79 1.87 

財務③(安定性) 50.0 97.2 79.45 9.22 

財務パフォーマンス合計 177.8 279.7 237.17 13.57 

CSR①(人材活用) 24.0 95.3 67.78 18.51 

CSR②(環境) 20.0 98.6 72.22 20.03 

CSR③(社会性) 20.1 98.7 70.75 15.03 

CSR パフォーマンス合計 106.5 286.2 210.75 48.65 

 

 

5.4.3 測定変数の信頼性と妥当性の検討 

（１）測定変数の信頼性の検討 

 信頼性とは，測定しようとする対象や現象を正確に測定しているのか，すなわち測定

結果の正確性を意味するものである(浦上・脇田, 2014, p.49)。ある測定対象を繰り返し

測定した場合，その測定結果が同じであれば正確な測定ができているということが，信

頼性を表すのである。また，信頼性は，1 つの変数に含まれる複数の質問項目が，全て

同様なものを測定しているのかどうかという内的整合性や内部一貫性などと呼ばれる

(浦上・脇田, 2014, p.49)。このように，社会科学では，信頼性の分析を通じて，質問票

の内的整合性を評価する。本論文では，信頼性を検討するために，社会科学研究でよく

使用される Cronbach’s α で評価する。この指標は，値が大きいほど信頼性が高いこと

を示しているが，心理測定尺度の場合，0.8 を超えていれば信頼性が高いと解釈できる

(浦上・脇田, 2014, p.50)。表 5.23 に要約されたように，「2017 年版 CSR 企業総覧」の

財務・CSR データを使って測定した，財務パフォーマンスと CSR パフォーマンス以外

の変数では，Cronbach’s α が 0.8 以上であるため，本論文で使用する全ての変数は信頼

性が確保された。 
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表 5.23 測定変数の信頼性 

変数 質問項目数 Crobach’s α 

制度的 

プレッシャー 

強制的プレッシャー 3 0.832 

模倣的プレッシャー 2 0.890 

規範的プレッシャー 7 0.891 

SMCS 

信条システム 5 0.888 

境界システム 4 0.888 

診断的コントロール・システム 6 0.916 

インタラクティブ・コントロール・システム 6 0.915 

組織 

ケイパビリティ 

組織学習 4 0.869 

イノベーション 5 0.825 

組織 

パフォーマンス 

財務パフォーマンス 「2017 年版 CSR 企業総覧」の 

データを使って測定 CSR パフォーマンス 

 

（２）測定変数の妥当性の検討 

妥当性とは，測定したい対象や現象を測定するための適切な測定道具であるかどうか

を意味するものである(浦上・脇田, 2014, p.50)。測定変数の妥当性を検証する際には，

探索的因子分析(Exploratory Factor Analysis)と確認的因子分析(Confirmatory Factor 

Analysis)の 2 つの分析方法が用いられる。探索的因子分析では，測定されたデータが

そこに潜む因子構造を事後的に決定し，これに対して，確認的因子分析では，因子モデ

ルを事前に用意しデータの適合度を評価する。つまり，探索的因子分析は測定データか

ら導出されたモデルを帰納的に理由付けし，確認的因子分析は事前に仮説としてもって

いる構造を演繹的に理由付けするのである(グリム・ヤーノルド, 2016, pp.102-103)。し

かし，実際に 2 つの技術は補完し合いながらよく一緒に用いられる(グリム・ヤーノル

ド, 2016, p.103)。 

特に，本論文の質問票には，管理会計分野の MCS 概念を用いて，CSR 経営における

SMCS の活用を測定しており，第 4 章の事例企業のインタビュー結果を反映された質

問項目のように，先行研究には存在しない質問項目も含まれているため，測定されるデ

ータから事後的に分類される因子を確認し，測定変数の妥当性を検討する必要がある。

そこで，まず，本論文では，因子抽出法として，主成分分析，主因法，最小 2 乗法，最

尤法などの方法の中で「主成分分析」を，回転法としては，バリマックス，プロマック

ス，直接オブリミン法などの方法の中で「バリマックス法」を選択して探索的因子分析



 

85 

 

を行った24。そこで，因子負荷量(factor loading)が低い場合，または異なる概念の質問

項目が同じ因子に分類される場合などは，それらの項目を除去して，改めて因子分析を

行った。探索的因子分析で，それぞれの因子に対する検討は，固有値(eigenvalue)が 1.0

以上であるか，各項目の因子負荷量が 0.3 以上25であるかを確認して(今野, 2015, p.186)，

そのデータを仮説検証に使用した。 

最初の制度的プレッシャーの因子分析では，規範的プレッシャーに関する項目の中，

天井効果が見られた規範的③と，違う概念に帰属された規範的④，規範的⑦の項目は削

除して，改めて因子分析を実施した。その結果を示したのが，表 5.24 である。表 5.24

の制度的プレッシャーの探索的因子分析の結果をみると，それぞれの強制的(①～③)，

模倣的(④～⑤)，規範的プレッシャー(①, ②, ⑤, ⑥)に関する 3つの因子の固有値が 1.0

以上であり，各項目の因子負荷量も全て 0.6 以上であった。また，分散の累積も 77.087%

であったため，因子選択による情報の損失は少ないと評価できる。探索的因子分析の結

果，制度的プレッシャーの構成概念の妥当性は確保された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                              
24 主成分分析(Principal Component Analysis)は，測定道具の概念妥当性を検証するために，多くの測定

変数をいくつかの因子に分類できる方法であり，バリマックス法(varimax rotation)は，測定項目関の相互

独立性に維持させる方法である。SPSS で探索的因子分析を行った本論文では，因子の抽出法と因子軸の

回転法として，主成分分析とバリマック法を使用した。 
25 因子負荷量の値が大きいほど，因子と測定変数関の強い関係性があり，一般的に 0.6 以上で高く，0.3

未満で低いとみなされる(今野, 2015, p.186)。 
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表 5.24 制度的プレッシャーの探索的因子分析 

測定項目 
回転後の成分行列 修正後の

Crobach’s α 因子 1 因子 2 因子 3 

強制的① 0.844 0.355 0.132 

0.832 強制的② 0.629 0.318 0.424 

強制的③ 0.789 0.131 0.385 

模倣的① 0.344 0.855 0.208 
0.890 

模倣的② 0.223 0.841 0.355 

規範的① 0.388 0.352 0.668 

0.843 
規範的② 0.427 0.200 0.740 

規範的⑤ 0.144 0.409 0.678 

規範的⑥ 0.193 0.136 0.805 

固有値(eigenvalue) 2.289 2.033 2.616  

説明された分散 25.435 22.588 29.064 

説明された分散の累積 77.087 

【注】質問項目の除外した後，Cronbach’s α 係数が変わった場合は下線で表示した。 

 

SMCS の探索的因子分析では，理論の通りに全ての項目が，信条システム，境界シ

ステム，診断的コントロール・システム，インタラクティブ・コントロール・システム

の 4 つの因子によく帰属された。しかし，信条①，境界③，診断④，インタラクティブ

①の項目に天井効果が見られたため，これらの項目を削除して，改めて因子分析を実施

した。その結果を示したのが，表 5.25 である。それぞれの信条システム(②～⑤)，境界

システム(①～②，④)，診断的コントロール・システム(①～③，⑤～⑥)，インタラク

ティブ・コントロール・システム（②～⑥）に関する 4 つの因子の固有値は全て 1.0 以

上であり，各項目の因子負荷量も全て 0.5 以上で，インタラクティブ②の項目以外の全

ての項目が 0.6 以上であった。また，分散の累積も 76.606%であったため，因子選択に

よる情報の損失は少ないと評価できる。探索的因子分析の結果，SMCS の構成概念の

妥当性は確保された。 
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表 5.25 SMCS の探索的因子分析 

測定項目 
回転後の成分行列 修正後の

Crobach’s α 因子 1 因子 2 因子 3 因子 4 

信条② 0.818 0.100 0.246 0.254 

0.875 
信条③ 0.666 0.408 0.207 0.242 

信条④ 0.632 0.055 0.193 0.332 

信条⑤ 0.813 0.134 0.202 0.312 

境界① 0.389 0.621 0.419 0.159 

0.846 境界② 0.353 0.808 0.193 0.163 

境界④ 0.481 0.624 0.351 0.087 

診断的① 0.374 0.343 0.683 0.293 

0.913 

診断的② 0.248 0.201 0.818 0.237 

診断的③ 0.246 0.192 0.817 0.294 

診断的⑤ 0.231 0.165 0.730 0.402 

診断的⑥ 0.179 0.053 0.657 0.233 

インタラクティブ② 0.030 0.460 0.300 0.563 

0.908 

インタラクティブ③ 0.341 0.110 0.355 0.798 

インタラクティブ④ 0.241 0.225 0.300 0.772 

インタラクティブ⑤ 0.383 0.092 0.259 0.769 

インタラクティブ⑥ 0.333 0.154 0.409 0.710 

固有値(eigenvalue) 3.854 1.870 3.825 3.474  

説明された分散 22.670 10.998 22.500 20.438 

説明された分散の累積 76.606 

【注】質問項目の除外した後，Cronbach’s α 係数が変わった場合は下線で表示した。 

 

組織ケイパビリティの探索的因子分析は，理論の通りに全ての項目が，組織学習，イ

ノベーションの 2 つの因子によく帰属された。その結果を示したのが，表 5.26 である。

表 5.26 の組織ケイパビリティの探索的因子分析の結果をみると，それぞれの組織学習

(①～④)，イノベーション(①～⑤)に関する 2 つの因子の固有値は全て 1.0 であり，各

項目の因子負荷量も全て 0.6 以上であった。また，分散の累積も 67.420%であったため，

因子選択による情報の損失は少ないと評価できる。探索的因子分析の結果，組織ケイパ

ビリティの構成概念の妥当性も確保された。 
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表 5.26 組織ケイパビリティの探索的因子分析 

測定項目 
回転後の成分行列 修正後の

Crobach’s α 因子 1 因子 2 

組織学習① 0.918 0.204 

0.869 
組織学習② 0.919 0.207 

組織学習③ 0.687 0.182 

組織学習④ 0.698 0.365 

イノベーション① 0.092 0.647 

0.825 

イノベーション② 0.226 0.838 

イノベーション③ 0.269 0.707 

イノベーション④ 0.526 0.605 

イノベーション⑤ 0.283 0.834 

固有値(eigenvalue) 3.135 2.933  

説明された分散 34.834 32.586 

説明された分散の累積 67.420 

 

 

5.4.4 研究仮説の検証 

（１）測定モデルの検証 

 次に，分析モデルを構成する測定変数に対する「収束的妥当性」を検討するために，

確認的因子分析を行った。収束的妥当性は，同じ構成概念を測定するいくつかの尺度の

一致や収束の程度である。同じものを測定していると考えられる尺度は，同じ概念を妥

当に測定しているならば，高い相関を示すはずである(グリム・ヤーノルド, 2016)。確

認的因子分析では，全ての尺度に収束性あるかという仮説を検定することができ，その

適合度を，収束的妥当性に欠如しているモデルと比較することも可能であるため，確認

的因子分析は，収束的妥当性を検定するのに非常に優れている手法である(グリム・ヤ

ーノルド, 2016)。 

 収束的妥当性を検定する方法には，標準化された因子負荷量(standardized factor 

loading)，AVE (Average Variance Extracted, 平均分散抽出 )，C.R. (Construct 

Reliability, 概念信頼度)で分析する。一般的に因子負荷量は 0.5 以上，AVEは 0.5 以上，

C.R.は 0.7 以上であれば，収束的妥当英があると判断される(Fornell and Larcker, 

1981; Hair et al., 2014)。表 5.27 は，測定モデルの収束的妥当性を検定した結果である。

全ての変数は基準値を超えているため，収束的妥当性は確保された。 
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表 5.27 測定変数の収束的妥当性の検証結果 

変数 質問項目数 Cronbach’ α AVE C.R. 

制度的 

プレッシャー 

強制的プレッシャー 3 0.832 0.629 0.836 

模倣的プレッシャー 2 0.890 0.813 0.897 

規範的プレッシャー 4 0.843 0.582 0.846 

SMCS 

(Second-Order Factor) 
17 0.952 0.728 0.914 

組織 

ケイパビリティ 

組織学習 4 0.869 0.635 0.864 

イノベーション 5 0.825 0.535 0.848 

 

特に，本論文では，SMCS を，信条システム，境界システム，診断的コントロール・

システム，インタラクティブ・コントロール・システムの 4 つのコントロール・システ

ムで構成される，パッケージとして捉える。そのため，パッケージとしてのエコ・コン

トロールを研究対象にした Journeault (2016)と同様に，SMCS に対しては 2 次確認的

因子分析(Second-Order Factor Analysis)を，他の変数に対しては 1 次確認的因子分析

(First-Order Factor Analysis)を行った。その結果，学習組織③の項目は，標準係数が

0.5 未満，または R²が 0.3 未満であったので，本論文では，モデル全体の適合度の改善

を図るために，学習組織③の項目を除去した。 

測定モデルの適合度は，χ²/df (Normed χ²)，IFI (Incremental Fit Index)，TLI 

(Turker-Lewis Index)，CFI (Comparative Fit Index)，RMSEA (Root Mean Square 

Error of Approximation)で分析した。一般的に，χ²/df は 2.0~3.0 以下，IFI は 0.9 以

上，TLI は 0.9 以上，CFI は 0.9 以上，RMSEA は 0.1 以下であれば，モデルは適合で

あると判断できる(Journeault, 2016; 豊田, 2014)。表 5.28～表 5.30 は，それぞれ変数

の測定モデルに対する確認的因子分析の結果である。全ての測定モデルは適合度が充た

されたため，以下では，確認的認識分析を通じて収束的妥当性が確認された変数を用い

て，研究仮説の検証を行う。 
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表 5.28 制度的プレッシャーの確認的因子分析 

変数 
初期モデル 

標準係数 R² 

制度的 

プレッシャー 

強制的① 0.797 0.442 

強制的② 0.797 0.635 

強制的③ 0.785 0.635 

模倣的① 0.929 0.616 

模倣的② 0.873 0.863 

規範的① 0.831 0.763 

規範的② 0.863 0.691 

規範的⑤ 0.671 0.745 

規範的⑥ 0.665 0.450 

モデル 

適合度 

χ²/df 43.983/22=1.999 (p=0.005) 

RMSEA 0.082 

IFI 0.974 

TLI 0.957 

CFI 0.974 
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表 5.29 SMCS の確認的因子分析(Second-Order Factor Analysis) 

変数 
初期モデル 

標準係数 R² 

SMCS 

信条② 0.890 0.792 

信条③ 0.822 0.676 

信条④ 0.658 0.432 

信条⑤ 0.853 0.728 

境界① 0.870 0.757 

境界② 0.702 0.493 

境界④ 0.891 0.793 

診断的① 0.879 0.773 

診断的② 0.870 0.758 

診断的③ 0.915 0.838 

診断的⑤ 0.857 0.735 

診断的⑥ 0.600 0.360 

インタラクティブ② 0.628 0.394 

インタラクティブ③ 0.946 0.895 

インタラクティブ④ 0.847 0.718 

インタラクティブ⑤ 0.891 0.794 

インタラクティブ⑥ 0.857 0.735 

モデル 

適合度 

χ²/df 208.311/112=1.860(p<0.001) 

RMSEA 0.076 

IFI 0.956 

TLI 0.946 

CFI 0.955 
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表 5.30 組織ケイパビリティの確認的因子分析 

変数 
初期モデル 修正モデル 

標準係数 R² 標準係数 R² 

組織 

ケイパビリティ 

組織学習① 0.982 0.964 0.978 0.957 

組織学習② 0.988 0.976 0.992 0.984 

組織学習③ 0.466 0.217 － － 

組織学習④ 0.617 0.380 0.616 0.380 

イノベーション① 0.557 0.308 0.571 0.329 

イノベーション② 0.802 0.642 0.688 0.473 

イノベーション③ 0.670 0.448 0.725 0.526 

イノベーション④ 0.726 0.527 0.839 0.703 

イノベーション⑤ 0.881 0.776 0.768 0.590 

モデル 

適合度 

χ²/df 54.026/23=2.349 (p<0.001) 39.609/17=2.330 (p<0.001) 

RMSEA 0.095 0.094 

IFI 0.968 0.975 

TLI 0.949 0.958 

CFI 0.967 0.975 

 

（２）分析モデルの検証 

 本論文では，構造方程式モデルの標準係数を使って仮説検証を行う。「t-value」は，

ブートストラップ法(bootstrapping)26によるサーブサンプリング(500 個)を生成して計

算された(Hall, 2008)。ブートストラップ法は，主に構造方程式モデルで標準係数の有

意性を評価するために用いられる方法である(Tenenhaus et al., 2005)。また，構造方程

式モデルによる分析モデルに対する適合度は，測定モデルと同様に，χ²/df，IFI，TLI，

CFI，RMSEA のような指標を使って検定した。 

その結果， χ²/df=(892.997/564)=1.583(p<0.001)，RMSEA=0.062， IFI=0.926，

TLI=0.916，CFI=0.925 のように，それぞれの指標の基準値を充たしたため，本論文の

分析モデルは全体的に適合であると判断できる。次に，構造方程式モデルを使って，研

究仮説の検証を行った。その結果が，表 5.31 と表 5.32 であり，それを図に表したのが

図 5.3 である。以下では，表 5.31，表 5.32 と図 5.3 を参考にしながら，研究仮説の分

析結果を述べる。 

                                              
26  ブートストラップ法は，サンプルからさらなるサンプルを得ることができる，リサンプリング

(resampling)手法の 1 つとして，サンプルの重複を許し，これを何度も繰り返すことで，母集団の性質を

推定できる方法である(豊田, 2014)。 
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表 5.31 分析結果および仮説検証 

仮説 因果関係 標準係数 標準誤差 t-value 仮説採択 

仮説 1-1 強制的プレッシャー ⇒ SMCS 0.481 0.204 2.456** 採択 

仮説 1-2 模倣的プレッシャー ⇒ SMCS 0.002 0.110 0.022 棄却 

仮説 1-3 規範的プレッシャー ⇒ SMCS 0.376 0.238 2.095** 採択 

仮説 2-1 SMCS ⇒ CSRパフォーマンス 0.676 5.842 4.447*** 採択 

仮説 2-2 SMCS ⇒ 財務パフォーマンス 0.015 2.015 0.080 棄却 

仮説 2-3 CSRパフォーマンス ⇒ 財務パフォーマンス 0.182 0.030 1.682* 採択 

仮説 3-1 SMCS ⇒ 組織学習 0.646 0.096 6.787*** 採択 

仮説 3-2 SMSC ⇒ イノベーション 0.745 0.104 5.084*** 採択 

仮説 4-1 組織学習 ⇒ CSRパフォーマンス 0.066 3.380 0.739 棄却 

仮説 4-2 組織学習 ⇒ 財務パフォーマンス 0.212 1.136 1.985** 採択 

仮説 4-3 イノベーション ⇒ CSRパフォーマンス -0.083 6.297 -0.714 棄却 

仮説 4-4 イノベーション ⇒ 財務パフォーマンス -0.062 2.122 -0.446 棄却 

【注】  * p<0.1,  ** p<0.05,  *** p<0.01 

 

表 5.32 SMCS の組織パフォーマンスへの間接的な影響 

仮説 因果関係 直接効果 間接効果 総効果 
Sobel- 

test(Z)27 

仮説 2-3 SMCS ⇒ CSRパフォーマンス ⇒ 財務パフォーマンス 0.015 0.123 0.138 1.972** 

仮説 5-1 SMCS ⇒ 組織学習 ⇒ CSRパフォーマンス 0.676 － － － 

仮説 5-2 SMCS ⇒ 組織学習 ⇒ 財務パフォーマンス 0.015 0.137 0.152 1.982** 

仮説 5-3 SMCS ⇒ イノベーション ⇒ CSRパフォーマンス 0.676 － － － 

仮説 5-4 SMCS ⇒ イノベーション ⇒ 財務パフォーマンス 0.015 － － － 

【注】  * p<0.1,  ** p<0.05,  *** p<0.01 

 

 

 

 

                                              
27 結果が，+1.96 > Z または -1.96 < Z であれば，媒介効果は有効である(Baron and Kenny, 1986)。 
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【注】 X²/df=892.997/564=1.583(p<0.001); RMSEA=0.062; IFI=0.926; TLI=0.916; CFI=0.925 

   * p<0.1,  ** p<0.05,  *** p<0.01 

図 5.3 構造方程式モデルによる分析結果 

 

まず，制度的プレッシャーが SMCS の活用に及ぼす影響を検証するために，以下の

ように仮説 1 が設定された。 

 

仮説 1．制度的プレッシャーを強く認識している企業ほど，SMCS をより積極的に活用

する。 

 仮説 1-1 強制的プレッシャーを強く認識している企業ほど，SMCS をより積極的に

活用する。 

 仮説 1-2 模倣的プレッシャーを強く認識している企業ほど，SMCS をより積極的に

活用する。 

 仮説 1-3 規範的プレッシャーを強く認識している企業ほど，SMCS をより積極的に 

活用する。 

 

仮説 1 に関連した標準係数を表 5.31 と図 5.3 から確認すると，強制的プレッシャー

と SMCS 活用の関係は仮説 1.1 の通りに正の関係が見られ，CSR 関連法律，規制，国

際基準のような強制的プレッシャーを強く認識している企業が，CSR 経営を効果的か

つ効率的に実行できる SMCS をより積極的に活用するという仮説 1.1 は採択された(標
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準係数 0.481，t-value 2.456，p<0.05)。次に，模倣的プレッシャーと SMCS の活用の

関係には有意な結果が見られなかったため，競争他社の CSR 関連技術や知識への学習

のような模倣的プレッシャーを強く認識している企業が，SMCS をより積極的に活用

するという仮説 1.2 は棄却された。最後に，規範的プレッシャーと SMCS 活用の関係

には仮説 1.3 の通りに正の関係が見られ，外部専門家による CSR 関連の経験および知

識の教育，企業外部ネットワークにおける CSR 価値の社内への展開などの規範的プレ

ッシャーを強く認識している企業が，SMCS をより積極的に活用するという仮説 1.3

は採択された(標準係数 0.376，t-value 2.095，p<0.05)。 

既存の先行研究は異なり，本調査では，企業の環境的活動だけでなく社会的活動も同

時に考慮した SMCS に焦点を当て分析を行ったが，強制的プレッシャーおよび規範的

プレッシャーが，企業の環境経営(Boiral and Henri, 2012)や，環境管理システム(Phan 

and Boird, 2015)に正の影響を与えることが示された先行研究の結果と同様に，本調査

の結果においても，強制的プレッシャーおよび規範的プレッシャーが企業の SMCS 活

用に正の影響を与えることが確認された。以上の仮説 1 の検証結果により，日本企業で

は，競争他社の影響による模倣的プレッシャーよりも，CSR 関連法律，規制，国際基

準のような強制的プレッシャーや，企業外部の CSR 関連専門家やステイクホルダーの

影響などの規範的プレッシャーをより強く認識して，CSR 経営を効率的に実行できる

SMCS を積極的に活用しているといえる。 

次に，信条システム，境界システム，診断的コントロール・システム，インタラクテ

ィブ・コントロール・システムを同時に活用することが，企業の財務，CSR パフォー

マンスの向上を促進させるのかとともに，CSR パフォーマンスを通じた，SMCS 活用

の財務パフォーマンスの向上への間接的な効果 (SMCS 活用と財務パフォーマンスの

間で CSR パフォーマンスの媒介効果) を同時に検証するために，以下のように仮説 2

を設定した。 

 

仮説 2．SMCS の活用は，組織パフォーマンスを向上させる。 

 仮説 2-1 SMCS の活用は，企業の CSR パフォーマンスを向上させる。 

 仮説 2-2 SMCS の活用は，企業の財務パフォーマンスを向上させる。 

 仮説 2-3 SMCS の活用は，企業の CSR パフォーマンスを通じて，間接的に 

企業の財務パフォーマンスを向上させる。 
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 仮説 2 に関連した標準係数を表 5.31 と図 5.3 から確認すると，まず，企業の SMCS

活用と CSR パフォーマンスの関係は仮説 2.1 の通りに正の関係が見られ，SMCS を構

成するそれぞれのコントロール・システムを同時に活用することが，CSR パフォーマ

ンスを向上させるという仮説2.1は採択された(標準係数0.676，t-value 5.842，p<0.01)。

これに対して，SMCS 活用の財務パフォーマンスへの直接的な影響は有意な結果が見

られなかったため，企業の SMCS 活用が財務パフォーマンスを向上させるという仮説

2.2 は棄却された。しかしながら，表 5.32 と図 5.3 の結果により，CSR パフォーマン

スを媒介とする，企業の SMCS 活用の財務パフォーマンスへの間接的な影響は仮説 2.3

の通りに有意な結果が見られたため，企業の SMCS 活用は，CSR パフォーマンスを通

じて，間接的に企業の財務パフォーマンスを向上させるという仮説 2.3 は採択された(間

接効果の標準係数 0.123，Sobel-test による Z 値281.972，p<0.05)。 

 先行研究では，企業の環境経営において，EMCS およびエコ・コントロールの財務

パフォーマンスへの直接的な影響と，環境パフォーマンスを媒介とする，EMCS およ

びエコ・コントロールの財務パフォーマンスへの間接的な影響が示されている(Henri 

and Journeault, 2010; Journeault, 2016; Judge and Douglas, 1998; Klassen and 

Whybark, 1999; Lisi, 2015; Wisner et al., 2006)。本論文では，CSR 経営の効率的な実

行のために活用される SMCS を研究対象にしたが，先行研究と同様に，CSR 経営のた

めに活用される SMCS が，CSR パフォーマンスに直接的に影響を与えることと，さら

に CSR パフォーマンスの向上を媒介とする，SMCS の財務パフォーマンスへの間接的

な影響が検証された。特に，本論文では，SMCS 活用と CSR パフォーマンスの強い因

果関係により，複数のコントロール・システムを同時に活用することが，高い CSR パ

フォーマンスを上げられると推定できる。 

企業の SMCS 活用と組織パフォーマンスの関係に加えて，SMCS 活用と組織ケイパ

ビリティの関係を検証するために，以下のように仮説 3 を設定した。 

 

仮説 3．SMCS の活用は，CSR 経営における組織ケイパビリティを強化させる。 

 仮説 3-1 SMCS の活用は，CSR 経営における組織学習を強化させる 

 仮説 3-2 SMCS の活用は，CSR 経営におけるイノベーションを強化させる。 

 

                                              
28 Sobel-test は間接効果の標準誤差比率である Z 統計量を計算して有意性を判断する。Sobel-test による

Z 統計量が，基準値である 1.96 を超え，1.972 であったため，CSR パフォーマンスの向上は，SMCS の活

用と財務パフォーマンスの関係を媒介すると判断できる(Sobel, 1982)。 
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仮説 3 に関連した標準係数を表 5.31 と図 5.3 から確認すると，まず，企業の SMCS

活用とCSR経営における組織学習の関係は仮説 3.1の通りに正の関係が見られ，SMCS

を構成するぞれぞれのコントロール・システムを同時に活用することが，CSR 経営に

おける組織学習を強化させるという仮説 3.1 は採択された(標準係数 0.646，t-value 

6.787，p<0.01)。さらに，SMCS の活用と CSR 経営におけるイノベーションの関係は

仮説 3.2 の通りに正の関係が見られ，SMCS の活用が，CSR 経営におけるイノベーシ

ョンを強化させるという仮説3.2も採択された(標準係数0.745，t-value 5.804，p<0.01)。 

MCS に関する先行研究では，MCS，EMCS，エコ・コントロールの活用が，組織学

習，イノベーション，市場志向性，企業家精神などの組織ケイパビリティを強化させる

という結果が示されてきたが(Bedford, 2015; Henri, 2006; Simons, 1995; Teece et al., 

1997; Journeault, 2016; Widener, 2007)，SMCS の活用と CSR 経営における組織ケイ

パビリティの関係を分析対象とした研究はほとんど行われていない。これに対して，本

論文では，SMCS 活用と組織ケイパビリティの関係を検証した結果，複数のコントロ

ール・システムを同時に活用することが，CSR 関連の組織学習およびイノベーション

を強化させるという結果が見られた。特に，リソースベースドビューの側面では，他社

が容易に模倣できない組織ケイパビリティを，競争優位の源泉として捉えているため，

企業には，組織ケイパビリティの強化を可能にする，効率的な SMCS 活用または SMCS

デザインが必要であろう。 

 リソースベースドビューに基づき，EMCS の活用，組織ケイパビリティ，組織パフ

ォーマンスの関係を分析した Journeault (2016)では，エコ学習，環境イノベーション，

ステイクホルダーへの貢献，環境ビジョンなどの環境経営に関わる組織ケイパビリティ

が，企業の環境パフォーマンスと財務パフォーマンスに正の影響を与えることを検証し

た。また，前述したように，リソースベースドビューに関する先行研究においては，組

織ケイパビリティを競争優位の源泉として捉えているように，本論文では，CSR 経営

における組織学習およびイノベーションのような組織ケイパビリティが，組織パフォー

マンスに影響を及ぼすことを検証するために，以下のように仮説 4 を設定した。 

 

仮説 4．CSR 経営における組織ケイパビリティは，組織パフォーマンスを向上させる。 

 仮説 4-1 CSR 経営における組織学習は，CSR パフォーマンスを向上させる。 

 仮説 4-2 CSR 経営における組織学習は，財務パフォーマンスを向上させる。 

 仮説 4-3 CSR 経営におけるイノベーションは，CSR パフォーマンスを向上させる。 
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 仮説 4-4 CSR 経営におけるイノベーションは，財務パフォーマンスを向上させる。 

 

 仮説 4 に関連した標準係数を表 5.31 と図 5.3 から確認すると，まず，CSR 経営にお

ける組織学習と CSR パフォーマンスの関係は有意な結果が見られなかったため，CSR

経営における組織学習が CSR パフォーマンスを向上させるという仮説 4.1 は棄却され

た。これに対して，CSR 経営における組織学習と財務パフォーマンスの関係からは仮

説 4.2 の通りに正の関係が見られ，CSR 経営における組織学習が財務パフォーマンス

を向上させるという仮説 4.2 は採択された(標準係数 0.212，t-value 1.985，p<0.05)。

一方，CSR 経営におけるイノベーションと CSR パフォーマンス，CSR 経営における

イノベーションと財務パフォーマンスの関係には有意な結果が見られなかったため，

CSR 経営におけるイノベーションが，CSR パフォーマンスおよび財務パフォーマンス

を向上させるという仮説 4.3 と 4.3 は棄却された。 

MCSに関する先行研究において，Bisbe and Otley (2004)およびWidener (2007)は，

組織学習およびイノベーションが財務パフォーマンスに影響を与えることを検証した

が，Henri (2006)は，財務パフォーマンスに対する組織学習，イノベーション，市場志

向性，企業家精神のような組織ケイパビリティの影響を確認できなかった。一方，環境

経営におけるEMCSを研究対象にしたJourneault (2016)では，組織ケイパビリティが，

環境パフォーマンス，財務パフォーマンスの両方に影響を与えることを示された。しか

しながら，CSR 経営における SMCS を研究対象にした本論文では，組織ケイパビリテ

ィの中，組織学習だけが財務パフォーマンスに直接的に影響を及ぼすことが確認された。

組織ケイパビリティの強化に SMCS の活用は有効であることが示されたが(仮説 3)，

CSR 経営において，組織ケイパビリティが CSR パフォーマンスに影響を与えていない

のは，第 4 章の事例研究で述べたように，CSR 経営を実行している企業では，本業を

ベースにした CSR 経営の実行により，CSR パフォーマンスよりも財務パフォーマンス

の向上を優先的に図る可能性があるからである。また，企業が直面している企業環境，

企業が有している経営資源がそれぞれ異なるため，仮説 4 のような結果は，CSR 経営

における組織ケイパビリティと組織パフォーマンスの関係において，企業環境を考慮し

た経営資源の活用が重要であることを示唆するのである。  

 最後に，CSR 経営における SMCS 活用と組織パフォーマンスの関係において，組織

ケイパビリティを媒介とする，組織パフォーマンスへの SMCS 活用の間接的な影響を

検証するために，以下のように仮説 5 を設定した。 
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仮説 5．SMCS の活用は CSR 経営に関する組織ケイパビリティを強化し，間接的に 

組織パフォーマンスを向上させる。 

 仮説 5-1 SMCS の活用は CSR 経営に関する組織学習を強化し，間接的に CSR 

パフォーマンスを向上させる。 

 仮説 5-2 SMCS の活用は CSR 経営に関する組織学習を強化し，間接的に財務 

パフォーマンスを向上させる。 

 仮説 5-3 SMCS の活用は CSR 経営に関するイノベーションを強化し，間接的に 

CSR パフォーマンスを向上させる。 

 仮説 5-4 SMCS の活用は CSR 経営に関するイノベーションを強化し，間接的に 

財務パフォーマンスを向上させる。 

 

 本論文では，SMCS の活用と組織パフォーマンスの関係において，組織ケイパビリ

ティの媒介効果を検証するために，Sobel-test を用いた。その結果を表にしたのが，表

5.32 である。まず，仮説 4 の検証では，組織学習と CSR パフォーマンス(仮説 4.1)，イ

ノベーションと CSR パフォーマンス(仮説 4.3)，イノベーションと財務パフォーマンス

の関係に有意な結果が見られなかったため，その結果により，SMCS の活用が CSR 経

営に関する組織学習を強化し，間接的に CSR パフォーマンスを向上させるという仮説

5.1 と，SMCS の活用が CSR 経営に関するイノベーションを強化し，間接的に CSR パ

フォーマンスおよび財務パフォーマンスを向上させるという仮説 5.3，仮説 5.4 が棄却

された。これに対して，組織ケイパビリティの中，組織学習を媒介とする，SMCS 活

用の財務パフォーマンスへの間接的な影響は仮説5.2の通りに有意な結果が見られたた

め，SMCS の活用が CSR 経営に関するイノベーションを強化し，間接的に財務パフォ

ーマンスを向上させるという仮説 5.2 は採択された(間接効果の標準化係数 0.137，

Sobel-test による Z 値 1.982，p<0.05)。 

この結果により，CSR 経営を実行するための SMCS 活用は直接的に財務パフォーマ

ンスには影響を与えないが，組織学習を媒介した場合，SMCS 活用が財務パフォーマ

ンスに間接的に影響を与えることを明らかにした。日本企業のように，CSR 経営を実

行しはじめた期間が長くない企業では，CSR 経営に従業員を参加させるための SMCS

活用が，本業をベースにした，CSR 経営および活動に関する新しい技術・知識・シス

テムの学習を促進させ，それが本業の財務パフォーマンスの向上を可能としたと解釈で

きる。日本の CSR 企業を研究対象にした本論文では，SMCS 活用による組織学習の強
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化が，財務パフォーマンスの向上に影響を与えることが示されたように，CSR 経営に

おける組織学習は，リソースベースドビューに関する先行研究で主張した，マーケット

における競争優位の源泉として考えられる。 

 

 

 

5.5 分析モデルにおけるコンテクスト要因の影響29 

本節では，質問票調査の仮説検証に加えて，分析モデルにおけるコンテクスト変数の

影響を確認するために，多母集団構造方程式モデルを用いて追加分析を行う。環境経営

および CSR 経営に関する先行研究でよく使用される，産業，企業規模，組織文化，環

境不確実性，ステイクホルダーの影響力，経営者スタイルといったコンテクスト変数を

基準でグループ分けを行い，これらのコンテクスト変数が，制度的プレッシャー，SMCS

活用，組織ケイパビリティ，組織パフォーマンスの関係に与える影響を分析する。コン

テクスト変数の中，組織文化，環境不確実性，ステイクホルダーの影響力，経営者スタ

イルの変数は，本論文の質問票調査により測定し，産業，企業規模の変数は，東洋経済

新報社が発行した『2017 年版 CSR 企業総覧』と，151 サンプル企業の有価証券報告書

を用いて測定した。それぞれの変数測定については，追加分析を行う際に詳細に説明す

る。 

 

 

5.5.1 産業の影響 

産業を基準にサンプル企業を非製造業と製造業に分類して，制度的プレッシャー，

SMCS の活用，組織ケイパビリティ，組織パフォーマンスの関係に，産業別の差があ

るのかを分析する。産業は，東洋経済新報社が発行した「2017 年版 CSR 企業総覧」か

ら得られたデータを用いて，非製造業と製造業に分類した。その結果，全体サンプルの

中，非製造業に属する企業は 62 社，製造業に属する企業は 89 社であった。以下の表

5.33 は産業別の MSEM 検証結果であり，それを図にしたのが図 5.4 と図 5.5 である。 

 

 

 

                                              
29 本節の追加分析では，各集団別の標準化係数間に有意な差があるのかは検定せず，各集団別の分析モデ

ルの結果に基づき，制度的プレッシャー，SMCS 活用，組織ケイパビリティ，組織パフォーマンスの関係

がどのように変化するのかを検討する。 
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表 5.33 産業別の MSEM 検証結果 

因果関係 

非製造業 

(n=62) 

製造業 

(n=89) 

標準係数 t-value 標準係数 t-value 

強制的プレッシャー ⇒ SMCS -0.014 -0.041 0.774 2.271** 

模倣的プレッシャー ⇒ SMCS 0.002 0.012 -0.119 -0.642 

規範的プレッシャー ⇒ SMCS 0.874 2.032** 0.147 0.623 

SMCS ⇒ CSRパフォーマンス 0.834 3.627*** 0.609 3.112*** 

SMCS ⇒ 財務パフォーマンス 0.264 0.820 -0.143 -0.614 

SMCS ⇒ 組織学習 0.623 4.573*** 0.677 5.077*** 

SMSC ⇒ イノベーション 0.771 3.504*** 0.702 3.697*** 

組織学習 ⇒ CSRパフォーマンス 0.115 0.911 0.059 0.480 

組織学習 ⇒ 財務パフォーマンス 0.084 0.514 0.324 2.251** 

イノベーション ⇒ CSRパフォーマンス -0.291 -1.583 0.003 0.025 

イノベーション ⇒ 財務パフォーマンス -0.205 -0.860 0.026 0.160 

CSRパフォーマンス ⇒ 財務パフォーマンス 0.067 0.355 0.206 0.132 

χ²/df 1777.501/1128 (p<0.001) 

RMSEA 0.062 

IFI 0.916 

TLI 0.906 

CFI 0.913 

【注】  * p<0.1,  ** p<0.05,  *** p<0.01 
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【注】  * p<0.1,  ** p<0.05,  *** p<0.01 

図 5.4 非製造業の分析結果 

 

 

【注】  * p<0.1,  ** p<0.05,  *** p<0.01 

図 5.5 製造業の分析結果 

 

 図 5.4 と図 5.5 の分析結果により，非製造業に属する企業では，規範的プレッシャー

を強く認識して SMCS を活用し，SMCS 活用が組織学習，イノベーション，CSR パフ

ォーマンスに影響を与えることを確認した。これに対して，製造業に属する企業では，

CSR 関連の法律，規制のような強制的プレッシャーを強く認識して SMCS を活用し，

SMCS が組織学習，イノベーション，CSR パフォーマンスに影響を与えることと，組

織学習を媒介とする，財務パフォーマンスへの SMCS 活用の間接的な影響を確認した。 
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5.5.2  企業規模の影響 

企業規模(log 売上高)を基準に，サンプル企業を小規模の企業と大規模の企業に分類

して，制度的プレッシャー，SMCS の活用，組織ケイパビリティ，組織パフォーマン

スの関係に，企業規模別の差があるのかを分析する。企業規模は，2016 年に発行され

たサンプル企業の有価証券報告書に掲載されているデータを用いて，小規模の企業と大

規模の企業に分類した。その結果，全体サンプルの中，小規模の企業に属する企業は

67 社，大規模の企業に属する企業は 84 社であった。以下の表 5.34 は企業規模別の

MSEM 検証結果であり，それを図にしたのが図 5.6 と図 5.7 である。 

 

表 5.34 企業規模別の MSEM 検証結果 

因果関係 

 

小規模企業 

(n=67) 

大規模企業 

(n=84) 

標準係数 t-value 標準係数 t-value 

強制的プレッシャー ⇒ SMCS 0.172 0.501 0.353 1.859* 

模倣的プレッシャー ⇒ SMCS 0.135 0.639 -0.044 -0.371 

規範的プレッシャー ⇒ SMCS 0.503 1.721* 0.462 2.234** 

SMCS ⇒ CSRパフォーマンス 0.353 1.532 0.549 2.555** 

SMCS ⇒ 財務パフォーマンス 0.166 0.650 -0.332 -1.417 

SMCS ⇒ 組織学習 0.662 3.795*** 0.497 3.896*** 

SMSC ⇒ イノベーション 0.706 2.750*** 0.756 3.933*** 

組織学習 ⇒ CSRパフォーマンス 0.155 1.020 0.052 0.452 

組織学習 ⇒ 財務パフォーマンス 0.209 1.227 0.301 2.484** 

イノベーション ⇒ CSRパフォーマンス 0.069 0.397 -0.081 -0.438 

イノベーション ⇒ 財務パフォーマンス -0.247 -1.211 0.209 1.043 

CSRパフォーマンス ⇒ 財務パフォーマンス -0.049 -0.343 0.270 2.187** 

χ²/df 1735.292/1128 (p<0.001) 

RMSEA 0.060 

IFI 0.917 

TLI 0.905 

CFI 0.913 

【注】  * p<0.1,  ** p<0.05,  *** p<0.01 
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【注】  * p<0.1,  ** p<0.05,  *** p<0.01 

図 5.6 小規模企業の分析結果 

 

 

【注】  * p<0.1,  ** p<0.05,  *** p<0.01 

図 5.7 大規模企業の分析結果 

 

図 5.6 と図 5.7 の分析結果により，小規模の企業では，規範的プレッシャーを強く認

識して SMCS を活用し，SMCS 活用が組織学習，イノベーションに影響を与えること

を確認した。これに対して，大規模の企業では，規範的プレッシャーに加え強制的プレ

ッシャーを強く認識して SMCS を活用し，SMCS が組織学習，イノベーション，CSR

パフォーマンスに影響を与えることと，組織学習と CSR パフォーマンスを媒介とする，

財務パフォーマンスへの SMCS 活用の間接的な影響を確認した。 
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5.5.3 組織文化の影響 

組織文化を基準に，サンプル企業を，安定性(stability)を強調する企業群と (環境に

対する) 柔軟性(flexibility)を強調する企業群に分類して，制度的プレッシャー，SMCS

の活用，組織ケイパビリティ，組織パフォーマンスの関係に，組織文化別の差があるの

かを分析する。組織文化は，本論文の質問票調査を実施して得られたデータを用いて分

類した。その結果，全体サンプルの中，安定性の企業文化を有する企業は 81 社，柔軟

性の企業文化を有する企業は 70 社であった。以下の表 5.35 は組織文化別の MSEM 検

証結果であり，それを図にしたのが図 5.8 と図 5.9 である。 

 

表 5.35 組織文化別の MSEM 検証結果 

因果関係 

安定性の企業文化

(n=81) 

柔軟性の企業文化

(n=70) 

標準係数 t-value 標準係数 t-value 

強制的プレッシャー ⇒ SMCS 0.980 2.768*** -0.239 -0.921 

模倣的プレッシャー ⇒ SMCS -0.146 -0.873 0.058 0.372 

規範的プレッシャー ⇒ SMCS 0.025 0.096 0.956 2.862*** 

SMCS ⇒ CSRパフォーマンス 0.742 3.790*** 0.715 2.401** 

SMCS ⇒ 財務パフォーマンス -0.184 -0.784 0.139 0.361 

SMCS ⇒ 組織学習 0.490 4.052*** 0.818 5.066*** 

SMSC ⇒ イノベーション 0.730 4.133*** 0.830 2.811*** 

組織学習 ⇒ CSRパフォーマンス -0.003 -0.029 0.008 0.048 

組織学習 ⇒ 財務パフォーマンス 0.083 0.654 0.290 1.350 

イノベーション ⇒ CSRパフォーマンス -0.218 -1.375 0.021 0.105 

イノベーション ⇒ 財務パフォーマンス -0.023 -0.124 0.005 0.019 

CSRパフォーマンス ⇒ 財務パフォーマンス 0.330 2.338** 0.010 0.055 

χ²/df 1746.049/1128 (p<0.001) 

RMSEA 0.061 

IFI 0.924 

TLI 0.916 

CFI 0.921 

【注】  * p<0.1,  ** p<0.05,  *** p<0.01 
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【注】  * p<0.1,  ** p<0.05,  *** p<0.01 

図 5.8 安定性の組織文化を有する企業の分析結果 

 

 

【注】  * p<0.1,  ** p<0.05,  *** p<0.01 

図 5.9 柔軟性の組織文化を有する企業の分析結果 

 

図 5.8 と図 5.9 の分析結果により，安定性の組織文化を有する企業では，強制的プレ

ッシャーを強く認識して SMCS を活用し，SMCS 活用が組織学習，イノベーション，

CSR パフォーマンスに影響を与えることを確認した。これに対して，柔軟性の組織文

化を有する企業では，規範的プレッシャーを強く認識して SMCS を活用し，SMCS が

組織学習，イノベーション，CSR パフォーマンスに影響を与えることを確認した。組

織文化が制度的プレッシャーと SMCS 活用の関係に影響を与えることが示された。 
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5.5.4 環境不確実性の影響 

環境不確実性を基準に，サンプル企業を環境不確実性の認識程度の低い企業群と高い

企業群に分類して，制度的プレッシャー，SMCS の活用，組織ケイパビリティ，組織

パフォーマンスの関係に，環境不確実性の認識程度別の差があるのかを分析する。環境

不確実性は，本論文の質問票調査を実施して得られたデータを用いて分類した。その結

果，全体サンプルの中，環境不確実性の認識程度の低い企業は 88 社，認識程度の高い

企業は 63 社であった。以下の表 5.36 は環境不確実性の認識程度別の MSEM 検証結果

であり，それを図にしたのが図 5.10 と図 5.11 である。 

 

表 5.36 環境不確実性の認識程度別の MSEM 検証結果 

因果関係 

認識程度の低い 

(n=88) 

認識程度の高い 

(n=63) 

標準係数 t-value 標準係数 t-value 

強制的プレッシャー ⇒ SMCS 0.126 0.582 0.886 3.173*** 

模倣的プレッシャー ⇒ SMCS -0.102 -0.699 0.001 0.005 

規範的プレッシャー ⇒ SMCS 0.781 2.909*** 0.018 0.072 

SMCS ⇒ CSRパフォーマンス 0.479 2.301** 0.819 4.138*** 

SMCS ⇒ 財務パフォーマンス 0.296 1.213 0.654 2.195** 

SMCS ⇒ 組織学習 0.635 4.956*** 0.670 4.933*** 

SMSC ⇒ イノベーション 0.781 3.068*** 0.658 4.056*** 

組織学習 ⇒ CSRパフォーマンス 0.129 1.073 0.012 0.099 

組織学習 ⇒ 財務パフォーマンス 0.092 0.662 0.425 2.713*** 

イノベーション ⇒ CSRパフォーマンス 0.009 0.050 -0.090 -0.673 

イノベーション ⇒ 財務パフォーマンス -0.161 -0.801 0.088 0.516 

CSRパフォーマンス ⇒ 財務パフォーマンス 0.050 0.391 0.604 3.150*** 

χ²df 1751.100/1128 (p<0.001) 

RMSEA 0.061 

IFI 0.911 

TLI 0.902 

CFI 0.909 

【注】  * p<0.1,  ** p<0.05,  *** p<0.01 
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【注】  * p<0.1,  ** p<0.05,  *** p<0.01 

図 5.10 環境不確実性の認識程度の低い企業群の分析結果 

 

 

【注】  * p<0.1,  ** p<0.05,  *** p<0.01 

図 5.11 環境不確実性の認識程度の高い企業群の分析結果 

 

図 5.10 と図 5.11 の分析結果により，環境不確実性の認識程度の低い企業では，規範

的プレッシャーを強く認識して SMCS を活用し，SMCS 活用が組織学習，イノベーシ

ョン，CSR パフォーマンスに影響を与えることが，環境不確実性の認識程度の高い企

業では，強制的プレッシャーを強く認識して SMCS を活用し，SMCS が組織ケイパビ

リティ，組織パフォーマンスに影響を与えることと，組織学習と CSR パフォーマンス

を媒介とする，財務パフォーマンスへの SMCS 活用の間接的な影響を確認した。 
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5.5.5 ステイクホルダーの影響 

ステイクホルダーの影響力を基準に，サンプル企業をステイクホルダーの影響力を強

く認識していない企業と強く認識している企業に分類して，制度的プレッシャー，

SMCS の活用，組織ケイパビリティ，組織パフォーマンスの関係に，ステイクホルダ

ーの影響力別の差があるのかを分析する。ステイクホルダーの影響力は，本論文の質問

票調査を実施して得られたデータを用いて分類した。その結果，全体サンプルの中，ス

テイクホルダーの影響力を強く認識していない企業は 81 社，強く認識している企業は

70 社であった。以下の表 5.37 はステイクホルダーの影響力別の MSEM 検証結果であ

り，それを図にしたのが図 5.12 と図 5.13 である。 

 

表 5.37 ステイクホルダーの影響力別の MSEM 検証結果 

因果関係 

影響力の強くない 

(n=81) 

影響力の強い 

(n=70) 

標準係数 t-value 標準係数 t-value 

強制的プレッシャー ⇒ SMCS 0.175 0.435 0.793 2.607*** 

模倣的プレッシャー ⇒ SMCS -0.153 -0.666 0.087 0.592 

規範的プレッシャー ⇒ SMCS 0.482 0.918 0.016 0.074 

SMCS ⇒ CSRパフォーマンス 0.321 1.438 0.519 2.872*** 

SMCS ⇒ 財務パフォーマンス -0.247 -1.057 -0.024 -0.123 

SMCS ⇒ 組織学習 0.587 3.999*** 0.489 3.366*** 

SMSC ⇒ イノベーション 0.752 3.416*** 0.504 2.556** 

組織学習 ⇒ CSRパフォーマンス 0.038 0.288 0.158 1.283 

組織学習 ⇒ 財務パフォーマンス 0.331 2.399** 0.182 1.338 

イノベーション ⇒ CSRパフォーマンス 0.112 0.575 -0.197 -1.407 

イノベーション ⇒ 財務パフォーマンス 0.121 0.595 -0.155 -1.010 

CSRパフォーマンス ⇒ 財務パフォーマンス 0.150 1.255 0.189 1.340 

χ²/df 1818.532/1128 (p<0.001) 

RMSEA 0.064 

IFI 0.913 

TLI 0.895 

CFI 0.907 

【注】  * p<0.1,  ** p<0.05,  *** p<0.01 
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【注】  * p<0.1,  ** p<0.05,  *** p<0.01 

図 5.12 ステイクホルダーの影響力強くない企業群の分析結果 

 

 

【注】  * p<0.1,  ** p<0.05,  *** p<0.01 

図 5.13 ステイクホルダーの影響力が強い企業群の分析結果 

 

図 5.12と図 5.13の分析結果により，ステイクホルダーの影響力が強くない企業では，

SMCS 活用が組織学習，イノベーションに影響を与えることが確認できたが，制度的

プレッシャーと SMCS 活用の関係と，SMCS 活用と CSR パフォーマンスの関係に有

意な結果は見られなかった。これに対して，ステイクホルダーの影響力が強い企業では，

強制的プレッシャーを強く認識して SMCS を活用し，SMCS 活用が組織学習，イノベ

ーション，CSR パフォーマンスに影響を与えることを確認した。 
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5.5.6 経営者のスタイルの影響 

経営者のスタイルを基準に，サンプル企業を経営者のスタイルが主導型である企業と

配慮型である企業に分類して，制度的プレッシャー，SMCS の活用，組織ケイパビリ

ティ，組織パフォーマンスの関係が，経営者のスタイル別に差があるのかを分析する。

経営者のスタイルは，本論文の質問票調査を実施して得られたデータを用いて分類した。

その結果，全体サンプルの中，経営者のスタイルが主導型である企業は 63 社，配慮型

である企業は 88 社であった。以下の表 5.38 は経営者のスタイル別の MSEM 検証結果

であり，それを図にしたのが図 5.14 と図 5.15 である。 

 

表 5.38 経営者のスタイル別の MSEM 検証結果 

因果関係 

主導型 

 (n=63) 

配慮型 

(n=88) 

標準係数 t-value 標準係数 t-value 

強制的プレッシャー ⇒ SMCS 0.519 2.392** 0.330 1.829* 

模倣的プレッシャー ⇒ SMCS 0.145 0.933 -0.107 -0.805 

規範的プレッシャー ⇒ SMCS 0.280 1.746** 0.585 2.644*** 

SMCS ⇒ CSRパフォーマンス 0.615 2.874*** 0.748 3.549*** 

SMCS ⇒ 財務パフォーマンス 0.010 0.040 -0.019 -0.073 

SMCS ⇒ 組織学習 0.675 4.695*** 0.571 4.455*** 

SMSC ⇒ イノベーション 0.761 3.307*** 0.743 3.835*** 

組織学習 ⇒ CSRパフォーマンス 0.131 0.993 0.060 0.541 

組織学習 ⇒ 財務パフォーマンス 0.291 1.853* 0.244 1.856* 

イノベーション ⇒ CSRパフォーマンス -0.028 -0.167 -0.186 -1.136 

イノベーション ⇒ 財務パフォーマンス -0.134 -0.676 -0.030 -0.154 

CSRパフォーマンス ⇒ 財務パフォーマンス 0.322 2.048** 0.113 0.765 

χ²/df 1915.974/1128 (p<0.001) 

RMSEA 0.068 

IFI 0.912 

TLI 0.903 

CFI 0.911 

【注】  * p<0.1,  ** p<0.05,  *** p<0.01 
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【注】  * p<0.1,  ** p<0.05,  *** p<0.01 

図 5.14 経営者のスタイルが主導型である企業の分析結果 

 

 

【注】  * p<0.1,  ** p<0.05,  *** p<0.01 

図 5.15 経営者のスタイルが配慮型である企業の分析結果 

 

図 5.14 と図 5.15 の分析結果により，経営者のスタイルが主導型の企業では，本論文

の分析結果と同様な結果が見られた。強制的・規範的プレッシャーが SMCS 活用に影

響を与え，SMCS 活用は組織ケイパビリティ，組織パフォーマンスの向上に正の影響

を与えている。これに対して，経営者のスタイルが配慮型の企業では，強制的・規範的

プレッシャーが SMCS に影響を与え，SMCS 活用が組織ケイパビリティ，CSR パフォ

ーマンスの向上に正の影響を与えることを確認したが，CSR パフォーマンスと財務パ

フォーマンスには有意な結果が見られなかった。 
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5.6 小括：質問票調査での発見事項と考察 

  

 本章では，第 4 章の結果をもとに質問票調査を実施して，本論文で提示した研究課題

②「どのような制度的要因が SMCS 活用に影響を与えるのか」，研究課題③「SMCS

活用が組織パフォーマンスにどのように影響を与えるのか」について分析した。以下で

は，質問票調査の結果により明らかにされた点を述べる。 

 まず，第 1 に，質問票調査では，制度的プレッシャーのうち，CSR 関連の法律，規

制，国際基準のような強制的プレッシャーと，外部専門家，外部組織による CSR 活動

の要請などの規範的プレッシャーを強く認識している企業ほど，CSR 経営を効率的に

実行するために，複数のコントロール・システムを同時に活用する傾向のあることを確

認した。これに対して，CSR 活動を実行する日本企業では，同業他社の CSR 戦略およ

び活動のような模倣的プレッシャーは，SMCS 活用に影響を与えないことも同時に検

証した。特に，CSR 経営というのは，企業に対する社会の期待に対する企業活動であ

るため，CSR 経営を実行している企業は，模倣的プレッシャーよりも，強制的プレッ

シャー，規範的プレッシャーをより強く認識している可能性があるといえる。 

 第 2 に，第 4 章の事例研究の結果をもとに，複数のコントロール・システムが同時に

活用される，パッケージとして SMCS 活用が組織パフォーマンスに及ぼす影響を分析

した結果，CSR 経営において，様々なコントロール・システムを同時に活用する企業

ほど，CSR パフォーマンスが高いことと，CSR パフォーマンスを媒介とした財務パフ

ォーマンスも高いことが確認できた。特に，SMCS 活用と CSR パフォーマンスの強い

因果関係により，CSR パフォーマンスを向上させるためには，複数のコントロール・

システムを同時に活用する必要があることが分かった。 

第 3 に，CSR 経営において，異なる役割を果たしている複数のコントロール・シス

テムを同時に活用することが，CSR 関連の組織学習およびイノベーションを強化させ

ることも検証された。このように，SMCS 活用が組織ケイパビリティの強化に正の影

響を与えていることが示されたため，リソースベースドビューの側面では，効率的な

SMCS の活用を，CSR 企業がマーケットで競争優位を占める際の重要な要素として考

えられる。 

 続いて，第 4 に，質問票調査では，組織ケイパビリティと組織パフォーマンスの関係

において，CSR 関連の組織学習だけが，財務パフォーマンスを向上させることを確認

した。利益を追求する企業においては，CSR 経営を最も重要な活動として考えていな
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い場合もあるため，第 4 章の事例企業のように，CSR 実行している多くの企業は，本

業をベースにした CSR 活動を行っている。そのため，CSR 関連の組織学習が，CSR

パフォーマンスの向上ではなく，財務パフォーマンスの向上に影響を与えている可能性

がある。 

 第 5 に，質問票調査では，SMCS 活用と財務パフォーマンスの関係において，組織

学習と CSR パフォーマンスの媒介効果を確認した。SMCS 活用は財務パフォーマンス

の向上に直接的に影響を与えないが，SMCS 活用が組織学習や CSR パフォーマンスを

向上させる場合，財務パフォーマンスを向上させるのである。SMCS 活用は CSR パフ

ォーマンスだけでなく，間接的であるが財務パフォーマンスの向上にも貢献できると考

えられる。 

 先行研究では，産業，企業規模，組織文化，環境不確実性，ステイクホルダーの影響，

経営者のスタイルが，企業の CSR 活動，EMCS およびエコ・コントロールに影響を与

える要因として指摘されてきた。本論文では，これらのコンテクスト要因を用いて，多

母集団構造方程式モデルを用いて追加分析を行った。先行研究と同様に，これらの要因

が，制度的プレッシャー，SMCS の活用，組織ケイパビリティ，組織パフォーマンス

の関係に影響を与えることを確認した。 

 企業活動の正当性を得るために，企業は外部の社会規範，価値観，社会規制などを認

識し，企業に要求される社会的責任を果たしている。このように，企業の社会の制度的

プレッシャーへの対応は，組織ケイパビリティや組織パフォーマンスを向上させるため

ではなく，社会の企業に対する期待や責任に対して正当性の得るためである。しかしな

がら，本研究の結果は，制度的プレッシャーは，組織ケイパビリティや組織パフォーマ

ンスの向上には直接的には関係しないが，CSR 経営を実行している企業では，制度的

プレッシャーへの対応は SMCS の活用を通して，組織ケイパビリティおよび組織パフ

ォーマンスの向上を可能とすることを示唆した。また，SMCS 活用は，直接的・間接

的に組織ケイパビリティおよび組織パフォーマンスを向上させることが本論文により

明らかにされたため，CSR 経営を実行する企業には，SMCS を構成するコントロール・

システム間の関係を考慮した，SMCS のデザインおよび活用が必要であろう。 
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第 6 章 結論 

 

本論文では，Simons (1995)の LOC フレームワークを分析視角として，日本企業の

CSR 経営における SMCS の活用実態および，SMCS の活用形態が組織ケイパビリティ

および組織パフォーマンスを促進するメカニズムを明らかにすることを目的とし，「研

究課題①：日本企業では，CSR 経営を効果的かつ効率的に実行するために，SMCS を

構成する個々のコントロール・システムをどのように活用しているのか」，「研究課題

②：どのような制度的環境要因がSMCS活用に影響を与えるのか」，「研究課題③：SMCS

活用が組織パフォーマンスにどのように影響を与えるのか」を検証した。 

まず，第 2 章では，本論文で分析を行う前に，MCS に関する研究のレビューを行い，

MCS の概念および分析フレームワークなどを検討した後，MCS の概念および分析フレ

ームワークを援用した，SMCS に関する先行研究を「SMCS の影響要因」，「SMCS の

導入および活用」，「公式的な SMCS と非公式的な SMCS」，「既存の MCS と SMCS の

統合」という 4 つの研究テーマに分けてレビューを行った。その結果，「制度的環境要

因が企業の SMCS 活用およびデザインに与える影響を分析した研究」，「SMCS の活用

が組織ケイパビリティおよび組織パフォーマンスに与える影響を検証する研究」，

「SMCS を構成するコントロール・システム間の関係に注目した研究」などの不在を

SMCS 研究の課題として指摘した。これらの SMCS に関する研究の課題から，上記の

3 つの本論文における研究課題を導き出した。 

次に，第 3 章では，本研究における研究課題を検証するために，分析フレームワーク

として Simons (1995)の LOC フレームワークを提示し，それぞれの研究課題にどのよ

うな研究方法が適合なのかを説明した。研究課題①を検証するために，東洋経済新報社

の「2015 年 CSR 企業ランキング」に挙げられた企業のうち，インタビュー調査の許可

が得られた企業の「インタビュー調査」と，研究課題②および③を検証するために，東

洋経済新報社が発行した『2016 年版 CSR 企業総覧』に掲載されている 1,325 社の日本

企業を対象にした「質問票調査」を実施することについて説明した。 

第 5 章で実施する質問票調査の予備調査として，第 4 章では，「研究課題①：日本企

業では，CSR 経営を効果的かつ効率的に実行するために，SMCS を構成する個々のコ

ントロール・システムをどのように活用しているのか」を検証した。東洋経済新報社の

2015年CSR企業ランキング上位に掲載されている7社の日本企業に対してインタビュ

ー調査を実施し，そのうち，CSR 経営における SMCS の活用について十分な聞き取り

ができ，さらに SMCS を構成する個々のコントロール・システム間の多様な相互関係
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が確認できた 2 社の事例を分析した結果，事例企業では CSR 経営を実行するために，

複数のコントロール・システムを活用しており，個々のコントロール・システムは相互

に関係し合いながら作用していることが確認された。 

第 4 章の事例研究で得られた知見をもとに，第 5 章では，『2016 年版 CSR 総覧』に

掲載された 1,325 社の日本企業を対象に質問票調査を実施して，「研究課題②：どのよ

うな制度的環境要因が SMCS の活用に影響を与えるのか」，「研究課題③：SMCS の活

用が組織パフォーマンスにどのように影響を与えるのか」を検証した。その結果，強制

的プレッシャー，規範的プレッシャーのような制度的環境要因が，CSR 企業の SMCS

活用に影響を与え，さらに，複数のコントロール・システムを同時に活用する SMCS

が組織ケイパビリティおよび組織パフォーマンスを向上させることが解明された。 

本論文の発見事項のうち，研究目的と研究課題に関連して重要な点は，まず，第 4 章

の事例企業のように，CSR 経営を実行する企業では，個々のコントロール・システム

ではなく複数のコントロール・システムを同時に活用する，パッケージとして SMCS

の活用が，CSR パフォーマンスの向上を可能とし，さらに財務パフォーマンスの向上

にも貢献することである。組織パフォーマンスの側面においては，CSR 経営の実行が，

新しいシステムの構築，CSR 関連の人材確保などを必要とするため，CSR 経営の実践

に抵抗感をもつ経営者およびマネジャーも存在するかもしれないが，コントロール・シ

ステム間の関係を考慮した効率的な SMCS のデザインおよび活用は，組織パフォーマ

ンスの向上を可能にすることが，本論文の発見事項より示唆された。 

また，本論文の研究目的と研究課題に関連した重要な点は，制度的プレッシャーが企

業の SMCS 活用に強く影響を及ぼすことである。制度的プレッシャーが直接的に組織

ケイパビリティおよび組織パフォーマンスに影響するのではなく，企業の SMCS 活用

に影響を与え，間接的に組織ケイパビリティおよび組織パフォーマンスの向上を促進す

ることが明らかになった。仮説検証に加えて，コンテクスト要因を用いた追加分析では，

産業，企業規模，組織文化，環境不確実性，ステイクホルダーの影響，経営者スタイル

の要因が，制度的プレッシャーと SMCS 活用の関係だけでなく，SMCS 活用と組織パ

フォーマンスの関係にも影響を及ぼすことが確認された。この結果により，SMCS 活

用のように企業システムに影響を及ぼす制度的要因を把握することは，企業の効率的な

SMCS デザインおよび活用だけではなく，規制機関による CSR 関連制度および政策の

形成にも重要な点を示唆したのである。 

続いて，本論文が研究および実務にどのような貢献ができるのかを議論する。まず，
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研究方法の側面から，本論文の研究上の第 1 の貢献は，インタビュー調査と質問票調査

を用いて，CSR 経営における SMCS の活用実態を明らかにしたことである。SMCS に

関する先行研究では，企業の経済的・環境的・社会的活動を同時に考慮した研究は少な

く，さらに，ほとんどの研究が事例を用いた研究であった。エコ・コントロールの組織

パフォーマンスへの影響を分析した Henri (2010)の以降に，質問票調査を用いた研究は

増えつつあるが，企業の環境経営を分析対象にした EMCS およびエコ・コントロール

に関する研究がほとんどである。これに対して，SMCS を研究対象にした本論文では，

まだ知られていない SMCS の活用について調査および分析を行う必要があったため，

事例研究とともに質問票調査を実施した。CSR 経営が優れた日本企業を対象にインタ

ビュー調査を実施して，日本企業の SMCS 活用実態を把握し，事例研究から得られた

知見をもとに，さらに，東洋経済新報社が発行した『2016 年版 CSR 企業総覧』に掲載

された全企業を対象とする質問票調査を実施した。このように，インタビュー調査と質

問票調査を同時に実施したことで，まだ明らかにされていない，制度的プレッシャー，

SMCS 活用，組織ケイパビリティ，組織パフォーマンスの関係を検証して新たな知見

を得られたことが本論文の貢献であるといえる。 

次に，分析データの側面から，本論文の研究上の第 2 の貢献は，1,325 社の日本企業

を対象とした質問票調査の分析において，質問票調査の回答によるデータとともに，東

洋経済新報社が提供するデータを同時に用いたことである。既存の MCS に関するほと

んどの先行研究では，財務パフォーマンス，環境パフォーマンスなどの組織パフォーマ

ンスを質問票で測定したが，本論文では，東洋経済新報社が 2016 年 11 月 30 日に発行

した「2017 年版 CSR 企業総覧」から得られたデータを用いて，財務パフォーマンス，

CSR パフォーマンスを測定したため，より客観的な結果が得られたと推定できる。 

本論文では，Simons (1995)の LOC フレームワーク，DiMaggio and Powell (1983)

による制度的同型化の概念，Barney (1991)によるリソースベースドビューの概念を用

いて，制度的プレッシャー，SMCS の活用，組織ケイパビリティ，組織パフォーマン

スの関係を分析したため，新しい知見が確認できた。そこで，研究結果の側面から，本

論文の研究上の第 3 の貢献は，MCS に関する研究，制度論に関する研究，CSR に関す

る研究に貢献したここである。CSR 経営を実行するための SMCS 活用においても，既

存の MCS に関する先行研究での結果と同様に，SMCS を構成する個々のコントロー

ル・システムが相互に関係し合いながら作用していることや，その SMCS 活用が組織

ケイパビリティおよび組織パフォーマンスを向上させるメカニズムなどの本論文の結
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果は，MCS に関する理論を一層強化することができたと考えられる。また，制度論に

関する先行研究では，制度的要因が組織構造や組織内のシステムに影響を与えることが

指摘されてきたが，MCS に関する先行研究においては，制度的要因と MCS，EMCS，

SMCS のような企業内で活用されるシステムの関係を実証的に分析した研究はほとん

ど行われてこなかった。これに対して，制度的プレッシャーと SMCS 活用の関係を検

証した本論文は，MCS に関する研究だけでなく，制度論に関する研究にも新しい知見

を与えたといえる。 

 研究上の貢献に加えて，本論文の実務上の第 1 の貢献は，インタビュー調査により，

日本企業における SMCS の活用実態と，SMCS を構成するコントロール・システム間

の関係を明らかにしたことで，SMCS のデザインが重要であることを提示した点であ

る。事例企業の比較により，各社の CSR 経営の実行において SMCS の活用は異なった

が，それぞれのコントロール・システムが互いに影響を与え合いながら活用されていた。

この結果は，CSR 経営を成功させるためには，個々のコントロール・システムの役割

だけでなく，相互に関係し合っている個々のコントロール・システム間の関係を理解し，

企業が直面している状況を考慮したコントロール・システムの選択が重要であることを

示唆したのである。 

 本論文の実務上の第 2 の貢献は，質問票調査により，SMCS 活用が組織ケイパビリ

ティおよび組織パフォーマンスを促進するメカニズムを明らかにしたことで，CSR 経

営の推進に抵抗感をもっている経営者およびマネジャーに，SMCS 活用の理解を可能

とし，組織パフォーマンスの向上を可能とする CSR 経営の実践への強いモチベーショ

ンを与えたことである。勿論，CSR 経営を成功させる方法には，SMCS 活用以外にも

多様な手段と方法が存在しているが，SMCS 活用の側面では，CSR 経営に従業員を参

加させる複数の手段を同時に活用することは，CSR パフォーマンスの向上に影響を与

え，さらに，CSR パフォーマンスを通して間接的に財務パフォーマンスを向上させる

ことである。経営者およびマネジャーに CSR 経営および活動の実践が，マーケットで

の競争優位の源泉として認識させたといえる。 

 最後に，本研究において残された課題を挙げ，今後の研究の方向性を提示する。第 1

に，本論文では CSR 経営のための SMCS 活用に焦点を当てて複数のコントロール・シ

ステムを同時に活用することの効果は確認できたが，Widener (2007)が主張したように，

SMCS を構成するコントロール・システム間の関係(活用形態)が組織ケイパビリティお

よび組織パフォーマンスの向上にどのような影響を与えているかは分析していない。ま
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た，Simons (1995)は信条システムとインタラクティブ・コントロール・システムを正

のシステムとして，境界システムと診断的コントロール・システムを負のシステムとし

て定義し，性質の類似なシステム間の関係や，相反関係のシステム間のテンションが組

織に与える影響を指摘した。本論文の事例研究では，SMCS を構成するコントロール・

システム間の関係は見られたが，それらの関係が企業に与える影響は分析できなかった。

したがって，今後の研究では，SMCS 活用の効果を高めるために，SMCS を構成する

コントロール・システム間の関係が企業に与える影響を実証的に分析することが必要と

なる。 

 第 2 に，MCS と SMCS との統合に関する研究や，MCS と SMCS の関係を分析した

研究も必要である。企業は SMCS だけでなく，本業の目標を達成させるための MCS

も同時に活用している。Gond et al. (2011; 2012)は，CSR 経営を成功させるために企

業の本来の事業活動に CSR 経営を統合することが最も望ましいと主張した。本論文で

は，CSR 経営における SMCS 活用に焦点を当てた研究を行ったため，企業の事業戦略

を達成するための MCS との関係については分析していない。企業内で SMCS の活用

を定着させ，CSR 経営を長期的に実行するためには，SMCS を構成する個々のコント

ロール・システム間の関係に加えて，MCS と SMCS の連携に関する分析が，研究およ

び実務に貢献できると考えられる。 

 最後に，第 4 章でのインタビュー調査は 2015 年に，第 5 章での質問票調査は 2016

年に実施した調査であるため，単年度の CSR 経営，SMCS 活用についてのみ議論でき

る。しかし，本論文で示されたように，CSR 経営と SMCS 活用は制度的プレッシャー，

多様なコンテクスト要因の影響を受けるため，制度的プレッシャー，SMCS 活用，組

織ケイパビリティ，組織パフォーマンスの関係を，持続的かつ長期的に分析すると，そ

れらの関係をより正確に解明することができるであろう。それだけでなく，Henri and 

Journeault (2010)でエコ・コントロールが議論されて以降，MCS 研究に基づいた

EMCS に関する研究が増えつつあるが，SMCS についてはまだ知られたいない部分が

多いため，この分野の持続的かつ長期的な研究は意義が大きいと考えられる。 
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＜巻末付録 C＞ 協力企業一覧 

 

 質問票を返送いただいた調査協力企業の中，実名公表を許可いただいた企業は，下記

の通りである。匿名にてご協力いただいた企業の方々に，記して深く感謝申し上げる次

第である。 

 

DIC，JSR，KDDI，NEC，NTN，NTT ドコモ，SBS ホールディングス，アサヒグ

ループホールディングス，伊藤忠商事，ウシオ電機，宇部興産，大阪ガス，オムロン，

カシオ計算機，川崎重工業，栗田工業，キヤノンマーケティングジャパン，クラリオン，

サッポロホールディングス，サンメッセ，三洋化成工業，昭和産業，新日鉄住金，住友

ゴム工業，住友金属鉱山，住友重機械工業，住友電気工業，住友林業，積水ハウス，セ

コム，セブン＆アイホールディングス，髙島屋，太陽誘電，タキロン，ダイフク，ダス

キン，帝人，電通，東京ガス，東洋紡，トヨタ紡織，トラスコ中山，ニコン，西松建設，

ニチアス，ニチレイ，ニッパツ，日本写真印刷，日本ゼオン，日本曹達，日本電産，日

本特殊陶業，日本ハム，日本山村硝子，日本郵船，ノーリツ，野村不動産ホールディン

グス，バンドー化学，パイオニア，パナホーム，日立国際電気，日立マクセル，不二製

油グループ本社，富士ゼロックス，富士重工業，富士電機，マンダム，ミサワホーム，

三菱ケミカルホールディングス，ヤマハ，ユニーグループホールディングス，横河電機，

古河電気工業，リンテック，ローム，ワコールホールディングス。  

以上 78 社（五十音順） 

 

 


